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水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針 

 

1. 概要 

本資料は，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価の方針に

ついて説明するものである。 

 

2. 基本方針 

施設の耐震設計では，設備の構造から地震力の方向に対して弱軸，強軸を明確

にし，地震力に対して配慮した構造としている。 

今回，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる耐震設計に係る技術基準

が制定されたことから，従来の設計手法における水平１方向及び鉛直方向地震力

を組み合わせた耐震計算に対して，施設の構造特性から水平２方向及び鉛直方向

地震力の組合せによる影響の可能性がある施設を評価対象施設として抽出し，施

設が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

評価対象は「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平

成 25年６月 28日原子力規制委員会規則第６号）」の第５条及び第 50条に規定さ

れている耐震重要施設及びその間接支持構造物，常設耐震重要重大事故防止設備

又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設，並びにこれらの施

設への波及的影響防止のために耐震評価を実施する施設とする。Ｂクラスの施設

については，共振のおそれのあるものを評価対象とする。 

評価に当たっては，施設の構造特性から水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せの影響を受ける部位を抽出し，その部位について水平２方向及び鉛直方向の荷

重や応力を算出し，施設が有する耐震性への影響を確認する。 

施設が有する耐震性への影響が確認された場合は，詳細な手法を用いた検討等，

新たに設計上の対応策を講じる。 

 

3. 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる地震動 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価には，基準地震動Ｓｓ

－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２を用いる。 

ここで，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる基準

地震動Ｓｓは，複数の基準地震動Ｓｓにおける地震動の特性及び包絡関係を，施

設の特性による影響も考慮した上で確認し，本影響評価に用いる。 

 

 

4条－別添5－1
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4. 各施設における水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

 4.1 建物・構築物 

  4.1.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計手法の考え方 

従来の設計手法では，建物・構築物の地震応答解析において，各水平方

向及び鉛直方向の地震動を質点系モデルにそれぞれ方向ごとに入力し解

析を行っている。また，発電用原子炉施設における建物・構築物は，全体

形状及び平面レイアウトから，地震力を主に耐震壁で負担する構造であり，

剛性の高い設計としている。 

水平方向の地震力に対しては，せん断力について評価することを基本と

し，建物・構築物に作用するせん断力は，地震時に生じる力の流れが明解

となるように，直交する２方向に釣合いよく配置された鉄筋コンクリート

造耐震壁を主な耐震要素として構造計画を行う。地震応答解析は，水平２

方向の耐震壁に対して，それぞれ剛性を評価し，各水平方向に対して解析

を実施している。したがって，建物・構築物に対し水平２方向の入力があ

る場合，各方向から作用するせん断力を負担する部位が異なるため，水平

２方向の入力がある場合の評価は，水平１方向にのみ入力がある場合と同

等な評価となる。 

鉛直方向の地震力に対しては，軸力について評価することを基本として

いる。建物・構築物に作用する軸力は，鉄筋コンクリート造耐震壁を主な

耐震要素として構造計画を行う。 

入力方向ごとの耐震要素について，第 4－1図に示す。 

従来設計手法における建物・構築物の応力解析による評価は，上記の考

え方を踏まえた地震応答解析から算出された応答を，水平１方向及び鉛直

方向に組み合わせて行っている。 

また，排気筒については，斜め方向に作用する地震力に対して隅柱（主

柱材）の軸力が大きくなる場合を想定した検討も実施している。 

  

4条－別添5－2

6



 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 水平方向 

 

 

 

 

 

 

(b) 鉛直方向 

第 4－1 図 入力方向ごとの耐震要素 

 

 

  4.1.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

建物・構築物において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮し

た場合に影響を受ける可能性がある部位の評価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設及びその間接支持構造物，常設耐震重要重大事

故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設並

びにこれらの施設への波及的影響防止のために耐震評価を実施する施設の

評価部位とする。 

対象とする部位について，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響

が想定される応答特性から，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

影響を受ける可能性がある部位を抽出する。 

応答特性から抽出された水平２方向及び鉛直方向地震力による影響を受

ける可能性がある部位は，従来の評価結果の荷重又は応力の算出結果等を水

平２方向及び鉛直方向に組み合わせ，各部位に発生する荷重や応力を算出し，

各部位が有する耐震性への影響を確認する。 

各部位が有する耐震性への影響が確認された場合は，詳細な手法を用いた

検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 
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  4.1.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

建物・構築物において，水平１方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた

従来の設計手法に対して，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

影響の可能性がある耐震評価上の構成部位について，応答特性から抽出し，

影響を評価する。影響評価のフローを第 4－2図に示す。 

  

(1) 影響評価部位の抽出 

① 耐震評価上の構成部位の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位を整理し，各建物におい

て，該当する耐震評価上の構成部位を網羅的に確認する。 

 

② 応答特性の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される応答特性を整理する。 

 

③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出 

整理した耐震評価上の構成部位について，水平２方向及び鉛直方向地

震力の組合せの影響が想定される応答特性のうち，荷重の組合せによる

応答特性を検討する。水平２方向及び鉛直方向地震力に対し，荷重の組

合せによる応答特性により，有する耐震性への影響が想定される部位を

抽出する。 

 

④ ３次元的な応答特性が想定される部位の抽出 

荷重の組合せによる応答特性が想定される部位として抽出されなかっ

た部位のうち，３次元的な応答特性が想定される部位を検討する。水平

２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し，３次元的な応答特性により，

有する耐震性への影響が想定される部位を抽出する。 

 

⑤ ３次元解析モデルによる精査 

３次元的な応答特性が想定される部位として抽出された部位について，

３次元解析モデルを用いた精査を実施し，水平２方向及び鉛直方向地震

力の組合せにより，有する耐震性への影響が想定される部位を抽出する。 

また，３次元的な応答特性が想定される部位として抽出されなかった

部位についても，局所応答の観点から，３次元解析モデルによる精査を

実施し，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せにより，有する耐震性

への影響が想定される部位を抽出する。 

局所応答に対する３次元解析モデルによる精査は，施設の重要性，建

物規模及び構造特性を考慮し，原子炉建物について地震応答解析を行う。

３次元ＦＥＭモデルの概要を第 4－3図に示す。  

4条－別添5－4
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(2) 影響評価手法 

⑥ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価においては，

水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる局部評価の荷重又は応力

の算出結果等を用い，水平２方向及び鉛直方向地震力を組み合わせる方

法として，米国 Regulatory Guide 1.92 (注 1)の「2. Combining Effects 

Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を参考として，

組合せ係数法(1.0：0.4：0.4) 等の最大応答の非同時性を考慮した地震

力を設定する。 

評価対象として抽出した耐震評価上の構成部位について，構造部材の

発生応力等を適切に組み合わせることで，各部位の設計上の許容値に対

する評価を実施し，各部位が有する耐震性への影響を評価する。 

 

⑦ 機器・配管系への影響検討 

評価対象として抽出された部位が，耐震重要施設，常設耐震重要重大

事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施

設の機器・配管系の間接支持機能を有する場合，水平２方向及び鉛直方

向地震力の組合せによる応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認

された場合，機器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，⑤の精査にて，建物・構築物の影響の観点から抽出されなかっ

た部位であっても，３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析結果から，

機器・配管系への影響の可能性が想定される部位について検討対象とし

て抽出する。 

注 1：Regulatory Guide (RG) 1.92 “Combining modal responses and 

spatial components in seismic response analysis” 

  

4条－別添5－5
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第 4－2 図 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる 

影響検討のフロー 
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(a) 建物全景 

 

 

(b) ＥＷ断面図 

 

 

 

(c) ＮＳ断面図 

 

第 4－3 図 建物３次元ＦＥＭモデル  
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4.2 機器・配管系 

  4.2.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計の考え方 

機器・配管系における従来の水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る設計手法では，建物・構築物の振動特性を考慮し，変形するモードが支

配的となり応答が大きくなる方向（応答軸方向）に基準地震動Ｓｓを入力

して得られる各方向の地震力（床応答）を用いている。 

応答軸（強軸・弱軸）が明確となっている設備の耐震評価においては，

水平各方向の地震力を包絡し，変形モードが支配的となる応答軸方向に入

力するなど，従来評価において保守的な取り扱いを基本としている。 

一方，応答軸が明確となっていない設備で３次元的な広がりを持つ設備

の耐震評価においては，基本的に３次元のモデル化を行っており，建物・

構築物の応答軸方向の地震力をそれぞれ入力し，この入力により算定され

る荷重や応力のうち大きい方を用いて評価を実施している。 

さらに，応答軸以外の振動モードが生じ難い構造の採用，応答軸以外の

振動モードが生じ難いサポート設計の採用といった構造上の配慮など，水

平方向の入力に対して配慮した設計としている。 

 

  4.2.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

機器・配管系において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮

した場合に，影響を受ける可能性がある設備（部位）の評価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重

大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系並びにこ

れらの施設への波及的影響防止のために耐震評価を実施する設備とする。 

対象とする設備を機種ごとに分類し，それぞれの構造上の特徴により荷

重の伝達方向，その荷重を受ける構造部材の配置及び構成等により水平２

方向の地震力による影響を受ける可能性がある設備（部位）を抽出する。 

構造上の特徴により影響の可能性がある設備（部位）は，水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せによる影響の検討を実施する。水平各方向の地

震力が１：１で入力された場合の発生値の算出方法として，従来の評価結

果の荷重又は算出応力等を水平２方向及び鉛直方向に整理して組み合わ

せる方法又は新たな解析等により高度化した手法を用いることにより，水

平２方向の地震力による設備（部位）に発生する荷重や応力を算出する。 

これらの検討により，水平２方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた荷

重や応力の結果が従来の発生値と同等である場合は影響のない設備とし，

評価対象には抽出せず，従来の発生値を超えて耐震性への影響が懸念され

る場合は，設備が有する耐震性への影響を確認する。 

設備が有する耐震性への影響が確認された場合は，詳細な手法を用いた

検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 

水平２方向及び鉛直方向地震力による影響評価は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，
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Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２を対象とするが，複

数の基準地震動Ｓｓにおける地震動の特性及び包絡関係，地震力の包絡関

係を確認し，代表可能である場合は代表の基準地震動Ｓｓにて評価する。

また，水平各方向の地震動については，それぞれの位相を変えた地震動を

用いることを基本とするが，保守的な手法を用いる場合もある。 

 

  4.2.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

     機器・配管系において，水平１方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた

従来の耐震計算に対して，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響

の可能性がある設備を構造及び発生値の増分の観点から抽出し，影響を評

価する。影響評価は従来設計で用いている質点系モデルによる評価結果を

用いて行うことを基本とする。影響評価のフローを第 4－4図に示す。 

なお，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響を検討する際は，

地震時に水平２方向及び鉛直方向それぞれの最大応答が同時に発生する

可能性は極めて低いとした考え方である Square-Root-of-the-Sum-of- 

the-Squares 法（以下「最大応答の非同時性を考慮したＳＲＳＳ法」とい

う。）又は組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）を適用する。この組合せ方法に

ついては，現状の耐震評価が基本的に概ね弾性範囲でとどまる体系である

ことに加え，国内と海外の機器の耐震解析は，基本的に線形モデルで実施

している等類似であり，水平２方向及び鉛直方向の位相差は機器の応答に

も現れることから，米国 Regulatory Guide 1.92の「2.Combining Effects 

Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を参考として

いるものである。 

 

①  評価対象となる設備の整理 

耐震重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設

備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系並びにこれらの施設へ

の波及的影響防止のために耐震評価を実施する設備を評価対象とし，機種

ごとに分類し整理する。（第 4－4図①） 

 

②  構造上の特徴による抽出 

機種ごとに構造上の特徴から水平２方向の地震力が重畳する観点，若し

くは応答軸方向以外の振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点にて検討

を行い，水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備を抽出する。

（第 4－4図②） 

 

③  発生値の増分による抽出 

水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平２方

向の地震力が各方向１：１で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を
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求め，従来の水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して，

水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮した発生値の増分を用いて影響を検

討し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出する。 

また，建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討により，機器・配管

系への影響の可能性がある部位が抽出された場合は，機器・配管系への影

響を評価し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出する。 

影響の検討は，機種ごとの分類に対して地震力の寄与度に配慮し耐震裕

度が小さい設備（部位）を対象とする。（第 4－4図③） 

 

④  水平２方向及び鉛直方向地震力の影響評価 

③の検討において算出された荷重や応力を用いて，設備が有する耐震性

への影響を確認する。（第 4－4図④） 
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第 4－4 図 水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮した 

影響評価フロー 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

①評価対象となる設備の整理 

②構造上，水平２方向及び鉛直方向 
地震力の影響の可能性がある設備か 

水平２方向及び鉛直方向地震力を 
考慮した発生荷重等を用いた検討 

③水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮 
した発生値が従来の発生値と比べて影響があるか 

④水平２方向及び鉛直方向 
地震力の影響評価（水平２方向及び 

鉛直方向地震力に対し，耐震性を有してい
ることへの影響があるか） 

従来の設計手法に加えて更なる 
設計上の配慮が必要な設備 

従来の設計手法で水平２方向及び 
鉛直方向地震力は対応可能 

建物・構築物及び屋外 
重要土木構造物の検討 
による機器・配管系への 
影響検討結果 
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4.3 屋外重要土木構造物等 

  4.3.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計手法の考え方 

従来の設計の考え方について，取水槽を例に第 4－1表に示す。 

一般的な地上構造物では，躯体の慣性力が主たる荷重であるのに対し，

屋外重要土木構造物等※は，おおむね地中に埋設されているため，動土圧

や動水圧等の外力が主たる荷重となる。また，屋外重要土木構造物等は，

比較的単純な構造部材の配置で構成され，ほぼ同一の断面が奥行き方向に

連続する構造的特徴を有することから，３次元的な応答の影響は小さいた

め，２次元断面での耐震評価を行っている。 

屋外重要土木構造物等は，主に海水の通水機能や配管等の間接支持機能

を維持するため，通水方向や管軸方向に対して空間を保持できるように構

造部材が配置されることから，構造上の特徴として，明確な弱軸，強軸を

有する。 

強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさないこ

とから，従来設計手法では，弱軸方向を評価対象断面として，耐震設計上

求められる水平１方向及び鉛直方向地震力による耐震評価を実施してい

る。 

第 4－5 図に示す通り，従来設計手法では，屋外重要土木構造物等の構

造上の特徴から，弱軸方向の地震荷重に対して，保守的に加振方向に平行

な水路の壁部材を見込まず，垂直に配置された構造部材のみで受け持つよ

う設計している。 

屋外重要土木構造物等のうち取水口及びガスタービン発電機用軽油タ

ンク基礎は，海水の通水機能や配管等の間接支持機能を有する構造物と比

較して，強軸及び弱軸が明確ではないことから，従来設計手法では，直交

2 方向ともに評価対象断面として，耐震設計上求められる水平１方向及び

鉛直方向地震力による耐震評価を実施している。 

 

※屋外重要土木構造物，重大事故等対処施設のうち土木構造物及び波及的

影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設のうち土木構造物を「屋外重

要土木構造物等」という。 
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第 4－1表 従来設計手法における評価対象断面の考え方（取水槽の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4－5図 従来設計手法の考え方 

  

 横断方向の加振 縦断方向の加振 

従来設計の 

評価対象断 

面の考え方 

 

 

・横断方向は，加振方向に平行な壁部

材が少なく，弱軸方向にあたる。 

・縦断方向は，加振方向に平行な側壁

及び隔壁を耐震設計上見込むこと

ができ，強軸方向にあたる。 

・強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさない。 

・弱軸方向を評価対象断面とする。 
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  4.3.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

屋外重要土木構造物等において，水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮

した場合に影響を受ける可能性がある構造物の評価を行う。 

評価対象は，取水槽，取水管，取水口，屋外配管ダクト（タービン建物

～排気筒），ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎，燃料移送系配管ダクト，屋

外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物），ガスタービン発電機用軽

油タンク基礎，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，第１ベントフィルタ格

納槽，屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン

発電機），緊急時対策所用燃料地下タンク及び波及的影響防止のために耐

震評価を実施する土木構造物（輪谷貯水槽（西側）及び免震重要棟遮蔽壁）

とする。 

なお，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，屋外重要土木構造物には該

当せず，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類

されるとともに，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設

備が設置される重大事故等対処施設に分類される。 

また，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎，第１ベントフィルタ格納

槽及び屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン

発電機）は，屋外重要土木構造物には該当せず，常設耐震重要重大事故防

止設備及び常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設に分

類され，緊急時対策所用燃料地下タンクは，屋外重要土木構造物には該当

せず，常設重大事故緩和設備に分類される。 

第 4-2表に評価対象構造物の施設分類を示す。 

屋外重要土木構造物等を構造形式ごとに分類し，構造形式ごとに作用す

ると考えられる荷重を整理し，荷重が作用する構造部材の配置等から水平

２方向及び鉛直方向地震力による影響を受ける可能性のある構造形式を

抽出する。 

抽出された構造形式については，従来設計手法での評価対象断面（弱軸

方向）の地震応答解析に基づく構造部材の照査において，評価対象断面（弱

軸方向）に直交する断面（強軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の

発生応力等を評価し適切に組み合わせることで，水平２方向及び鉛直方向

地震力による構造部材の発生応力を算出し，構造物が有する耐震性への影

響を確認する。 

構造物が有する耐震性への影響が確認された場合は詳細な手法を用い

た検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 
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第 4-2表 屋外重要土木構造物等の施設分類 

 
 

 4.3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

屋外重要土木構造物等において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せの影響を受ける可能性があり，水平１方向及び鉛直方向の従来評価に加

え，更なる設計上の配慮が必要な構造物について，構造形式及び作用荷重

の観点から影響評価の対象とする構造物を抽出し，構造物が有する耐震性

への影響を評価する。影響評価のフローを第 4－6図に示す。 

 

   (1) 影響評価対象構造物の抽出 

    ① 構造形式の分類 

評価対象構造物について，各構造物の構造上の特徴や従来設計手法の考

え方を踏まえ，構造形式ごとに大別する。 

 

    ② 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を抽出する。 

 

    ③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出 

②で整理した荷重に対して，構造形式ごとにどのように作用するかを整

理し，耐震性に与える影響程度を検討した上で，水平２方向及び鉛直方向

地震力の影響が想定される構造形式を抽出する。 
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    ④ 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答特性が想定さ

れる箇所の抽出 

③で抽出されなかった構造形式について，従来設計手法における評価対

象断面以外の箇所で，水平２方向及び鉛直方向地震力の影響により３次元

的な応答が想定される箇所を抽出する。 

 

    ⑤ 従来設計手法の妥当性の確認 

④で抽出された箇所が，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し

て，従来設計手法における評価対象断面の耐震評価で満足できるか検討を

行う。 

 

   (2) 影響評価手法 

⑥ 水平２方向及び鉛直方向地震力の影響評価 

評価対象として抽出された構造物について，従来設計手法での評価対象

断面（弱軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の照査において，評価

対象断面（弱軸方向）に直交する断面（強軸方向）の地震応答解析に基づ

く構造部材の発生応力等を適切に組み合わせることで，水平２方向及び鉛

直方向地震力による構造部材の発生応力を算出するとともに構造部材の設

計上の許容値に対する評価を実施し，構造部材が有する耐震性への影響を

確認する。 

評価手法については，評価対象構造物の構造形式を考慮して選定する。 

 

    ⑦ 機器・配管系への影響検討 

評価対象として抽出された構造物が，耐震重要施設，常設耐震重要重大

事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設

の機器・配管系の間接支持構造物である場合，水平２方向及び鉛直方向地

震力の組合せによる応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認さ

れた場合，機器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，④及び⑤の精査にて，屋外重要土木構造物等の影響の観点から抽

出されなかった部位であっても，地震応答解析結果から機器・配管系への

影響の可能性が想定される部位については検討対象として抽出する。 
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第 4－6図 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる 

影響評価のフロー 

 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

間接支持構造物の場合 

ＮＯ 

②従来設計手法における評価対象断面 
に対して直交する荷重の整理 

④従来設計手法における評価対象断面 
以外の３次元的な応答特性が 

想定される箇所の抽出 

 

①構造形式の分類 

（構造上の特徴や従来設計手法の考え方を 

踏まえた類型化） 

従来の設計手法で水平２方 
向及び鉛直方向の地震力は 

対応可能 

従来の設計手法に加えて 
更なる設計上の配慮が 

必要な構造物 

⑦機器・ 
配管系へ 
の影響検討 

 

評価対象部位 

  

⑤従来設計手法の妥当性の確認 
（従来設計手法における耐震評価で 

包絡できない箇所か） 

③荷重の組合せによる応答特性が 
想定される構造形式か 

⑥水平２方向及び鉛直方向地震力の影
響評価（水平２方向及び鉛直方向地震
力に対し，耐震性を有していることへ

の影響があるか） 

4条－別添5－17
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4.4 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

  4.4.1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

   津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備は，「建物・構築物」，「機器・

配管系」又は「屋外重要土木構造物等」に区分し設計をしていることから，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価は，施設，設備の区分に

応じて「4.1 建物・構築物」，「4.2 機器・配管系」又は「4.3 屋外重要土

木構造物等」の方針に基づいて実施する。 

 

 

 

4条－別添5－18
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別添－８  

 

 

 

 

島根原子力発電所２号炉 

 

 

地震応答解析に用いる地質断面図の

作成例及び地盤の速度構造 

（耐震）  
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4条－別添 8－1 

1. 地質断面図 

地震応答解析に用いる地質断面図は，評価対象地点近傍のボ－リング調査等の

結果に基づき，岩盤，堆積物及び埋戻土の分布を設定し作成する。第 1－1図に

敷地内で実施したボ－リング調査位置図を示す。 

代表例として，地質断面図を第 1－2図及び第 1－3図に示す。 
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4条－別添 8－2 
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4条－別添 8－3 
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4条－別添 8－4 
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4条－別添 8－5 

2. 地盤の速度構造 

2.1 入力地震動策定に用いる地下構造モデル 

解放基盤表面は，Ｓ波速度が0.7km/s以上となっている標高-10mとしている。 

建物・構築物の地震応答解析における入力地震動は，解放基盤表面で定義され

る基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄを基に，対象建物・構築物の地盤

条件を適切に考慮したうえで，２次元ＦＥＭ解析又は１次元波動論により，地

震応答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を設定する。 

入力地震動策定に用いる地下構造モデルに適用する地盤物性値を第 2－1表

に示す。 

なお，本モデルに適用する地盤物性の詳細については，「添付書類六 3. 地

盤」に示す。 

  

第 2－1 表 入力地震動策定に用いる地下構造モデルに適用する地盤物性値 

速度層 Ｐ波速度 

（km/s） 

Ｓ波速度 

（km/s） 

単位体積重量 

（kN/m3） 

ポアソン比 

□1 層 0.80 0.25 20.6 0.446 

□2 層 2.10 0.90 23.0 0.388 

□3 層 3.60 1.60 24.5 0.377 

□4 層 4.00 1.95 24.5 0.344 

□5 層 4.05 2.00 26.0 0.339 

□6 層 4.95 2.35 27.9 0.355 
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別紙－2 

 

 

 

 

島根原子力発電所２号炉 

 

 

建物の地震応答解析モデルについて 

（建物基礎底面の付着力及び３次元ＦＥＭ 

モデルの採用）  

（耐震） 
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4条－別紙 2－1 

1. はじめに 

島根原子力発電所の建設時の工事計画認可申請書（以下「既工認」という。）で

は，原子炉建物等の地震応答解析における基礎浮上り評価について，線形地震応

答解析又は浮上り非線形地震応答解析を実施している。 

今回の工事計画認可申請（以下「今回工認」という。）では，入力地震動の増大

に伴い，基準地震動Ｓｓによる検討においては，一部解析結果で浮上り非線形地

震応答解析を適用できる接地率に満たない可能性が高いことから，個別に解析の

妥当性を確認した上で採用する解析手法を選定する予定である。 

本資料は，低接地率となる見込みの解析結果について個別に解析の妥当性を確

認し，採用する地震応答解析モデル（基礎浮上り評価法）について説明するもの

である。 
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4条－別紙 2－2 

2. 検討方針及び妥当性確認 

基礎浮上り評価法に関する既往の知見を整理し，低接地率となる見込みの解析

結果について個別に解析の妥当性を確認する。これらを踏まえて採用する地震応

答解析モデルについて検討を行う。 

 
 2.1 基礎浮上り評価法に関する既往の知見 

島根原子力発電所２号炉（以下「島根２号炉」という。）の地震応答解析に当

たっては，建物形状に応じ，建物と地盤の相互作用を考慮することとしている。

「原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１(以下「ＪＥＡＧ４６０１」

という。)－1987」においては，建物と地盤の相互作用の影響を適切に考慮でき

るモデルとしてＳＲモデルや離散系モデル（ＦＥＭモデルを含む）が列挙され

ている。また，「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」においては，接地率に応じ

た地震応答解析手法の適用性が示されており，接地率ηＮＬ＜65％の場合は別途

検討となっている（第 2－1図参照）。 

 

 

第 2－1 図 基礎浮上り評価フロー 

（「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」より抜粋） 

 

 

参考として，接地率ηＮＬ＜65％となる場合の別途検討の手法として，「原子力

発電所耐震設計技術規程ＪＥＡＣ４６０１－2008（以下「ＪＥＡＣ４６０１－

2008」という。）」では，誘発上下動を考慮したＳＲモデルや，特別な検討とし

てジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルが提案されている（第 2－2図参

照）。 
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4条－別紙 2－3 

 

第 2－2 図 基礎浮上り評価フロー 

（「ＪＥＡＣ４６０１－2008」より抜粋） 
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4条－別紙 2－4 

 2.2 低接地率となる地震応答解析結果の妥当性確認について 

(1)  基礎浮上り評価方針 

島根２号炉の建物・構築物は「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に示され

る浮上り非線形地震応答解析により基準地震動Ｓｓに対して接地率を算定する

ことを基本とする。接地率η＜65％となる場合の別途検討は，「ＪＥＡＣ４６０

１－2008」の評価フローを参考とした。 

上記を踏まえた島根２号炉における各建物(重要ＳＡ施設及び波及的影響に

係る施設を含む)の地震応答解析モデル(基礎浮上り評価法)の選定フローを第 2

－3図に示す。 

  

34



4条－別紙 2－5 
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4条－別紙 2－6 

(2) 採用する地震応答解析モデルの選定 

制御室建物，廃棄物処理建物等は誘発上下動を考慮できる浮上り非線形解析

において，接地率η＜50％となる見込みであることから，第 2－3 図に示す「特

別な検討に相当する検討」として，建物の基礎底面の付着力を考慮した地震応

答解析等を行い，その適用性を確認した上で，採用する地震応答解析モデルを

選定する。 

建物の基礎底面と地盤間の付着力は，島根原子力発電所における付着力試験

の結果に基づき 0.40N/mm2とした。（添付資料－1参照） 

なお，本資料では制御室建物及び廃棄物処理建物の検討結果を示すこととし，

これら以外の建物において付着力を考慮する場合に採用する基礎浮上り評価法

の適用性については，詳細設計段階にて説明する。 

(3) 建物基礎底面の付着力有無による建物応答への影響検討 

建物基礎底面の付着力は，地震応答解析における解析精度の確保（接地率の

改善）を目的として設定したものであり，建物基礎底面の付着力の考慮の有無

による建物応答への影響を把握するため，第 2－3図において，付着力を考慮し

ない地震応答解析モデルを採用する建物のうち，建物の重要度，内包する施設

の重要度及び接地率を踏まえ，原子炉建物を代表として，付着力を考慮してい

ないモデルと付着力を考慮したモデルを用いた地震応答解析を行った。その結

果，付着力により接地率は改善され，両モデルとも同等の応答値を示した。こ

のことから付着力の考慮の有無による建物応答への影響は軽微であることを確

認している。（参考資料－1参照） 

以上より，建物基礎底面の付着力は，地震応答解析における解析精度の確保

（接地率の改善）を目的として設定したものであることを踏まえて，付着力を

考慮することなく地震応答解析の解析精度が確保される建物の設計用地震力等

については，付着力による影響を考慮しない方針とする。 
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4条－別紙 2－7 

  2.2.1 廃棄物処理建物に関する検討 

   (1) 検討概要 

廃棄物処理建物は建物が比較的小規模で，基準地震動Ｓｓに対する接地率

が小さい（接地率η＜50％）ため，接地率η＜65％となる場合の別途検討手

法として先行プラントの既工認で適用実績のあるジョイント要素（付着力考

慮）を用いた３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析を行い，接地率が適用

範囲内（η≧35％）であることを確認する。 

 

   (2) 検討結果 

廃棄物処理建物について，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルに

よる地震応答解析を行った結果を添付資料－2に示す。 

検討の結果，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルによる接地率（最

小値）は 98.8％(Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向)，93.9％(Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向)であり，

解析の適用性を確認した。 

 

   (3) 採用する基礎浮上り評価法 

廃棄物処理建物はジョイント要素（付着力考慮）を用いた３次元ＦＥＭモ

デルの適用範囲を確認した上で，地震応答解析に際しては，ジョイント要素

を用いた３次元ＦＥＭモデルを採用することとする。 

なお，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルは，先行審査（高浜３，

４号炉中間建屋）の地震応答解析で適用実績がある。 

ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルを第 2－4図に示す。 

 

 

第 2－4 図 ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデル  

 

建物 

（質点系） 

地盤 

（3 次元 FEM） 

2E 

自由地盤 
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4条－別紙 2－8 

  2.2.2 制御室建物に関する検討 

(1) 検討概要

制御室建物は建物が小規模であることから，基準地震動Ｓｓに対する接地

率が小さい（接地率η＜50％）ため，建物基礎の接地状況を踏まえた検討を

行う。 

制御室建物について「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に示される浮上

り線形地震応答解析を実施し，基礎浮上りが発生しないために必要な付着力

の算定を行う。 

検討の結果，基礎浮上りが発生しないために必要な付着力が，島根原子力

発電所における付着力試験の結果に基づき設定した値を超えないことを確認

する。 

(2) 検討結果

制御室建物について「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に示される浮上

り線形地震応答解析を実施し，基礎浮上りが発生しないために必要な付着力

の算定を行った結果を添付資料－3に示す。 

検討の結果，基礎浮上りが発生しないために必要な付着力（最大値）は 0.32 

N/mm2(Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向)であることから，島根原子力発電所における付着

力試験の結果に基づき設定した値（0.40N/mm2）を超えないことを確認した。 

(3) 採用する基礎浮上り評価法

制御室建物は基礎浮上りが発生しないことを確認した上で，地震応答解析

に際しては，浮上り線形地震応答解析を採用することとする。 

なお，建物基礎底面の付着力の考慮は，先行審査（高浜３，４号炉中間建

屋，川内１，２号炉ディーゼル建屋，主蒸気管室建屋）の地震応答解析で適

用実績がある。 

第 2－5 図 地盤の回転ばねのモーメント－回転角関係 

モ
ー
メ

基準化回転角

Ｍ０:浮上り限界モーメント 
θ０:浮上り限界回転角 
Ｋθ:地盤の回転ばね 

基
準
化
モ
ー
メ
ン
ト
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4条－別紙 2－9 

3. まとめ 

基礎浮上り評価法に関する既往の知見を整理し，低接地率となる見込みの解析

結果について個別に解析モデルの適用性を確認し，今回工認で採用する地震応答

解析モデルについて検討を行った。 

検討の結果，島根２号炉の今回工認で採用する建物・構築物の地震応答解析モ

デルは，第 3－1表の通りとする予定である。 

 

第 3－1 表 採用する地震応答解析モデル（基礎浮上り評価法） 

建 物 
採用する地震応答解析モデル 

（基礎浮上り評価法） 
備 考 

廃棄物処理建物 ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭ

モデル 

個別に解析の妥当性確認 

を実施 

（添付資料－2参照） 

制御室建物 ＳＲモデル（浮上り線形地震応答解析） 個別に解析の妥当性確認 

を実施 

（添付資料－3参照） 

１号炉原子炉建物 ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭ

モデル 

個別に解析の妥当性確認 

を実施 

（詳細設計段階にて説明 

する） 

１号炉廃棄物処理

建物 

ＳＲモデル（浮上り線形地震応答解析） 個別に解析の妥当性確認 

を実施 

（詳細設計段階にて説明 

する） 

注１：原子炉建物及びタービン建物は浮上り非線形解析を採用し，接地率η≧65％の見込み。

ただし，材料物性等の不確かさを考慮した地震応答解析の結果，接地率η＜65％とな

る場合，先行審査を含めた既工認で適用実績のある手法による解析を採用する。 

注２：上記以外の波及的影響に係る施設及び新設のＳＡ施設の地震応答解析に当たっては，

接地率η及び接地圧の値に応じて，浮上り線形地震応答解析，浮上り非線形地震応答

解析，誘発上下動を考慮したＳＲモデル又はジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモ

デル等の先行審査を含めた既工認で適用実績のある手法による解析を採用する。 
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添付資料－１ 

 

建物基礎底面の付着力に関する検討 

 

1. 概要 

本資料は，建物・構築物の地震応答解析モデルの基礎底面に設定した付着力

に関して，その設定の妥当性について説明する。 

 

2. 検討方針 

地震応答解析に考慮する付着力について，既往の知見及び島根原子力発電所

で実施した付着力試験の結果を踏まえて設定する。 

 

3. ＪＮＥＳ報告書による付着力に関する研究 

建物基礎と地盤間の付着力に関しては系統だった研究はあまり行われておら

ず，知見も限られる状況の中，「（独）原子力安全基盤機構の報告書(1)」（以下

「ＪＮＥＳ報告書」という。）では付着力について試験及び解析的検討が実施

され，次の知見が得られたとされている。 

・直接引張による付着力試験結果を用いたシミュレーション解析により，面

的な広がりをもつ試験体の基礎浮上り挙動をよく再現できた。 

・基礎浮上り評価においては，実際の発電所サイトの岩盤やレベルコンクリ

ートの状況から付着力を推定する，あるいは試験等で付着力を確認するこ

とによって，基礎浮上りの評価に付着力を考慮することが可能と考えられ

る。 

これらの知見の島根原子力発電所への適用性の確認と，「ＪＮＥＳ報告書」

の試験方法を参考とした試験計画の策定を目的として，「ＪＮＥＳ報告書」の

研究内容を確認した。 

以下に「ＪＮＥＳ報告書」の概要を示す。 
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3.1 研究概要 

既往の原子炉施設は，第 3－1 図に示すように岩盤に直接支持されており，

表層土を掘削した後，岩盤上に直接コンクリートを打設するのが一般的であ

る。この場合コンクリートと岩盤の境界面には付着力が生じていると予想さ

れ，地震時の基礎浮上り挙動に影響を与えると考えられる。しかし，付着力

に関しては系統だった研究は少なく，知見が十分ではないことから，建物基

礎－岩盤間の付着力把握試験及び解析を実施し，実際の原子炉施設において

付着力が基礎浮上り性状に与える影響を検討するための基礎データを取得す

ることを目的として，本検討が実施された。 

第 3－1図に示すように岩盤と基礎との間にはレベルコンクリートが打設さ

れるため，接合面としては，岩盤とレベルコンクリート間（第 3－1図の①），

及びレベルコンクリートと基礎コンクリート間（第 3－1図の②）が存在する。

本検討では，①を模擬した 10cm×10cmの接合面での付着力を検討する要素試

験体による直接引張試験及び曲げ引張試験と，①，②を模擬した150cm×150 cm

の接合面で付着力を検討する中規模試験体による静的引き上げ実験及び３次

元ＦＥＭ解析を用いた解析的検討が行われた。 

検討の結果，３次元ＦＥＭ解析に設定する付着力の材料特性値としては，

要素試験体による直接引張試験結果が適切と考えられるとしている。 

 

      

 

  

  
建物 

基礎 

コンクリート 

表層 
② 

① 

 
岩盤 

レベルコンクリート 

岩盤 

第 3－1 図 原子炉施設の建物基礎と岩盤 

 

42



4条－別紙 2－添 1－3 

3.2 要素試験 

3.2.1 実験因子と水準 

要素試験の実験因子と水準を第 3－1 表に示す。岩盤種類は硬岩として

花崗岩，軟岩として凝灰岩，硬岩と軟岩の中間的な一軸圧縮強度レベルと

して砂岩としている。岩盤の表面は自然破断面としている。レベルコンク

リートの強度は，代表的なレベルコンクリート（推定強度 180kg/cm2）と

同程度と考えられる呼び強度 15N/mm2としている。 

 

第 3－1 表 実験因子と水準 

実験因子 水準 

岩盤の種類 ①花崗岩（圧縮強度 150N/mm2程度） 

②砂 岩（圧縮強度 100N/mm2程度） 

③凝灰岩（圧縮強度 20N/mm2程度） 

岩盤の表面粗さ 平滑面（自然破断面：凹凸 10～20mm程度） 

コンクリート強度 呼び強度 15N/mm2 

 

3.2.2 試験方法 

(1) 岩盤の物性 

岩盤の物性は，一軸圧縮強度（ＪＧＳ２５２１－2000），圧裂引張強度

（ＪＧＳ２５５１－2000），及び超音波伝播速度（ＪＧＳ２１１０－1998）

を測定している。 

 

(2) コンクリートの物性 

コンクリートの物性は，材齢 28日及び直接引張試験材齢における圧縮強

度と割裂引張強度を測定している。 

 

(3) 直接引張試験 

試験体寸法は 60cm×10cm×20cm とした。高さ 10cm の岩盤の上部にコン

クリートを厚さ 10cmで打設し，湿布養生を行ったとしている。 

試験体は１種類の岩盤に対して６体作製し，１試験体について２箇所実

施している。試験体にはあらかじめ下部の岩盤に達するまでの切れ込みを

コンクリートカッターで入れたとしている。加力箇所上面には 10cm×10cm

の鋼製治具をエポキシ樹脂で接着したとしている。加力は第 3－2 図に示す

方法で行い，岩盤とコンクリートの界面が剥離破壊するまでの荷重を測定

している。直接引張試験による付着力Ｆtは，下式より算定している。 
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ここで，Ｆt  ：付着力（N/mm2） 

Ｐ   ：最大荷重（N） 

Ａ   ：破断面積（mm2） 

 

 

第 3－2 図 直接引張試験方法 

Ｆt＝ 
Ｐ 

Ａ 
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(4) 曲げ試験 

試験体寸法は長さ 40cm×幅 10cm×高さ 10cmとしている。長さ 20cmの岩

盤を縦に設置し，その上部にレベルコンクリートを厚さ 20cmで打設して湿

布養生を行ったとしている。加力は第 3－3図に示す方法で行い，界面が剥

離破壊するまでの荷重を測定している。曲げ試験による付着力Ｆbは，下式

より算定している。 

 

 

 

ここで， Ｆｂ ：付着力（N/mm2） 

Ｐ   ：最大荷重（N） 

Ｌ   ：支点間距離（300mm） 

Ｂ   ：破断面幅（mm） 

Ｈ   ：破断面高さ（mm） 

 

 

第 3－3 図 曲げ引張試験方法 

Ｆb＝ ＰＬ 

ＢＨ2  
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3.2.3 実験結果 

(1) 岩盤の物性 

岩盤の超音波伝播速度測定結果及び圧縮強度と圧裂引張強度試験結果を

第 3－4図に示す。 

 

 

（a）超音波伝播速度        （b）強度試験 

第 3－4 図 岩盤の試験結果 

 

(2) コンクリートの物性 

レベルコンクリートの圧縮強度は，材齢 28日では平均 21.9N/mm2，直接

引張試験と曲げ試験を実施した材齢 30日では平均 24.7N/mm2であったとし

ている。また，割裂引張強度は材齢 28日では平均 2.25N/mm2，材齢 30日で

は平均 2.38N/mm2であり，圧縮強度の約 1/10であったとしている。 
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(3) 直接引張試験 

第 3－5図に直接引張試験結果を示す。界面で破壊しなかった結果は点線

で示している。付着力の平均値は，砂岩（1.73N/mm2）＞花崗岩（1.22N/mm2）

＞凝灰岩（0.35N/mm2）となった。岩盤の圧裂引張強度は，砂岩（6.7N/mm2）

＞花崗岩（5.5N/mm2）＞凝灰岩（0.9N/mm2）の順となっており，付着力は岩

盤の圧裂引張強度の順と同じ傾向となったとしている。 

 

第 3－5 図 直接引張試験による付着力 
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(4) 曲げ試験 

第 3－6図に曲げ試験結果を示す。付着力の平均値は，砂岩（1.98N/mm2）

＞花崗岩（1.86N/mm2）＞凝灰岩（1.04N/mm2）となったとしている。付着力

は岩盤の圧裂引張強度の順と同じ傾向にあり，これは直接引張試験の場合

と同様であるとしている。 

 

直接引張試験による付着力に対する曲げ試験による付着力の比は，花崗

岩では 1.5，砂岩では 1.15，凝灰岩では 3.0となったとしている。コンク

リートでは一般的に曲げ強度は引張強度の 1.2倍～３倍程度とされており，

今回の試験結果は概ね同じ程度であったとしている。 

 

 

第 3－6 図 曲げ試験による付着力 

48



4条－別紙 2－添 1－9 

3.3 中規模試験 

3.3.1 実験因子と水準 

中規模試験シリーズの実験変数を第 3－2表に示す。岩盤とレベルコン

クリート間を対象としたＲＣシリーズでは，岩盤を花崗岩とし，その表面

は粗面と平滑面の２種類の自然破砕面としている。粗面及び平滑面の最大

凹凸差は，それぞれ，80mm程度と 20mm程度としている。また，レベルコ

ンクリートと基礎コンクリート間を対象としたＣＢシリーズでは，実施工

の状況を考慮し，レベルコンクリートの表面を木ごて仕上げとし，レイタ

ンスの除去等の処理を施さない状態で接合面に基礎コンクリートを打設

したとしている。試験体は各試験シリーズにつき３体としている。岩盤は

「3.2 要素試験」と同一種類の花崗岩を使用している。 

 

第 3－2 表 中規模試験体シリーズ 

試験 

シリーズ 
下層材 上層材 下層材表面 

ＲＣ－Ｎ 
花崗岩 

（圧縮強度 150N/mm2程度） 

レベルコンクリート 

（呼び強度 15N/mm2） 

粗面 

（凹凸 80mm程度） 

ＲＣ－Ｆ 
花崗岩 

（圧縮強度 150N/mm2程度） 

レベルコンクリート 

（呼び強度 15N/mm2） 

平滑面 

（凹凸 20mm程度） 

ＣＢ 
レベルコンクリート 

（呼び強度 15N/mm2） 

基礎コンクリート 

（呼び強度 30N/mm2） 
木ごて仕上げ 

 

3.3.2 試験方法 

ＲＣシリーズの形状・寸法を第 3－7図に示す。接合面の寸法は，1.5m

×1.5mであり，接合面は，岩盤下面から 400mm～480mm程度の高さに位置

している。ＣＢシリーズ試験体では，下層材と上層材の厚さを 400mmとし，

他の形状寸法はＲＣシリーズと同一としている。 

第 3－8図に加力方法を示す。下層材の３辺をＰＣ鋼棒により反力床に

固定し，基礎浮上がり時における付着力の応力勾配を模擬するため，上層

材の偏心位置に引張力を載荷したとしている。 
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第 3－7 図 試験体形状・寸法（ＲＣシリーズ） 

 

 

第 3－8 図 加力方法 
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3.3.3 実験結果 

各試験シリーズのコンクリートの強度試験結果を第 3－3表に示す。 

 

第 3－3 表 コンクリートの強度試験結果 

試験 

シリーズ 
部位 

圧縮強度 

（N/mm2） 

引張強度 

（N/mm2） 

ヤング係数 

（N/mm2） 

ＲＣ－Ｎ レベルコンクリート 19.5 1.96 2.26×104 

ＲＣ－Ｆ レベルコンクリート 20.7 1.89 2.28×104 

ＣＢ 
レベルコンクリート 20.5 2.19 2.27×104 

基礎コンクリート 33.6 2.68 2.84×104 

 

実験結果の一覧を第 3－4表に示す。最大荷重は上層材と加力治具の重

量を差し引いた値としている。また，付着力は，偏心引き上げ荷重に対し

て接合面の付着応力分布を線形と仮定して力のつり合いより評価した値

であるとしている（第 3－9図）。こうした評価方法による付着力は，花

崗岩とレベルコンクリート間で花崗岩表面の粗度によらず，0.5N/mm2程度

となり，また，レベルコンクリートと基礎コンクリート間で 0.6N/mm2程度

となったとしている。 

 

第 3－4 表 実験結果 

試験体 
最大荷重 

（kN） 

付着力 

（N/mm2） 

平均付着力 

（N/mm2） 

ＲＣ－Ｎ１ 360.9 0.45 

0.53 ＲＣ－Ｎ２ 462.9 0.58 

ＲＣ－Ｎ３ 447.1 0.56 

ＲＣ－Ｆ１ 437.0 0.54 

0.54 ＲＣ－Ｆ２ 442.8 0.55 

ＲＣ－Ｆ３ 415.5 0.52 

ＣＢ－Ｗ１ 550.8 0.69 

0.63 ＣＢ－Ｗ２ 404.3 0.50 

ＣＢ－Ｗ３ 572.3 0.71 
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第 3－9 図 中規模試験による付着力評価方法 
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3.4 中規模試験体を対象とした３次元ＦＥＭ解析 

3.4.1  解析概要 

花崗岩とレベルコンクリートの付着力は，直接引張試験では平均値が

1.2N/mm2程度であり，偏心引き上げ荷重に対して付着応力に線形分布を仮

定した場合の中規模試験結果は 0.5N/mm2程度となったとしている。両者に

よる付着力の評価結果の差を検討するため，ＲＣシリーズ試験体を対象に，

接合面の付着特性をジョイント要素でモデル化した３次元ＦＥＭ解析を

実施している。 

第 3－10図に解析モデルを示す。対称性を考慮し，試験体の半分を解析

モデルとしている。 

花崗岩とレベルコンクリートはソリッド要素，両者の界面はジョイント

要素でモデル化したとしている。花崗岩とレベルコンクリートは弾性体と

し，弾性定数は第 3－5表に示す材料試験結果を用いたとしている。また，

ジョイント要素は，第 3－11図に示すように相対変位が 0.002mmまでは付

着力を保持するものとし，この付着力は直接引張試験結果を参考に１N/mm2

としたとしている。 

 
第 3－10 図 解析モデル（「ＪＮＥＳ報告書」記載図に一部加筆） 

 

第 3－5 表 弾性定数 

材料 ヤング係数（N/mm2） ポアソン比 

レベルコンクリート 2.3×104 0.18 

花崗岩 4.45×104 0.24 

 

 

Ｄ面 
Ａ面 

対称面 
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第 3－11 図 ジョイント要素の特性 

 

3.4.2  解析結果 

解析の結果，引き上げ荷重が 448kNで接合面前面に剥離が生じ，最大荷

重に達したとしている。ＲＣシリーズ試験体の最大荷重は 361kN～463kN

（第 3－4 表）であり，最大荷重の解析結果は中規模試験結果と概ね良好

に対応したとしている。 

最大荷重時のジョイント要素の，対称面（x=0m）とＤ面（X=0.75m），

及び加力治具近傍の X=0.25mでの垂直応力分布を第 3－12図に示す。 

レベルコンクリート側面（Ｄ面）におけるジョイント要素の垂直応力分

布はほぼ線形と見なせるものの，中心軸近傍では，加力点側の端面（Ａ面）

に大きな垂直応力が生じる非線形分布を呈している。 

中規模試験と直接引張試験による付着力の評価結果の差は，接合面の付

着応力分布の評価方法に起因していると考えられ，付着力の材料特性値と

しては，直接引張試験による値がより適切と考えられるとしている。 

 

 

 

第 3－12 図 ジョイント要素の垂直応力分布（断面） 
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3.5  まとめ 

「ＪＮＥＳ報告書」の知見の島根原子力発電所への適用性の確認と，「ＪＮ

ＥＳ報告書」の試験方法を参考とした４章の試験計画の策定を目的として，

「ＪＮＥＳ報告書」の研究内容を確認した。 

確認の結果，「ＪＮＥＳ報告書」で対象としている岩盤は実機と同程度の

硬岩であり，レベルコンクリートは一般的な強度のものを用いていることか

ら，その知見は島根原子力発電所において適用することが可能と考えられる。 

また，４章の試験計画の策定にあたっては，「ＪＮＥＳ報告書」の知見を

踏まえた考察を行った。 

「ＪＮＥＳ報告書」では以下の知見が得られたとされている。 

・面的な広がりをもつ中規模試験体の試験及びそのシミュレーション解析

結果から，基礎浮上り挙動時の建物－地盤間の接合面の付着応力分布は，

基礎浮上りが生じている側の端面に大きな垂直応力が生じる非線形分布

となる。 

・付着力として設定する値として，接合面を 100mm×100mmとした直接引張

による付着力試験結果を用いることで基礎浮上り挙動をよく再現できた。 

これに対し，以下の考察を行い，４章の試験計画を策定した。 

・実際の建物・構築物は面的な広がりをもつことから，基礎浮上り挙動時

の建物－地盤間の接合面の付着応力分布は，中規模試験体と同様に，基

礎浮上りが生じている側の端面に大きな垂直応力が生じる非線形分布と

なると考えられる。 

・基礎浮上り挙動の接合面の応力状態は，各要素レベルでは上向きの引張

応力に対し付着力が抵抗する状態となることから，解析においては，接

合面の各要素レベルに設定する付着力の値は単純引張の応力状態での試

験結果に基づく必要があると考えられる。 

・単純引張の応力状態を試験体で再現するにあたっては，試験体のスケー

ルが大きいとせん断や曲げが生じやすく，また，スケールが小さいと粗

骨材等の影響を受け試験結果が安定しないことから，試験体形状を適切

に設定しなければならないと考えられる。「ＪＮＥＳ報告書」の直接引

張試験の結果は，中規模試験体の基礎浮上り挙動をよく再現できている

ことから，直接引張試験体の接合面（100mm×100mm程度）は単純引張の

応力状態を測定するにあたり，適切なスケールであると考えられる。 
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4.  付着力試験 

「ＪＮＥＳ報告書」の結果を踏まえて，実際の建物・構築物の建物－地盤間

に設定する付着力として，直接引張試験結果を用いることとする。よって，島

根原子力発電所の地震応答解析モデルに設定する付着力の値を求めるため，発

電所サイトの岩を用いた付着力試験を実施した。付着力試験方法の策定にあた

っては，強度試験の項目・試験内容及び接合面の形状（スケール）について，

「ＪＮＥＳ報告書」を参考とした。付着力試験方法の策定概要を第 4－1図に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4－1 図 付着力試験方法の策定概要 

 

4.1  試験概要 

建物の建設にあたっては，施工精度確保の観点から岩盤上にコンクリート

（レベルコンクリート）を打設し基礎底面を平坦にした後，基礎コンクリー

トの打設を行っている。 

そこで，建物基礎底面と地盤（岩盤）間に生じる付着力を把握するため，

岩盤－レベルコンクリート間，及びレベルコンクリート－基礎コンクリート

間を模擬した試験体を用いて付着力試験を行った。なお，岩盤－レベルコン

クリート間の付着力試験は，敷地の岩盤状況の影響を考慮するため敷地内の

岩盤上で実施する。 

地震応答解析に用いる付着力はこれらの試験結果に基づき設定する。 

 

4.2  岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験 

4.2.1  使用材料の概要 

(1)  岩盤の種類 

島根原子力発電所の耐震上重要な建物が設置されている岩盤（以下「建

物直下地盤」という。）と同種の岩を用いることとし，付着力試験に用い

た岩盤の種類を第 4－1表に示す。いずれも岩盤の表面は自然面とした。 

試験材料の選定 ･･･ 実際の発電所サイトの岩を使用 

＜付着力試験のフロー＞ 

材料強度試験 

試験体の製作 

試験実施 ･･･ 直接引張試験を実施 

･･･ 接合面の形状をφ100mmと設定 

･･･ ＪＥＮＳ報告書と同種の試験を

実施 
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敷地の地質水平断面図を第 4－2 図に，地質鉛直断面図を第 4－3 図に示

す。 

建物直下地盤は主に黒色頁岩，凝灰岩及びこれらの互層から構成されて

いる。 

 

第 4－1 表 岩盤の種類 

No. 岩盤種類 岩盤表面の状態 試験(付着力試験種別) 

① 黒色頁岩 自然面：比較的平滑 現地試験注 1 

② 凝灰岩 自然面：凹凸数 mm程度 現地試験注 1 

   注 1：敷地内の岩盤に直接コンクリートを打設 

 

 

第 4－2 図 地質水平断面図（２号炉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物処理建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ. 0.0m） 

制御室建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ.+0.1m） 

原子炉建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ.- 4.7m） 

注 2：一部凝灰岩を含む黒色頁岩主体層を 

頁岩と称している。 

注 2 

1号炉廃棄物処理建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ.+5.0m） 

1号炉原子炉建物（支持地盤レベル：Ｔ.Ｐ.+0.1m） 
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第 4－3(1)図 地質鉛直断面図（南北方向）（２号炉） 

 

第 4－3(2)図 地質鉛直断面図（東西方向）（２号炉） 

廃棄物処理建物 

制御室建物注２ 

制御室建物注１ 

廃棄物処理建物注１ 

注 2：制御室建物位置を投影 

注 1：制御室建物，廃棄物処理建物位置を投影 

 

注 3：一部凝灰岩を含む黒色頁岩 

主体層を頁岩と称している。 

注 3 

注３ 

注 3：一部凝灰岩を含む黒色頁岩 

主体層を頁岩と称している。 

１号炉廃棄物処理建物 

1号炉原子炉建物 
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(2) レベルコンクリートの強度

レベルコンクリートの強度は，18N/mm2とした。

4.2.2  岩盤及びレベルコンクリートの強度試験 

(1) 岩盤の強度試験

岩盤の強度試験として，地盤工学会の「地盤工学関係規格・基準(2)」に基

づき，圧縮強度，圧裂引張強度の測定を行った。 

(2) コンクリートの強度試験

コンクリートの強度試験として，付着力試験材齢における圧縮強度（Ｊ

ＩＳ Ａ１１０８）と割裂引張強度（ＪＩＳ Ａ１１１３）の測定を行っ

た。 

4.2.3  付着力試験 

試験は，建物直下地盤と同等な岩盤を対象に，敷地内の岩盤(黒色頁岩及び凝

灰岩)上にφ100mm，高さ約 100mm のコンクリートを直接打設した。試験位置を

第 4－4 図に，試験位置付近の地質断面図(水平，鉛直)を第 4－5 図に，試験体

の概要を第 4－6図に，岩盤の状況を第 4－7図に示す。第 4－5図は，敷地地盤

の傾斜から試験位置の地質を推定したものであり，第 4－7図のスケッチ図と比

較的整合していることが分かる。 

試験体は試験材齢前に型枠を脱型し，上部の引張治具をロードセルに接続し，

岩盤とコンクリート境界面が剥離破壊する際の最大荷重を測定した。 

付着力試験装置の概要を第 4－8図に示す。既工認実績における付着力試験法

方法との比較を補足資料－1に示す。 

付着力Ｆtは下式により算出した。 

ここで， Ｆt ：付着力（N/mm2） 

Ｐ ：最大荷重（N） 

Ａ ：断面積（mm2） 

標本数は，ＪＮＥＳ報告書と同様に１岩種あたり 12 個とし，全部で 24 個の

試験体を用いて付着力試験を実施した。なお，標本数の妥当性について，他の

原位置試験における標本数を確認すると，土木学会指針(3)に規定されている原位

置における岩盤試験の標本数は，３ないし４個以上注 1 とされており，地盤工学

会の「岩盤の原位置一軸引張り試験方法」注 2 においても３個以上とされている

ことから，これらと比べても十分な標本数といえる。 

Ｆt＝ Ｐ

Ａ 

注 1：土木学会指針に規定された試験の標本数（原位置岩盤の平板載荷試験：３個以上， 

原位置岩盤のせん断試験：４個以上，岩盤の孔内載荷試験：３点以上） 

注 2：令和元年６月末で公示終了 
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第 4－4 図 試験位置 

付着力試験実施位置 

原子炉建物 

廃棄物処理建物 

制御室建物 

１号炉原子炉建物 

１号炉廃棄物処理建物 
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第 4－5(1)図 試験位置付近の水平地質断面図(T.P.-10.2m) 

第 4－5(2)図 試験位置付近の鉛直地質断面図(A2－A2’断面) 

試験位置の想定地質(T.P.-10.2m) 

試験位置の想定地質(T.P.-10.2m) 

Ｎ 
A2 

T.P.（m）

A2’ 

A2 

-10.2

50.0 

100.0

0.0 0.0 

-50.0

試験位置(T.P.+6.5m) 

Ｓ 
A2’ 

T.P.（m）

100.0

50.0 

-50.0

6.5 

試験位置を投影(T.P.+6.5m) 

-10.2

6.5 

Ｎ 
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第 4－6 図 試験体の概要（直接引張試験） 

 
            

                                                   

第 4－7 図 岩盤の状況（直接引張試験） 

  

第 4－8 図 付着力試験装置の概要（直接引張試験） 

 

φ100mm 

引張治具 

コンクリート 

岩盤 

接合面 

約 100mm 

約 10m 

約
1
5
m
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4.2.4  試験結果 

(1)  岩盤の強度 

試験に用いた岩盤の圧縮強度及び圧裂引張強度の試験結果を第 4－2表に

示す。 

 

第 4－2 表 岩盤の物性試験結果注 1 

岩盤種類 
圧縮強度 

(N/mm2) 

圧裂引張強度 

(N/mm2) 

黒色頁岩 47.6 7.14 

凝灰岩 49.1 9.36 

注 1：試験体６本の平均値 

 

(2)  コンクリートの強度 

試験に用いたコンクリートの圧縮強度及び割裂引張強度を第4－3表に示

す。 

 

第 4－3 表 コンクリートの物性試験結果注 2 

材齢 

(日) 

圧縮強度 

(N/mm2) 

割裂引張強度 

(N/mm2) 

７ 26.5 2.52 

注 2：試験体６本の平均値 

 

(3)  付着力 

付着力試験の結果を第 4－4表，第 4-9図に示す。 

建物直下地盤は主に黒色頁岩と凝灰岩で構成されていることを踏まえ，

岩盤全体として評価した付着力の平均値は 0.98N/mm2（標準偏差：0.30N/mm2）

となった。 

なお，個々の岩盤における付着力の平均値は，黒色頁岩 0.81N/mm2（標準

偏差：0.26N/mm2），凝灰岩 1.15N/mm2（標準偏差：0.24N/mm2）であった。 

 

第 4－4 表 付着力試験の結果（岩盤－レベルコンクリート） 

試験体の種類 
平均値 

(N/mm2) 

岩盤－レベルコンクリート  

0.98 
 

黒色頁岩－レベルコンクリート 0.81 

凝灰岩－レベルコンクリート 1.15 
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岩盤－レベルコンクリート間における付着力試験実施後の破断面の状況

を，参考資料－2に示す。 

なお，凝灰岩－レベルコンクリート間の付着力は，ＪＮＥＳ報告書に比

べて大きな値となっている（島根：1.15N/mm2，ＪＮＥＳ報告書：0.35N/mm2）

が，ＪＮＥＳ報告書では，「直接引張試験による付着力は岩盤の圧裂引張

強度の順と同じ傾向となった。」と報告されていることを踏まえ，付着力

と圧裂引張強度に関係性があると判断し，両者の圧裂引張強度を比較する

と，島根がＪＮＥＳ報告書に比べて約 11倍大きな値（島根：9.36N/mm2，Ｊ

ＮＥＳ報告書：0.868N/mm2）となっていることから，この差は凝灰岩自体の

物性（圧裂引張強度）の違いによるものである。 

 

 

 

 

 
第 4－9 図 付着力試験の結果（岩盤－レベルコンクリート） 
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黒色頁岩 

 付着力範囲(N/mm2) 

 

度
 
数

 

【全体】 
 n=24 
 平 均 値：0.98 
 標準偏差：0.30 
 最 大 値：1.49 
 最 小 値：0.50 
【黒色頁岩】 
 n=12 
 平 均 値：0.81 
 標準偏差：0.26 
 最 大 値：1.31 
 最 小 値：0.50 
【凝灰岩】 
 n=12 
 平 均 値：1.15 
 標準偏差：0.24 
 最 大 値：1.49 
 最 小 値：0.74 

全体平均：0.98 

黒色頁岩平均：0.81 凝灰岩平均：1.15 
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4.3  レベルコンクリート－基礎コンクリート間の付着力試験 

4.3.1  レベルコンクリート及び基礎コンクリートの強度 

レベルコンクリートの強度は 18N/mm2とし，基礎コンクリートの強度は

21N/mm2とした。 

 

4.3.2  コンクリートの強度試験 

コンクリートの強度試験として，付着力試験材齢における圧縮強度（Ｊ

ＩＳ Ａ１１０８）と割裂引張強度（ＪＩＳ Ａ１１１３）の測定を行っ

た。 

 

4.3.3  付着力試験 

試験体は，高さ約 100mmに打設したレベルコンクリートを７日間養生し

た後に，高さ約 100mmの基礎コンクリートを打設し，φ100mm×高さ 200mm

の試験体を作製し，さらに７日間養生した後に試験を実施した。レベルコ

ンクリートの接合面の状態は木ごて押えとした。 

付着力は，岩盤－レベルコンクリート間の付着試験と同様に，コンクリ

ート相互の境界面が剥離破壊する際の最大荷重を測定し算出した。試験体

及び付着力試験方法の概要を第 4－10図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4－10 図 試験体及び付着力試験方法の概要（室内試験）  

引張治具 

引張治具 

試験体(基礎コンクリート) 

試験体(レベルコンクリート) 

φ100mm 

接合面 

約 100mm 

約 100mm 
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4.3.4  試験結果 

(1)  コンクリートの強度 

コンクリートの圧縮強度及び割裂引張強度の試験結果を第4－5表に示す。 

 

第 4－5 表 コンクリートの物性試験注 1 

種類 
材齢 

(日) 

圧縮強度 

(N/mm2) 

割裂引張強度 

(N/mm2) 

レベルコンクリート(Ｆｃ18) 14 33.3 3.04 

基礎コンクリート(Ｆｃ21) ７ 27.2 2.79 

注１ 試験体３本の平均値 

 

(2)  付着力 

付着力試験の結果を第 4－11図に示す。 

付着力の平均値は，1.61N/mm2（標準偏差：0.12N/mm2）であった。 

 

 

 

 第 4－11 図 付着力試験の結果  

（レベルコンクリート－基礎コンクリート） 
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付着力範囲（N/mm2） 

 n=12 

 平 均 値：1.61N/mm2 

 標準偏差：0.12N/mm2 

 最 小 値：1.42N/mm2 

 最 大 値：1.82N/mm2 

平均：1.61 
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5.  地震応答解析に用いる付着力の設定 

「岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験」及び「レベルコンクリート－

基礎コンクリート間の付着力試験」の結果並びに設定付着力を第 5－1表に示す。

「岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験」の付着力の方が小さいことから，

「岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験」の付着力試験結果より，地震応

答解析に用いる付着力を設定する。 

第 5－1表に示す通り，地震応答解析に用いる付着力は，２種の岩種のうち平

均値の小さい黒色頁岩の平均値 0.81N/mm2 に対して２倍の安全率を考慮し

0.40N/mm2を採用することとした。 

 

第 5－1 表 付着力試験の結果及び設定付着力 

試験 試験体の種類 
平均値 

(N/mm2) 

設定付着力 

(N/mm2) 

原位置 

試験注 1 

岩盤－レベルコンクリート  

0.98 

0.40 注 2  
黒色頁岩－レベルコンクリート 0.81 

凝灰岩－レベルコンクリート 1.15 

室内 

試験 
レベルコンクリート－基礎コンクリート  1.61 

注 1：直接引張試験 

注 2：各試験のうち，平均値の小さい黒色頁岩の平均値に対して２倍の安全率を考慮 

 

ここで，付着力として設定した 0.40N/mm2という値について，定量的な評価を

行い，その保守性を確認する。 

第 5－1 表に示す通り，「岩盤－レベルコンクリート」の付着力の平均値は

0.98N/mm2 となっている。また，岩種別の平均値では，黒色頁岩は 0.81N/mm2，

凝灰岩は 1.15N/mm2となっており，黒色頁岩は凝灰岩より付着力の平均値が小さ

くなっている。 

岩盤物性を用いる解析では一般に試験結果の平均値を用いるが，今回実施し

た付着力試験は試験方法が標準化されていない注 1ことから，物性値のばらつき，

原位置試験の不確実性を踏まえて，平均値をそのまま用いるのではなく，保守

性を考慮し，平均値に対して２倍の安全率を考慮した。 

また，建物直下地盤は主に黒色頁岩，凝灰岩及びこれらの互層から構成され

ているが，実際の建物直下地盤における黒色頁岩と凝灰岩の構成割合を定量的

に確認できないこと，建物毎でその構成割合が異なることを踏まえ，付着力の

設定には，岩盤全体の平均値ではなく，保守的に値の小さい黒色頁岩のみ建物

直下地盤を構成するものと見なして黒色頁岩の平均値 0.81N/mm2 に２倍の安全

率を考慮した 0.40N/mm2を採用した。なお，設定した付着力は，試験結果の最低

値 0.50N/mm2を下回る値となっている。 
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設定付着力に関する統計的な考察を参考資料－3 に示す。設定付着力

0.40N/mm2は，岩盤全体の平均値 0.98N/mm2 に対して－1.93σ，黒色頁岩の平均

値 0.81N/mm2に対して－1.58σに相当する。 

なお，設定した付着力は，既工認実績と比較しても試験結果に対して十分な

保守性を考慮した値である（補足資料－2参照）。 

 

以上より，地震応答解析に用いる付着力 0.40N/mm2は十分に保守的な値である。 

 

注 1：地盤工学会において，「岩盤の原位置一軸引張り試験方法」（令和元年６月末公示終了）

が定められ，その適用範囲に「岩盤とコンクリートの付着強さを求める場合にも適用で

きる。」されている。今回実施した付着力試験は，本基準に示されているものと同等の

試験方法となっていることを確認した。 
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6.  適用性の確認 

付着力について，島根原子力発電所の建物・構築物への適用性を以下の通り

検討した。 

 

6.1  材料条件 

6.1.1  岩盤 

建物直下地盤及び試験地盤における岩盤物性を第 6－1表に示す。 

   物性値を比較すると建物直下地盤と試験地盤はほぼ同等と見なせるこ

とから，地盤の差異による試験結果への影響はない。 

両者の比較の詳細を参考資料－4に示す。 

 

第 6－1 表 建物直下地盤及び試験地盤における岩盤物性 

 建物直下地盤注 2 試験地盤 

岩種 

主に黒色頁岩，凝灰岩及び

これらの互層から構成さ

れる 

黒色頁岩，凝灰岩 

岩の状態 
岩盤分類：大部分がＣH級

及びＣM級注 1 

亀裂，風化等がないこと

を目視で確認 

弾性波速度 

建物直下地盤：ＰＳ検層 

試験地盤：超音波速度測定 

黒色頁岩 

 縦波：約 4.4km/s 

 横波：約 2.1km/s 

凝灰岩 

 縦波：約 4.2km/s 

 横波：約 2.0km/s 

黒色頁岩 

 縦波：約 3.8km/s 

 横波：約 2.3km/s 

凝灰岩 

 縦波：約 2.9km/s 

 横波：約 1.5km/s 

圧裂引張強度 
黒色頁岩：8.82N/mm2 

凝灰岩 ：9.03N/mm2 

黒色頁岩：7.14N/mm2 

凝灰岩 ：9.36N/mm2 

注 1：電研式岩盤分類（田中治雄 土木技術者のための地質学入門，1966）による。 

ＣH級：造岩鉱物及び粒子は石英を除けば風化作用を受けてはいるが，岩質は比較的堅硬であ

る。一般に褐鉄鉱などに汚染せられ，節理あるいは亀裂間の粘着力はわずかに減少し

ており，ハンマーの強打によって割れ目に沿って岩塊が剥脱し，剥脱面には粘土質物

質の薄層が残留することがある。ハンマーによって打診すれば，少し濁った音を出す。 

ＣM級：造岩鉱物及び粒子は石英を除けば風化作用を受けて多少軟質化しており，岩質も多少

軟らかくなっている。節理あるいは亀裂間の粘着力は多少減少しており，ハンマーの

普通程度の打撃によって割れ目に沿って岩塊が剥脱し，剥脱面には粘土質物質の層が

残留することがある。ハンマーによって打診すれば，多少濁った音を出す。 

注 2：島根２号炉原子炉建物位置のボーリング孔から採取した試料による試験。 

（島根原子力発電所原子炉設置許可変更申請書（平成 25年 12月 25日）） 
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6.1.2  レベルコンクリート 

レベルコンクリートの強度は，「ＪＮＥＳ報告書」を参考に，代表的な

レベルコンクリート（推定強度 180kg/cm2）と同程度の呼び強度 18N/mm2

としたことから，レベルコンクリート強度による試験結果への影響はない。 

 

6.1.3  基礎コンクリート 

基礎コンクリートの強度は，試験においては 21N/mm2，実機においては

23.5N/mm2（ただし制御室建物は 22.1N/mm2）であり，試験と実機は同程度

であることから，基礎コンクリート強度による試験結果への影響はない。 

 

6.2  試験体 

6.2.1  岩盤－レベルコンクリート間 

試験体形状については，接合面寸法はφ100mmとし，表面形状は黒色頁

岩，凝灰岩共に凹凸 10mm程度とした。 

これは，「3.ＪＮＥＳ報告書による付着力試験に関する研究」の「3.2 要

素試験」の直接引張試験とほぼ同一の接合面寸法としている。 

一方，表面形状はＪＮＥＳ報告書に比べて平滑であるが，「3.3中規模試

験」によると，表面粗度によらず同程度の付着力が得られている。以上よ

り，試験体による影響はない。 

 

6.2.2  レベルコンクリート－基礎コンクリート間 

接合面寸法は，φ100mmとした。表面形状はレベルコンクリートの標準

的な仕上げである木ごて仕上げとした。 

これは，「3. ＪＮＥＳ報告書による付着力試験に関する研究」の「3.2 要

素試験」の直接引張試験とほぼ同一の接合面寸法及び表面形状であること

から試験体による影響はない。 

 

6.2.3  試験方法の違いについて 

「ＪＮＥＳ報告書」による直接引張試験及び本章の付着力試験（直接引

張試験及び室内試験）の試験方法の違いを第 6－1図に示す。各試験方法

は反力の取り方は異なるが，接合面はほぼ同一形状であり，接合面の応力

状態も同一である。また，付着力に対して，コンクリート及び岩盤の引張

強度及び圧縮強度は十分に大きいことから，基本的には接合面以外での破

壊は生じない。以上より，それぞれの試験から求まる付着力について，試

験方法の違いによる影響はない。 
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(A)「ＪＮＥＳ報告書」による   (B)直接引張試験    (C)室内試験 

直接引張試験 

第 6－1 図 試験方法の違い 
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添付資料－２ 

 

廃棄物処理建物の地震応答解析 

 

1. 概要 

本資料は，廃棄物処理建物の地震応答解析に採用するジョイント要素を用い

た３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析について，解析結果が解析モデルの

適用範囲内に収まることを確認した結果について説明する。 

 

2. 廃棄物処理建物の概要 

2.1 位置 

  廃棄物処理建物の設置位置を第 2.1－1図に示す。 

 

 

第 2.1－1図 廃棄物処理建物の設置位置 

 

  

凡例 

廃棄物処理建物 
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2.2 構造概要 

廃棄物処理建物は，地上５階，地下２階建の鉄筋コンクリート造の建物で

ある。 

廃棄物処理建物の平面寸法は，54.9m（一部 37.86m）注１（ＮＳ）×56.97m

（一部 40.5m）注１（ＥＷ）である。基礎スラブ底面からの高さは 42.0mであ

る。また，廃棄物処理建物は隣接する他の建物と構造的に分離している。 

廃棄物処理建物の概要を第 2.2－1図及び第 2.2－2図に示す。 

廃棄物処理建物の基礎は厚さ 3.0mのべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

建物に加わる地震時の水平力はすべて耐震壁に負担させている。 

 

注１：建物寸法は壁外面寸法とする。 

 

PN

 

 

第 2.2－1 図 廃棄物処理建物の概要（平面図）（ＥＬ 8.8m 注２）（単位：m） 

注２：｢ＥＬ｣は東京湾平均海面（Ｔ.Ｐ.）を基準としたレベルを示す。 
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BB

PN

 

 

（ＥＷ断面） 

A

A

PN

 

 

（ＮＳ断面） 

第 2.2－2 図 廃棄物処理建物の概要（断面図）（単位：m） 
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3. 検討用地震動 

検討に用いる地震動は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓ

ｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２とする。 

 

4. 地震応答解析 

 4.1 入力地震動の算定 

水平方向の入力地震動は，建物直下地盤を水平成層にモデル化した実地盤

モデルを用いた一次元波動論によって算定する。 

まず，解放基盤表面（Ｔ.Ｐ.－10m）で定義される基準地震動Ｓｓ（２Ｅ０）

を用いて，Ｔ.Ｐ.－10m以浅の地盤を取り去った解放地盤モデルで一次元波動

論による応答解析を行い，実地盤モデル下端位置（Ｔ.Ｐ.－215m）への入力

地震動（２Ｅ１）を算定する。次に，この地震動を用いて，Ｔ.Ｐ.－10m以浅

の地盤を考慮した実地盤モデルで一次元波動論による応答解析を行い，建物

基礎下端位置（Ｔ.Ｐ. 0.0m）における応答波（Ｅ＋Ｆ）を求め，これを建物

モデルへの入力地震動とする。この時，底面切欠き力も併せて考慮する。 

表層は，拘束圧依存性と「せん断剛性－せん断ひずみ関係（Ｇ／Ｇ０－γ曲

線）」及び「減衰定数－せん断ひずみ関係（ｈ－γ曲線）」を基に，地震時

のひずみレベルを考慮した等価な剛性と減衰を設定している。 

水平方向の入力地震動作成の概要を第 4.1－1図に，地盤各層の物理定数を

第 4.1－1表に示す。 

なお，地盤を３次元ＦＥＭでモデル化することから，基礎底面レベルにお

ける地盤の応答が基礎底面切欠き力を考慮した入力地震動と一致するように

補正した地震動を，３次元ＦＥＭ地盤モデルの底面に入力する。 

建物への入力地震動（Ｅ＋Ｆ）の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクト

ルを第 4.1－2図～第 4.1－6図に示す。 

入力地震動の算定には解析コード「ＳＨＡＫＥ」を用いる。 
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［実地盤モデル］

一次元波動論に
よる応答計算

一次元波動論に
よる応答計算

基準地震動
Ｓｓ(2E0)

［解放地盤モデル］

入力地震動
(E+F)

反射波(F2)入射波(E1)入射波(E1)反射波(F1)

岩盤③

岩盤④

岩盤⑤

表層①-1

岩盤③

岩盤④

岩盤⑤

岩盤⑥ 岩盤⑥

地表面
T.P. 15.0m

T.P.-160.0m

解放基盤表面
T.P.-10.0m

T.P.-60.0m

T.P.-110.0m

T.P.-215.0m

T.P.-165.0m

T.P.-115.0m

T.P.-70.0m

T.P.-215.0m

建物基礎下端
T.P.  0.0m

 

第 4.1－1図 入力地震動作成の概要（水平方向） 
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第 4.1－1表 地盤の物理定数 

 

  

層 

Ｓ波 

速度 

Ｖｓ 

Ｐ波 

速度 

Ｖｐ 

単位体積 

重量 

γ 

ポアソン 

比 

ν 

ヤング 

係数 

Ｅ 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

減衰 

定数 

ｈ 

番号 m/s m/s 
kN/m3 

(tf/m3) 
 

×10５kN/m2 

(×10４tf/m2) 

×10５kN/m2 

(×10４tf/m2) 
％ 

表層 

①－1 
Ｓｓ 127 422 

20.7 

(2.11) 
0.45 

0.99 

(1.01) 

0.341 

(0.348) 
8 

岩盤③ 1600 3600 
24.5 

(2.50) 
0.377 

176.5 

(180.0) 

64.0 

(65.3) 
3 

岩盤④ 1950 4000 
24.5 

(2.50) 
0.344 

256.0 

(261.0) 

95.1 

(97.0) 
3 

岩盤⑤ 2000 4050 
26.0 

(2.65) 
0.339 

283.4 

(289.0) 

105.9 

(108.0) 
3 

岩盤⑥ 2350 4950 
27.9 

(2.85) 
0.355 

427.6 

(436.0) 

157.9 

(161.0) 
3 
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（Ｓｓ－ＤＨ：水平方向） 

第 4.1－2図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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（Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＮＳ成分）：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＥＷ成分）：ＥＷ方向） 

第 4.1－3図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｆ１） 
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（Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＮＳ成分）：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＥＷ成分）：ＥＷ方向） 

第 4.1－4図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｆ２） 
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（Ｓｓ－Ｎ１Ｈ：水平方向） 

第 4.1－5図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｎ１）  
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（Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分）：水平方向） 

 

 

 

（Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分）：水平方向） 

第 4.1－6図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｎ２） 
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 4.2 ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析 

  (1) 地震応答解析モデル 

廃棄物処理建物は，建物と地盤との相互作用，基礎浮上り非線形及び基礎

と岩盤との付着力を考慮した，建物を質点系，地盤を３次元ＦＥＭでモデル

化した地震応答解析モデルにより，地震応答解析を行う。 

水平方向の建物の地震応答解析モデルは，主要な耐震壁を曲げ・せん断部

材に置換し，重量を各階床位置に集中させた１軸多質点系モデルとする。な

お，回転慣性重量は基礎下端に集約して評価する。 

建物の減衰はモード減衰とし，各次のモード減衰定数は建物のひずみエネ

ルギーに比例した値として算定する。建物の鉄筋コンクリート部分について

は減衰定数を５％とする。 

建物の非線形特性については，「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に基

づき鉄筋コンクリート部には最大点指向型のトリリニア・スケルトン曲線を

設定する。 

地盤は，建物基礎下端以下を実地盤モデルに基づき成層地盤とし，「ＪＥ

ＡＧ４６０１－1991 追補版」により，成層補正を行ったのち，等価な一様

地盤としての物性値を定め，３次元ＦＥＭを用いてモデル化する。３次元Ｆ

ＥＭ地盤モデルと建物基礎底面の間には，島根原子力発電所における付着力

試験の結果に基づき設定した付着力 0.40N/mm2を考慮する。 

建物の基礎浮上り非線形については，建物基礎と３次元ＦＥＭ地盤モデル

との間に設定した付着力を超える引張力を負担しないジョイント要素注１を

用いることにより，浮上りを評価する。 

地盤モデル底面及び側面は粘性境界を設けることにより，遠方地盤への波

動の逸散を考慮する。 

地震応答解析は，上記復元力特性を用いた弾塑性時刻歴応答解析とし，地

震応答解析モデル（水平方向）を第 4.2－1 図に，建物質点系モデルの諸元

を第 4.2－2図及び第 4.2－3図に示す。 

地震応答解析には解析コード「ＮＡＰＩＳＯＳ Ｖｅｒ.2.0」を用いる。 

 

注１：建物モデルの自重によりジョイント要素に発生する応力（地反力）を算定し，こ

れを地震応答解析の初期応力とする。 
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         （付着力を考慮したジョイント 

要素の応力－変形関係） 

    

（全体） 

  
（建物）          （質点番号及び部材番号） 

第 4.2－1図 廃棄物処理建物の地震応答解析モデル（水平方向） 
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Ec=2.25×1010 N/m2

Gc=9.38×109 N/m2

hc=5%
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　　　　(×102m4)
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3
.
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7
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(m)

10
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第 4.2－2図 建物質点系地震応答解析モデルの諸元（ＮＳ方向） 

  

PN 

質点番号 

JF=29.35×107kN・m2 
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第 4.2－3図 建物質点系地震応答解析モデルの諸元（ＥＷ方向） 

 

PN 

質点番号 

JF=31.61×107kN・m2 
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  (2) 地震応答解析結果 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ

２（水平動）による最大応答値を第 4.2－6 図～第 4.2－11 図に示す。最大

接地圧及び最小接地率を第 4.2－1表に示す。 

参考として，耐震壁の最大応答せん断ひずみは，最大で 0.51×10－３（Ｓ

ｓ－ＤＨ，ＮＳ方向）であり，評価基準値（2.0×10－３）に対して十分な余

裕があることを確認している。 

検討の結果，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデルによる最小接地

率は 98.8％（Ｓｓ－ＤＨ，ＮＳ方向），93.9％（Ｓｓ－ＤＨ，ＥＷ方向）で

あり，「ＪＥＡＣ４６０１-2008」で適用範囲の目安とされている 35％を上

回っていることから，解析結果が解析モデルの適用範囲内に収まることを確

認した。 

以上のことから，廃棄物処理建物の地震応答解析にジョイント要素を用い

た３次元ＦＥＭモデルを採用する。 

 

87



4条－別紙 2－添 2－17 

 

質点 

番号 

最大応答加速度（m/s2） 

Ｓｓ－ＤＨ 
Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 
Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 

1 18.2 13.8 16.1 16.1 14.8 16.7 

2 13.9 11.3 11.2 11.7 12.0 13.4 

3 12.5 10.6 9.59 9.73 8.87 9.67 

4 11.2 9.46 8.98 9.88 8.22 8.01 

5 10.6 8.51 8.90 8.25 8.00 7.81 

6 10.2 8.12 8.31 7.75 7.31 7.07 

7 10.0 7.89 7.59 7.41 6.76 6.62 

8 9.66 7.56 7.36 6.88 7.13 6.05 

9 9.43 7.36 6.89 6.54 6.98 5.77 

10 7.52 6.04 5.58 5.40 5.17 5.14 

11 7.46 5.89 5.30 5.26 5.01 5.09 

第 4.2－6 図 最大応答加速度（ＮＳ方向） 

 

 

 

部材 

番号 

最大応答せん断力（MN） 

Ｓｓ－ＤＨ 
Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 
Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 

1 103 79.5 92.0 91.4 84.7 96.5 

2 197 159 165 172 167 189 

3 312 256 250 266 269 294 

4 416 367 343 341 338 368 

5 527 481 445 452 407 420 

6 577 525 484 493 447 442 

7 624 568 525 522 476 464 

8 674 627 569 550 510 484 

9 757 724 647 600 576 515 

10 803 820 727 637 632 585 

第 4.2－7 図 最大応答せん断力（ＮＳ方向） 
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 部材 

番号 

最大応答曲げモーメント（MN･m） 

Ｓｓ－ＤＨ 
Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 
Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 

1 511 387 432 450 414 459 

2 1550 1230 1320 1400 1300 1490 

3 3200 2580 2580 2770 2690 3040 

4 5060 4090 4000 4280 4240 4710 

5 7480 6470 6140 6300 6210 6820 

6 8360 7320 6860 6950 6850 7490 

7 10100 8990 8290 8270 8070 8690 

8 12200 11100 10200 10100 9590 10200 

9 16400 15300 13700 13600 12600 12600 

10 18800 17800 15800 15400 14200 13800 

第 4.2－8 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 
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 質点 

番号 

最大応答加速度（m/s2） 

Ｓｓ－ＤＨ 
Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 

（ＥＷ成分） 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 
Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 

1 17.9 12.0 14.1 16.3 15.8 14.8 

2 14.6 10.7 11.6 13.9 12.6 12.0 

3 12.0 9.79 9.06 11.1 11.6 9.28 

4 11.8 8.50 8.73 9.73 10.6 8.68 

5 10.2 7.96 8.90 8.39 9.68 7.94 

6 9.60 7.33 7.90 8.34 9.16 8.34 

7 10.7 6.91 7.25 8.33 9.58 8.29 

8 9.06 6.43 6.79 7.87 7.14 7.81 

9 8.86 6.20 5.86 7.91 6.08 7.15 

10 7.84 5.82 5.17 5.39 4.86 6.89 

11 7.75 5.75 5.15 5.26 4.74 6.89 

第 4.2－9 図 最大応答加速度（ＥＷ方向） 

 

 

 部材 

番号 

最大応答せん断力（MN） 

Ｓｓ－ＤＨ 
Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 

（ＥＷ成分） 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 
Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 

1 98.7 69.2 81.6 94.2 92.7 86.7 

2 190 142 165 189 185 164 

3 316 257 263 316 302 268 

4 432 357 341 406 415 349 

5 568 452 427 499 536 443 

6 626 493 471 545 593 473 

7 671 529 515 583 645 495 

8 724 569 558 619 692 519 

9 817 653 630 682 750 601 

10 897 749 675 762 807 695 

第 4.2－10 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向） 
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 部材 

番号 

最大応答曲げモーメント（MN･m） 

Ｓｓ－ＤＨ 
Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 

（ＥＷ成分） 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 
Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＮＳ成分） 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 

（ＥＷ成分） 

1 487 340 398 450 443 409 

2 1530 1110 1300 1480 1470 1330 

3 3080 2430 2690 3070 2970 2720 

4 4970 4060 4230 4840 4710 4270 

5 7710 6400 6250 7230 7400 6390 

6 8710 7180 6950 8050 8340 7100 

7 10700 8750 8330 9650 10200 8470 

8 13100 10700 10000 11800 12600 10100 

9 17800 14300 13100 15700 16900 13200 

10 20500 16400 15000 17900 19300 14900 

第 4.2－11 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 
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第 4.2－1表 最大接地圧及び最小接地率 

 ＮＳ方向 

Ss-DH 
Ss-F1H 

（NS成分） 

Ss-F2H 

（NS成分） 
Ss-N1H 

Ss-N2H 

（NS成分） 

Ss-N2H 

（EW成分） 

最大接地圧 

(kN/m2) 
6457 5389 5728 6059 5856 5743 

最小接地率 

(％) 
98.8 100.0 100.0 99.0 100.0 100.0 

 ＥＷ方向 

Ss-DH 
Ss-F1H 

（EW成分） 

Ss-F2H 

（EW成分） 
Ss-N1H 

Ss-N2H 

（NS成分） 

Ss-N2H 

（EW成分） 

最大接地圧 

(kN/m2) 
6828 6221 5760 5834 5916 6183 

最小接地率 

(％) 
93.9 98.5 100.0 100.0 100.0 99.0 
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添付資料－３ 

 

制御室建物の地震応答解析 

 

1. 概要 

本資料は，制御室建物について「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に示さ

れる浮上り線形地震応答解析を実施し，基礎浮上りが発生しないために必要な

付着力が，付着力試験に基づき設定した値を超えないことを確認した結果につ

いて説明する。 

 

2. 制御室建物の概要 

 2.1 位置 

   制御室建物の設置位置を第 2.1－1図に示す。 

 

 

第 2.1－1図 制御室建物の設置位置 

  

凡例 

制御室建物 
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 2.2 構造概要 

制御室建物は，４階建の鉄筋コンクリート造の建物である。 

制御室建物の平面寸法は，22.0m 注１（ＮＳ）×37.0m 注１（ＥＷ）の矩形を成

している。基礎スラブ底面からの高さは 21.95mである。また，制御室建物は

隣接する他の建物と構造的に分離している。 

制御室建物の概要を第 2.2－1図及び第 2.2－2図に示す。 

制御室建物の基礎は厚さ 1.5mのべた基礎で，岩盤に直接設置している。 

建物に加わる地震時の水平力はすべて耐震壁に負担させている。 

 

注１：建物寸法は壁外面寸法とする。 

 

PN

 

 

第 2.2－1 図 制御室建物の概要（平面図）（ＥＬ 1.6m 注２） 

（単位：m） 

注２：｢ＥＬ｣は東京湾平均海面（Ｔ.Ｐ.）を基準としたレベルを示す。 
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BB

PN

 

 

（ＥＷ断面） 

A

A

PN

 

 

（ＮＳ断面） 

第 2.2－2 図 制御室建物の概要（断面図）（単位：m） 
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3. 検討用地震動 

検討に用いる地震動は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓ

ｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２とする。 

 

4. 地震応答解析 

4.1 入力地震動の算定 

水平方向の入力地震動は，建物周辺地盤の状況を適切に考慮した二次元ＦＥ

Ｍ地盤モデルによって算定する。 

まず，解放基盤表面（Ｔ.Ｐ.－10m）で定義される基準地震動Ｓｓ（２Ｅ０）

を用いて，Ｔ.Ｐ.－10m以浅の地盤を取り去った解放地盤モデルで一次元波動

論による応答解析を行い，二次元ＦＥＭ地盤モデル下端位置（Ｔ.Ｐ.－215m）

への入力地震動（２Ｅ１）を算定する。次に，この地震動を用いて二次元ＦＥ

Ｍ地盤モデルによる地盤応答解析を行い，建物基礎下端位置（Ｔ.Ｐ.0.1m）に

おける応答波（２Ｅ）を求め，これを建物－地盤連成モデルへの入力地震動と

する。 

なお，二次元ＦＥＭ地盤モデルの側面はエネルギー伝達境界，底面は粘性境

界を設けることにより，遠方地盤への波動の逸散を考慮する。 

表層は，拘束圧依存性と「せん断剛性－せん断ひずみ関係（Ｇ／Ｇ０－γ曲

線）」及び「減衰定数－せん断ひずみ関係（ｈ－γ曲線）」を基に，地震時の

ひずみレベルを考慮した等価な剛性と減衰を設定している。 

水平方向の入力地震動作成の概要を第 4.1－1 図に，地盤各層の物理定数を

第 4.1－1表に示す。 

建物－地盤連成モデルへの入力地震動（２Ｅ）の加速度時刻歴波形と加速度

応答スペクトルを第 4.1－2図～第 4.1－7図に示す。 

入力地震動の算定には解析コード「ＳＨＡＫＥ」及び「ＳｕｐｅｒＦＬＵＳ

Ｈ」を用いる。 
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第 4.1－1図 入力地震動作成の概要（水平方向） 

 

 

第 4.1－1表 地盤の物理定数 

  

層 

Ｓ波 

速度 

Ｖｓ 

Ｐ波 

速度 

Ｖｐ 

単位体積 

重量 

γ 

ポアソン 

比 

ν 

ヤング 

係数 

Ｅ 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

減衰 

定数 

ｈ 

番号 m/s m/s 
kN/m3 

(tf/m3) 
 

×10５kN/m2 

(×10４tf/m2) 

×10５kN/m2 

(×10４tf/m2) 
％ 

表層 

①－1 
Ｓｓ 127 422 

20.7 

(2.11) 
0.45 

0.99 

(1.01) 

0.341 

(0.348) 
8 

岩盤①－2 250 800 
20.6 

(2.10) 
0.446 

3.80 

(3.88) 

1.31 

(1.34) 
3 

岩盤② 900 2100 
23.0 

(2.35) 
0.388 

52.9 

(53.9) 

19.0 

(19.4) 
3 

岩盤③ 1600 3600 
24.5 

(2.50) 
0.377 

176.5 

(180.0) 

64.0 

(65.3) 
3 

岩盤④ 1950 4000 
24.5 

(2.50) 
0.344 

256.0 

(261.0) 

95.1 

(97.0) 
3 

岩盤⑤ 2000 4050 
26.0 

(2.65) 
0.339 

283.4 

(289.0) 

105.9 

(108.0) 
3 

岩盤⑥ 2350 4950 
27.9 

(2.85) 
0.355 

427.6 

(436.0) 

157.9 

(161.0) 
3 
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（Ｓｓ－ＤＨ：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－ＤＨ：ＥＷ方向） 

第 4.1－2図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｄ） 
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（Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＮＳ成分）：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＥＷ成分）：ＥＷ方向） 

第 4.1－3図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｆ１） 
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（Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＮＳ成分）：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＥＷ成分）：ＥＷ方向） 

第 4.1－4図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｆ２） 
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（Ｓｓ－Ｎ１Ｈ：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－Ｎ１Ｈ：ＥＷ方向） 

第 4.1－5図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｎ１） 
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（Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分）：ＮＳ方向） 

 

 
（Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分）：ＥＷ方向） 

第 4.1－6図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｎ２） 
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（Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分）：ＮＳ方向） 

 

 

（Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分）：ＥＷ方向） 

第 4.1－7図 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル 

（基準地震動Ｓｓ－Ｎ２） 
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4.2 地震応答解析モデル 

水平方向の地震応答解析モデルは，主要な耐震壁を曲げ・せん断部材に置

換し，重量を各階床位置に集中させた多質点系のスウェイ・ロッキングモデ

ルとする。なお，回転慣性重量は基礎に集約して評価する。 

建物と地盤の相互作用は，基礎スラブ底面を等価な地盤ばね（水平・回転）

に置換して評価する。建物底面に付く地盤ばねは，振動アドミッタンス理論

により求めた振動数依存の複素ばねを，剛性は０Hz での実部の値（静的ばね

値）で，減衰係数は建物－地盤連成系の１次固有振動数での虚部の値と原点

とを結ぶ直線の傾きで，それぞれ近似する。 

建物の減衰はモード減衰とし，各次のモード減衰定数は建物のひずみエネ

ルギーに比例した値として算定する。建物の鉄筋コンクリート部分について

は減衰定数を５％とする。 

建物の非線形特性については，鉄筋コンクリート部には最大点指向型のト

リリニア・スケルトン曲線を「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」に基づき

設定する。 

基礎底面回転ばねは線形とした。 

地震応答解析は，上記復元力特性を用いた弾塑性時刻歴応答解析とし，地震

応答解析モデル（水平方向）を第 4.2－1図に，解析モデルの諸元を第 4.2－2

図及び第 4.2－3図に，地盤のばね定数と減衰係数を第 4.2－1表に示す。 

地震応答解析には解析コード「ＮＵＰＰ４」を用いる。 
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（ＥＷ方向） 

第 4.2－1 図 制御室建物の地震応答解析モデル 
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PN

1

2

3

質点番号質点重量(kN)

せん断断面積（m2)
断面二次モーメント
　　　　（×103m4）

C1,C5 C2,C4

4 7

Kθ Cθ

JF =53.25×105 kN･m2

22
.0
m

37.0m

EL 22.05

(m)

EL 16.9

EL 12.8

EL  8.8

EL  1.6

EL  0.1
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2.8

26.3
3.1

28.1
3.4

25.5
0.9

814.0
32.8

33.0
3.3

5

Kg Cg

振動方向

6

 
第 4.2－2図 地震応答解析モデルの諸元（ＮＳ方向） 
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第 4.2－3図 地震応答解析モデルの諸元（ＥＷ方向） 
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第 4.2－1表 地盤のばね定数と減衰係数 

地盤ばね 方向 ばね定数 減衰係数 

基礎底面 ＮＳ    5.10 ×10 ８   (N/mm) 2.84 ×10 ６   (N･s/mm) 

水平ばね(Kg,Cg) ＥＷ 4.86 ×10 ８   (N/mm) 2.58 ×10 ６   (N･s/mm) 

基礎底面 ＮＳ 7.45 ×1016 (N･mm/rad) 2.13 ×1013 (N･mm･s/rad) 

回転ばね(Kθ,Cθ) ＥＷ 1.57 ×1017 (N･mm/rad) 1.19 ×1014 (N･mm･s/rad) 
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4.3 地震応答解析 

(1) 地震応答解析結果 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ

２（水平動）による最大応答値を第 4.3－1図～第 4.3－36図に示す。 

参考として，耐震壁の最大応答せん断ひずみは，最大で 0.55×10－３（Ｓｓ

－ＤＨ，ＮＳ方向）であり，評価基準値（2.0×10－３）に対して十分な余裕が

あることを確認している。 
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第 4.3－1 図 最大応答加速度（ＮＳ方向）基準地震動Ｓｓ－ＤＨ 

 

 

第 4.3－2 図 最大応答せん断力（ＮＳ方向）基準地震動Ｓｓ－ＤＨ 
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第 4.3－3 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 
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第 4.3－4 図 最大応答加速度（ＥＷ方向）基準地震動Ｓｓ－ＤＨ 

 

第 4.3－5 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向）基準地震動Ｓｓ－ＤＨ
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第 4.3－6 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 
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第 4.3－7 図 最大応答加速度（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＮＳ成分） 

 

第 4.3－8図 最大応答せん断力（ＮＳ方向） 
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第 4.3－9 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＮＳ成分） 
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第 4.3－10 図 最大応答加速度（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＥＷ成分） 

 

第 4.3－11 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＥＷ成分） 
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第 4.3－12 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＥＷ成分） 
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第 4.3－13 図 最大応答加速度（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＮＳ成分） 

 

第 4.3－14 図 最大応答せん断力（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＮＳ成分） 
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第 4.3－15 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＮＳ成分） 
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第 4.3－16 図 最大応答加速度（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＥＷ成分） 

 

第 4.3－17 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＥＷ成分） 
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第 4.3－18 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＥＷ成分） 
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第 4.3－19 図 最大応答加速度（ＮＳ方向）基準地震動Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

 

第 4.3－20 図 最大応答せん断力（ＮＳ方向）基準地震動Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

EL 22.05M

EL 16.90M

EL 12.80M

EL  8.80M

EL  1.60M

EL  0.10M

0 10
m/s

2

(単位: x10
-2

m/s
2
)

985

861

791

719

537

529

537

719

0 0.5 X 10
8
N

(単位: x10
4

N)

2772

4262

5461

3858

8566

3310

EL 22.05M

EL 16.90M

EL 12.80M

EL  8.80M

EL  1.60M

EL  0.10M

122



4条－別紙 2－添 3－31 

 

第 4.3－21 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 
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第 4.3－22 図 最大応答加速度（ＥＷ方向）基準地震動Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

 

第 4.3－23 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向）基準地震動Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 
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第 4.3－24 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 
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第 4.3－25 図 最大応答加速度（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分） 

 

第 4.3－26 図 最大応答せん断力（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分） 
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第 4.3－27 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分） 
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第 4.3－28 図 最大応答加速度（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分） 

 

第 4.3－29 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分） 
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第 4.3－30 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＮＳ成分） 
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第 4.3－31 図 最大応答加速度（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分） 

 

第 4.3－32 図 最大応答せん断力（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分） 
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第 4.3－33 図 最大応答曲げモーメント（ＮＳ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分） 
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第 4.3－34 図 最大応答加速度（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分） 

 

第 4.3－35 図 最大応答せん断力（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分） 
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第 4.3－36 図 最大応答曲げモーメント（ＥＷ方向） 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ２Ｈ（ＥＷ成分） 

  

0 5.0 X 10
8
Nm

(単位: x10
8

Nm)

0.00

2.05

2.05

4.60

4.60

7.67

7.67

14.22
14.65
16.08

16.11

EL 22.05M

EL 16.90M

EL 12.80M

EL  8.80M

EL  1.60M

EL  0.10M

133



4条－別紙 2－添 3－42 

(2)基礎浮上りが発生しないために必要な付着力の算定 

a．算定方法 

地震応答解析結果の最大転倒モーメントが浮上り限界モーメントを上回る

ときに基礎浮上りが発生する。 

浮上り限界モーメントは，「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」より以下の

式で表される。 

Ｍ０=ＷＬ/6（kN・m） 

ここで， 

Ｍ０：浮上り限界モーメント（kN・m） 

Ｗ：建物の総重量（kN） 

Ｌ：建物の基礎幅（m） 

 

基礎浮上りが発生しないために必要な単位面積当たりの付着力は以下の通

りである。 

Ｍ＝σat ＡＬ／6＋Ｍ０（kN・m） 

σat＝6（Ｍ－Ｍ０）／ＡＬ（kN/m2）＝6（Ｍ－Ｍ０）／1000ＡＬ（N/mm2） 

ここで， 

Ｍ：最大転倒モーメント（kN・m） 

σat：単位面積当たりの付着力（kN/m2） 

Ａ：基礎底面積（m2） 

 

b．算定結果 

基礎浮上りが発生しないために必要な付着力の算定結果を第 4.3－1 表に示

す。 

検討の結果，基礎浮上りが発生しないために必要な付着力の最大値は 0.32 

N/mm2 であることから，島根原子力発電所における付着力試験の結果に基づき

設定した値（0.40N/mm2）を超えないことを確認した。 

以上のことから，制御室建物の地震応答解析に基礎浮上り線形解析を適用す

る。 
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第 4.3－1表 基礎浮上りが発生しないために必要な付着力 

地震動 方向 
Ｗ 

（×103kN） 

Ｌ 

（m） 

Ａ 

（m2） 

Ｍ 

（×105kN・m） 

Ｍ0 

（×105kN・m） 

σat 

（N/mm2） 

Ｓｓ－ＤＨ 

ＮＳ 

132.04 

22 814 14.52 4.84 0.32 

ＥＷ 37 814 21.23 8.14 0.26 

Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 
（ＮＳ成分） 

ＮＳ 

132.04 

22 814 13.64 4.84 0.29 

Ｓｓ－Ｆ１Ｈ 
（ＥＷ成分） 

ＥＷ 37 814 18.00 8.14 0.20 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 
（ＮＳ成分） 

ＮＳ 

132.04 

22 814 12.47 4.84 0.26 

Ｓｓ－Ｆ２Ｈ 
（ＥＷ成分） 

ＥＷ 37 814 18.05 8.14 0.20 

Ｓｓ－Ｎ１Ｈ 

ＮＳ 

132.04 

22 814 11.68 4.84 0.23 

ＥＷ 37 814 13.05 8.14 0.10 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 
（ＮＳ成分） 

ＮＳ 

132.04 

22 814 11.76 4.84 0.23 

ＥＷ 37 814 11.21 8.14 0.06 

Ｓｓ－Ｎ２Ｈ 
（ＥＷ成分） 

ＮＳ 

132.04 

22 814 11.88 4.84 0.24 

ＥＷ 37 814 16.11 8.14 0.16 
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参考資料－１ 

 

付着力の考慮の有無による建物応答への影響の検討 

 

1. 概要 

1.1 検討概要 

島根原子力発電所２号炉の建物の地震応答解析には，ＳＲモデル，ジョイン

ト要素を用いた３次元ＦＥＭモデル及び基礎固定モデルを用いている。今回工

認で採用する地震応答解析モデルにおける付着力の考慮の有無を第 1.1－1表に

示す。 

付着力試験結果を踏まえ，建物の基礎底面と地盤間には付着力が存在すると

考えられることから，今回，ジョイント要素を用いた３次元ＦＥＭモデル及び

ＳＲモデル（浮上り線形地震応答解析）では付着力を考慮することとした。一

方で，ＳＲモデル（浮上り非線形地震応答解析）については，既工認でも実績

のある手法として，付着力を考慮していない。また，基礎固定モデルについて

は，建物と地盤の相互作用を考慮していない。 

以上を踏まえ，付着力を考慮していないＳＲモデル（浮上り非線形地震応答

解析）について，付着力の考慮の有無による建物応答への影響の検討を行う。 

検討は，建物の重要度，内包する施設の重要度及び接地率を踏まえ，原子炉

建物を代表として，今回工認で採用する地震応答解析モデル（以下「今回工認

モデル」という。）と，今回工認モデルに基礎底面の付着力を考慮したモデル

（以下「付着力考慮モデル」という。）を用いた地震応答解析を行い，解析結

果の比較を行う。 

 

第 1.1－1表 地震応答解析モデルにおける付着力の考慮の有無 

採用する地震応答解析モデル 

（基礎浮上り評価法） 
建物名 

付着力の 

考慮 

ジョイント要素を用いた 

３次元ＦＥＭモデル 
廃棄物処理建物，１号炉原子炉建物 考慮する 

ＳＲモデル 

（浮上り線形地震応答解析） 
制御室建物，１号炉廃棄物処理建物 考慮する注１ 

ＳＲモデル 

（浮上り非線形地震応答解析） 

原子炉建物，タービン建物，ガスタービ

ン発電機建物，緊急時対策所建物，１号

炉タービン建物，サイトバンカ建物 

考慮 

しない 

基礎固定モデル 

サイトバンカ建物（増築部），２号炉排

気筒モニタ室，燃料移送ポンプエリア竜

巻防護対策設備 

－ 

注１：基礎浮上りが発生しないために必要な付着力が，付着力試験に基づき設定した値を超え

ないことを確認する。 
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2. 解析モデル 

 2.1 今回工認モデル 

今回工認モデルは，ＳＲモデル（浮上り非線形地震応答解析）とし，地震

応答解析モデルを第 2.1－1図及び第 2.1－2図に示す。 
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地盤ばね ばね定数 減衰係数 

基礎底面水平ばね(Kg,Cg) 1.55 ×10 12 (N/m) 2.23 ×10 10 (N･s/m) 

基礎底面回転ばね(Kθ,Cθ) 2.13 ×1015 (N･m/rad) 4.32 ×1012 (N･m･s/rad) 

 

第 2.1－1図 原子炉建物の地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 
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地盤ばね ばね定数 減衰係数 

基礎底面水平ばね(Kg,Cg) 1.51 ×10 12 (N/m) 2.13 ×10 10 (N･s/m) 

基礎底面回転ばね(Kθ,Cθ) 3.02 ×1015 (N･m/rad) 9.01 ×1012 (N･m･s/rad) 

 

第 2.1－2図 原子炉建物の地震応答解析モデル（ＥＷ方向）  

Kθ1=2.195×1012(N･m/rad) 

Kθ2=135.2×1012(N･m/rad) 
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 2.2 付着力考慮モデル 

付着力考慮モデルは，今回工認モデルを基本とし，田中ほか（１）に基づき，

基礎底面と地盤間における付着力を考慮した基礎浮上り特性によるＳＲモデ

ルとする。 

付着力を考慮した基礎浮上り特性について，基礎下の転倒モーメントＭと

回転角θの関係を第 2.2－1図に示す。なお，付着力は島根原子力発電所にお

ける付着力試験結果に基づき設定した 0.40N/mm2（添付資料－１参照）を用い

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2－1 図 基礎下の転倒モーメントＭと回転角θの関係 

 

 

 

3. 検討用地震動  

検討に用いる地震動は，基準地震動Ｓｓ－Ｄとする。 

 

4. 地震応答解析結果  

4.1 最大応答加速度 

最大応答加速度を第 4.1－1表及び第 4.1－2表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 
 

① 

② 

③ 

④ 
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⑥ 

 

 

Ｍ 

Ｍat0 

Ｍ0 

θ 

 

 

 

 

 

：今回工認モデルにおけるＭ－θ関係 

：付着力考慮モデルにおけるＭ－θ関係 
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第 4.1－1表 原子炉建物の最大応答加速度（ＮＳ方向） 

質点 

番号 

最大応答加速度（m/s2） 比率 

（付着力考慮モデル／今回工認モデル） 付着力考慮モデル 今回工認モデル 

1 10.2 10.2 1.00 

2 10.1 10.2 0.990 

3 8.71 8.58 1.02 

4 8.61 8.61 1.00 

5 8.02 8.02 1.00 

6 24.0 24.1 0.996 

7 16.6 16.8 0.988 

8 12.4 12.5 0.992 

9 10.2 10.2 1.00 

10 9.39 9.39 1.00 

11 8.71 8.58 1.02 

12 8.61 8.61 1.00 

13 8.02 8.02 1.00 

14 12.4 12.5 0.992 

15 10.2 10.2 1.00 

16 9.39 9.39 1.00 

17 8.71 8.58 1.02 

18 8.61 8.61 1.00 

19 9.93 9.37 1.06 

20 24.0 24.1 0.996 

21 17.4 17.6 0.989 

22 12.4 12.5 0.992 

23 10.2 10.2 1.00 

24 9.39 9.39 1.00 

25 8.71 8.58 1.02 

26 8.61 8.61 1.00 

27 8.06 8.06 1.00 

28 12.4 12.5 0.992 

29 10.2 10.2 1.00 

30 10.2 10.1 1.01 

31 8.71 8.58 1.02 

32 8.61 8.61 1.00 

33 8.06 8.06 1.00 

34 6.91 6.91 1.00 

35 6.76 6.76 1.00 
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第 4.1－2表 原子炉建物の最大応答加速度（ＥＷ方向） 

質点 

番号 

最大応答加速度（m/s2） 比率 

（付着力考慮モデル／今回工認モデル） 付着力考慮モデル 今回工認モデル 

1 8.39 8.39 1.00 

2 8.26 8.26 1.00 

3 26.9 27.0 0.996 

4 17.9 17.9 1.00 

5 13.7 13.7 1.00 

6 11.3 11.3 1.00 

7 12.6 12.2 1.03 

8 8.61 8.67 0.993 

9 8.39 8.39 1.00 

10 8.26 8.26 1.00 

11 13.7 13.7 1.00 

12 11.3 11.3 1.00 

13 11.7 11.6 1.01 

14 8.61 8.67 0.993 

15 8.39 8.39 1.00 

16 9.42 9.42 1.00 

17 26.9 27.0 0.996 

18 17.2 17.2 1.00 

19 13.7 13.7 1.00 

20 11.3 11.3 1.00 

21 11.7 11.6 1.01 

22 17.2 17.2 1.00 

23 13.7 13.7 1.00 

24 11.3 11.3 1.00 

25 11.1 10.4 1.07 

26 8.61 8.67 0.993 

27 8.39 8.39 1.00 

28 8.44 8.44 1.00 

29 11.3 11.3 1.00 

30 10.0 10.8 0.926 

31 8.61 8.67 0.993 

32 8.39 8.39 1.00 

33 8.44 8.44 1.00 

34 7.65 7.65 1.00 

35 7.52 7.52 1.00 
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4.2 最大応答せん断ひずみ  

最大応答せん断ひずみを第 4.2－1表及び第 4.2－2表に示す。 
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第 4.2－1表 原子炉建物の最大応答せん断ひずみ（ＮＳ方向） 

部材 

番号 

最大応答せん断ひずみ(γ)（×10-3） 比率 

（付着力考慮モデル／今回工認モデル） 付着力考慮モデル 今回工認モデル 

1 0.289 0.280 1.03 

2 0.357 0.349 1.02 

3 0.355 0.356 0.997 

4 0.370 0.364 1.02 

5 0.434 0.406 1.07 

6 0.281 0.268 1.05 

7 0.307 0.293 1.05 

8 0.335 0.324 1.03 

9 0.330 0.316 1.04 

10 0.327 0.324 1.01 

11 0.353 0.355 0.994 

12 0.368 0.363 1.01 

13 0.432 0.405 1.07 

14 0.115 0.115 1.00 

15 0.148 0.139 1.06 

16 0.155 0.156 0.994 

17 0.215 0.218 0.986 

18 0.659 0.609 1.08 

19 0.201 0.197 1.02 

20 0.253 0.235 1.08 

21 0.360 0.361 0.997 

22 0.337 0.327 1.03 

23 0.330 0.316 1.04 

24 0.327 0.324 1.01 

25 0.353 0.355 0.994 

26 0.355 0.355 1.00 

27 0.446 0.413 1.08 

28 0.341 0.330 1.03 

29 0.266 0.259 1.03 

30 0.344 0.337 1.02 

31 0.344 0.346 0.994 

32 0.351 0.350 1.00 

33 0.445 0.413 1.08 
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第 4.2－2表 原子炉建物の最大応答せん断ひずみ（ＥＷ方向） 

部材 

番号 

最大応答せん断ひずみ(γ)（×10-3） 比率 

（付着力考慮モデル／今回工認モデル） 付着力考慮モデル 今回工認モデル 

1 0.322 0.324 0.994 

2 0.226 0.226 1.00 

3 0.284 0.293 0.969 

4 0.374 0.368 1.02 

5 0.187 0.186 1.01 

6 0.181 0.181 1.00 

7 0.392 0.389 1.01 

8 0.484 0.477 1.01 

9 0.309 0.312 0.990 

10 0.221 0.221 1.00 

11 0.0818 0.0818 1.00 

12 0.0644 0.0648 0.994 

13 0.257 0.255 1.01 

14 0.353 0.347 1.02 

15 0.288 0.287 1.00 

16 0.160 0.163 0.982 

17 0.231 0.234 0.987 

18 0.431 0.433 0.995 

19 0.169 0.168 1.01 

20 0.173 0.172 1.01 

21 0.389 0.387 1.01 

22 0.455 0.458 0.993 

23 0.202 0.201 1.00 

24 0.252 0.262 0.962 

25 0.361 0.351 1.03 

26 0.487 0.481 1.01 

27 0.219 0.218 1.00 

28 0.299 0.303 0.987 

29 0.315 0.325 0.969 

30 0.322 0.315 1.02 

31 0.488 0.481 1.01 

32 0.219 0.218 1.00 

33 0.298 0.303 0.983 
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4.3 床応答スペクトル  

床応答スペクトル（ｈ＝１％及びｈ＝５％）の比較を第 4.3－1 図～第 4.3

－16図に示す。 

 

 

第 4.3－1図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 1.3m（質点番号 34）） 

 

 

第 4.3－2図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 15.3m（質点番号 4）） 
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第 4.3－3図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 42.8m（質点番号 8）） 

 

 

第 4.3－4図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 63.5m（質点番号 6）） 
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第 4.3－5図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 1.3m（質点番号 34）） 

 

 

第 4.3－6図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 15.3m（質点番号 1）） 
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第 4.3－7図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 42.8m（質点番号 5）） 

 

 

第 4.3－8図 床応答スペクトル（h=1%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 63.5m（質点番号 3））  
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第 4.3－9図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 1.3m（質点番号 34）） 

 

 

第 4.3－10 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 15.3m（質点番号 4）） 
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第 4.3－11 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 42.8m（質点番号 8）） 

 

 

第 4.3－12 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＮＳ方向 ＥＬ 63.5m（質点番号 6）） 
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4条－別紙 2－参 1－17 

 

第 4.3－13 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 1.3m（質点番号 34）） 

 

 

第 4.3－14 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 15.3m（質点番号 1）） 
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4条－別紙 2－参 1－18 

 

第 4.3－15 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 42.8m（質点番号 5）） 

 

 

第 4.3－16 図 床応答スペクトル（h=5%）の比較 

（ＥＷ方向 ＥＬ 63.5m（質点番号 3）） 
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4条－別紙 2－参 1－19 

4.4 接地率の比較  

接地率の比較を第 4.4－1表に示す。 

 

第 4.4－1表 接地率の比較 

地震応答解析モデル 
接地率η(%) 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

今回工認モデル 68.9 82.3 

付着力考慮モデル 100 100 

    

 

5. 付着力の考慮の有無による建物応答への影響の検討結果 

原子炉建物を対象とし，今回工認モデルと付着力考慮モデルを用いた地震

応答解析を行った結果，付着力により接地率は改善され，両モデルとも同等

の応答値を示した。このことから，付着力の考慮の有無による建物応答（水

平方向）への影響は軽微である。 

 

6. 参考文献 

(1) 田中英朗ほか：基礎底面の付着力を考慮した基礎浮き上がり解析法，日本建

築学会学術講演梗概集（中国），2008年 9月，pp.1069－1070 
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4条－別紙 2－参 2－1 

参考資料－2 

 

岩盤－レベルコンクリート間における付着力試験実施後の破断面について 

 

1. 概要 

岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験実施後の破断面の写真及びスケッ

チ図に基づき考察を行う。 

 

2. 岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験実施後の破断面の状況 

  第 2－1図，第 2－2図に黒色頁岩－レベルコンクリート間及び凝灰岩－レベ

ルコンクリート間における付着力試験後の破断面の状況（写真及びスケッチ図）

を示す。 

  岩種に関わらず，岩盤面には薄いコンクリートの層が広く付着しているが，

破断位置はいずれも岩盤とレベルコンクリートの境界面であったことから，試

験値は岩盤とレベルコンクリート間の付着力を示しているといえる。 
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4条－別紙 2－参 2－2 

 
第 2－1 図（１） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－3 

 
第 2－1 図（２） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 

 

 

      コンクリート 

      岩片 

      骨材 

      空洞痕 

凡
例 

      岩盤 

      コンクリート片 

      コンクリートが薄く付着 

      空洞痕 

凡
例 

157



4条－別紙 2－参 2－4 

 
第 2－1 図（３） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－5 

 
第 2－1 図（４） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－6 

 
第 2－1 図（５） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－7 

 
第 2－1 図（６） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－8 

 
第 2－1 図（７） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－9 

 

第 2－1 図（８） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－10 

 
第 2－1 図（９） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－11 

 
第 2－1 図（10） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－12 

 
第 2－1 図（11） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－13 

 
第 2－1 図（12） 付着力試験後の破断面の状況 

（黒色頁岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－14 

 
第 2－2 図（１） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－15 

 
第 2－2 図（２） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－16 

 
第 2－2 図（３） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 

 

 

      コンクリート 

      岩片 

      骨材 

      空洞痕 

凡
例 

      岩盤 

      コンクリート片 

      コンクリートが薄く付着 

      空洞痕 

凡
例 

170



4条－別紙 2－参 2－17 

 
第 2－2 図（４） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－18 

 

第 2－2 図（５） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－19 

 
第 2－2 図（６） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－20 

 
第 2－2 図（７） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－21 

 
第 2－2 図（８） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－22 

 
第 2－2 図（９） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－23 

 
第 2－2 図（10） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－24 

 

第 2－2 図（11） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 2－25 

 
第 2－2 図（12） 付着力試験後の破断面の状況 

（凝灰岩－レベルコンクリート） 
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4条－別紙 2－参 3－1 

参考資料－3 

 

設定付着力に関する統計的な考察について 

 

1. 概要 

今回設定した付着力について統計的な観点も含めた考察を行う。 

 

2. 岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験結果と設定付着力の関係 

  第 2－1図に岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験結果と設定付着力の関

係を示す。 

  設定付着力（0.40N/mm2）は，平均値の小さい黒色頁岩の平均値（0.81N/mm2）

に対して－1.58σに相当する。参考として，凝灰岩の平均値（1.15N/mm2）に対

して－3.13σ，黒色頁岩と凝灰岩を合わせた全体の平均値（0.98N/mm2）に対し

て－1.93σとなる。 

なお，試験結果のばらつきについて，岩種毎に評価した場合は試験によるも

のであるが，岩盤全体として評価した場合には試験によるものと岩種の違い 

によるものが含まれている。 
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第 2－1 図 岩盤－レベルコンクリート間の付着力試験の結果と 

設定付着力の関係 
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4条－別紙 2－参 4－1 

参考資料－4 

 

試験地盤と建物直下地盤の同等性について 

 

1. 概要 

試験地盤は，建物直下地盤から離れているため，両者の同等性を確認し試験

地盤における付着力試験結果を基に設定した付着力を建物直下地盤に適用する

ことの妥当性を以下に示す。 

 

2. 検討方法 

  試験地盤と建物直下地盤の同等性について，地質・地質構造の観点から比較

を行う。また，参考に岩盤物性の観点からも比較を行う。 

  試験地盤と建物直下地盤の同等性確認の流れを第 2－1図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 2－1 図 試験地盤と建物直下地盤の同等性確認の流れ 

地質・地質構造の比較 

地盤が同様の堆積環境で形成されたもの 
であり，同一の地層区分であることを確認 

岩相，岩級が同一であることを確認 

試験地盤と建物直下地盤は 
同等の岩盤である 

《参考》岩盤物性の比較 
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4条－別紙 2－参 4－2 

3. 試験地盤と建物直下地盤の地質・地質構造の比較 

3.1  敷地地盤について 

  敷地地盤における地質断面図を第 3－1図に示す。また，２号炉エリア（１号

炉エリア含む）及び３号炉エリアの地質・地質構造を補足資料－3に示す。 

敷地地盤は，新第三紀中新世の堆積岩類から成る成相寺層と貫入岩類から構

成されており，２号炉及び３号炉原子炉建物基礎地盤周辺は北に向かって約 10

～30°傾斜している。 

これまでのボーリング調査の結果，成相寺層中において，連続性の高い堆積

層（フローユニット）が，２号炉エリア（１号炉エリア含む）から３号炉エリ

アまで連続していることを確認しており，試験地盤及び建物直下地盤を構成す

る地質は，いずれもこの連続性の高い堆積層の上位に位置し，同一の「下部頁

岩部層」に区分される。 

このことから，試験地盤及び建物直下地盤の地質は，同様の堆積環境で形成

されたものであり，岩相及び岩種が同一であれば，両者の岩盤は同等であると

判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

第 3－1 図 敷地地盤における地質断面図 

  

東西断面 

南北断面 
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4条－別紙 2－参 4－3 

3.2  試験地盤と建物直下地盤の岩相及び岩級について 

   試験地盤と建物直下地盤の岩相及び岩級の比較を行う。 

 (1) 岩相の比較 

   試験地盤と建物直下地盤における岩相の比較を第 3－2図に示す。 

   試験地盤は黒色頁岩及び凝灰岩で構成されており，建物直下地盤は試験地盤

と同様に黒色頁岩，凝灰岩及びこれらの互層が広く分布している。 

   また，試験地盤が局所的であるため，試験地盤を含む建物直下地盤（３号炉）

及び原子炉建物南側に隣接する原子炉建物南側地盤における岩相区分の比較

を行う。第 3－3図にそれぞれの地盤における岩相区分及び位置関係を示す。 

   いずれの地盤においても主に黒色頁岩及び凝灰岩から構成されている。 
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4条－別紙 2－参 4－6 

(2) 岩級の比較 

試験地盤と建物直下地盤における岩級区分の比較を第 3－4図に示す。 

試験地盤における岩級は主にＣＨ級であり，建物直下地盤における岩級は試

験地盤と同様に主にＣＨ級である。 

また，試験地盤が局所的であるため，試験地盤を含む建物直下地盤（３号炉）

及び原子炉建物南側に隣接する原子炉建物南側地盤における岩級区分の比較

を行う。第 3－5図にそれぞれの地盤における岩級区分及び位置関係を示す。 

いずれの地盤においても岩級は主にＣＨ級である。 
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4条－別紙 2－参 4－9 

4. 試験地盤と建物直下地盤の岩盤物性値の比較 

参考として，試験地盤と建物直下地盤（２号炉）の岩盤物性値の比較を行う。 

岩盤物性値については，「ＪＮＥＳ報告書」によると，「直接引張試験によ

る付着力は岩盤の圧裂引張強度の順と同じ傾向となった。注１」とされているこ

とから，付着力は岩盤の圧裂引張強度と関係性があると判断し，ここでは試験

地盤と建物直下地盤（２号炉）における圧裂引張強度注２の比較を行う。併せて

３号炉原子炉建物直下地盤における圧裂引張強度注３も示す。 

  第 4－1図に試験地盤及び建物直下地盤（２号炉及び３号炉）における圧裂引

張強度の比較を示す。 

黒色頁岩，凝灰岩とも試験地盤の圧裂引張強度の平均値は，建物直下地盤（２

号炉）の圧裂引張強度の平均値と同程度であり，試験地盤の個々の圧裂引張強

度も建物直下地盤（２号炉）の±１σの範囲内に概ね収まっていることから，

試験地盤と建物直下地盤（２号炉）は同等の岩盤である。また，３号炉建物直

下地盤の値とも同程度であることを確認した。 

 

 注１：「ＪＮＥＳ報告書」では，岩盤物性試験として，一軸圧縮強度，圧裂引張強度，超音波伝

播速度を計測しており，このうち圧裂引張強度の順と付着力の順が同じ傾向(砂岩＞花崗

岩＞凝灰岩)となったことが示されている。 

 注２：島根２号炉原子炉建物位置のボーリング孔から採取した試料による試験。 

（島根原子力発電所原子炉設置許可変更申請書（平成 25年 12月 25日）） 

 注３：島根３号炉原子炉建物位置のボーリング孔から採取した試料による試験。 

（島根原子力発電所原子炉設置許可変更申請書（平成 17年 4月 26 日）） 
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第 4－1 図（１） 試験地盤及び建物直下地盤（２号炉及び３号炉） 

における岩盤の圧裂引張強度の比較（黒色頁岩） 

第 4－1 図（２） 試験地盤及び建物直下地盤（２号炉及び３号炉） 

における岩盤の圧裂引張強度の比較（凝灰岩） 
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4条－別紙 2－参 4－11 

5. まとめ 

  試験地盤と建物直下地盤の同等性を地質・地質構造の観点から確認した。 

  試験地盤と建物直下地盤の地質が同様の堆積環境で形成されたものであり，

同一の地層区分であることを確認した。 

試験地盤と建物直下地盤の岩相は主に黒色頁岩及び凝灰岩で構成されている

こと，及び岩級はＣＨ級であり，岩相及び岩級が同一であることを確認した。 

  また，参考として，試験地盤と建物直下地盤の岩盤物性値（圧裂引張強度）

を比較し，同程度であることを確認した。 

 

  以上より，試験地盤と建物直下地盤は同等のものであり，試験地盤における

付着力試験結果を基に設定した付着力を建物直下地盤に適用することは妥当で

あると判断する。 
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4条－別紙 2－補 1－1 

補足資料－1 

 

既工認実績における付着力試験方法との比較 

 

島根サイトと既工認実績における付着力試験方法を第１表に示す。なお，参考

に「ＪＮＥＳ報告書」及び地盤工学会の「岩盤の原位置一軸引張り試験方法」の

試験方法も同表に示す。 

 

第１表 島根サイトと既工認実績における付着力試験方法の比較 

サイト 試験体形状 
接合面の凹凸の

状態 

レベルコンクリート 

対象岩種等 標本数 圧縮強度 

(N/mm2) 
養生日数 

島根 
直円柱① 

(φ10㎝) 
10mm程度② 18③ ７日④ 

黒色頁岩， 

凝灰岩 
24⑤(１岩種当り 12) 

既
工
認
実
績 

高浜 
直四角柱 

(10㎝×10㎝) 
10～20mm程度 15 27日 流紋岩 27 

大飯 
直四角柱 

(10㎝×10㎝) 
10～20mm程度 15 28日 石英閃緑岩 19 

美浜 
直四角柱 

(10㎝×10㎝) 
10～20mm程度 15 28日 花崗岩 15(現地)＋25(室内) 

川内＊１ 
直四角柱 

(10㎝×10㎝) 
木ごて仕上げ 

15 62～68日 レベルコンクリート 
3 

30 31～37日 基礎コンクリート 

参
考 

ＪＮＥＳ 

報告書 

直四角柱 
(10㎝×10㎝) 

10～20mm 
程度 

15 28日 
花崗岩，砂岩， 

凝灰岩 
36(1岩種当り 12) 

直四角柱 
(150㎝×150㎝) 

粗面(80mm程度) 
平滑面(20mm程度) 

15 28日 花崗岩 6(1水準当り 3) 

地盤 

工学会 

直円筒，直円柱， 
直四角柱 

(100～1000mm) 
規定なし 規定なし 規定なし 

軟岩から硬岩まで 

を対象 
3以上 

《既工認実績と異なる方法を採用した理由》 
① コンクリートの充填性を考慮し試験体形状を直円柱とした。なお，地盤工学会の試験方法では直円柱も採用されている。 

② 「ＪＮＥＳ報告書」によると，「岩盤表面の凹凸状況の差が接合面の剥離性状にほとんど影響を及ぼしていないことが
認められた。」とあることから，接合面の凹凸による付着力への影響は軽微であると考え 10mm程度に設定した。 

③ 市中生コンプラントで調達可能で最も低いＦｃ＝18N/mm2とした。 

④ 養生期間を短縮するため，早強コンクリート(調合材齢７日)を採用した。 
⑤ 標本数は，「ＪＮＥＳ報告書」を参考に１岩種当り 12 個とした。なお，地盤工学会の試験方法では３個以上とされて

いる。 

＊１：「ＪＮＥＳ報告書」のレベルコンクリートと基礎コンクリート間の付着力試験結果を用いている。 

注：他サイトの情報等に係る記載内容については，公開資料を基に当社の責任において記載したものです。 
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4条－別紙 2－補 2－1 

補足資料－2 

 

既工認実績における設定付着力との比較 

 

島根サイトと既工認実績における設定付着力の比較を第１表に示す。 

島根サイトの設定付着力は既工認実績と比較しても試験結果に対して十分な保

守性を考慮した値である。 

 

第１表 島根サイトと既工認実績における設定付着力の比較 

サイト 建物 

採用する地震 

応答解析モデル 
(基礎浮上り評価法) 

付着力の設定 

試験の平均値 

(N/mm2) 

試験の 
最小値 
(N/mm2) 

設定 
付着力 
(N/mm2) 

保守性の考え方等 

島根 

廃棄物処理建物 
ジョイント要素を 

用いた３次元 

ＦＥＭモデル＊１ 1.15(凝灰岩) 
0.81(黒色頁岩) 

0.50 0.40 

２種の岩種のうち平均値の小さい

黒色頁岩の平均値に対して２倍の
安全率を考慮するとともに最小値
0.50を下回るよう設定 制御室建物 

ＳＲモデル＊２ 
(浮上り非線形 

地震応答解析) 

既
工
認
実
績 

高浜 中間建屋 

ジョイント要素を 

用いた３次元 
ＦＥＭモデル＊１ 

0.92 0.55 0.3 

平均値に対して十分な余裕を考慮

するとともに最小値 0.55 を下回る
よう設定 

大飯 制御建屋 

ジョイント要素を 

用いた３次元 
ＦＥＭモデル＊１ 

0.71 0.44 0.3 

平均値に対して十分な余裕を考慮

するとともに最小値 0.44 を下回る
よう設定 

美浜 原子炉建屋 
ジョイント要素を 
用いた３次元 

ＦＥＭモデル＊１ 
0.91 0.57 0.91 

補足説明資料において工認ケース
との比較ケース(側面回転ばね非考
慮モデル)に平均値を設定＊３ 

川内＊１ 
ディーゼル建屋， 

主蒸気管建屋 

基礎固定 

モデル＊２ 
0.61 0.50 0.6 

「ＪＮＥＳ報告書」のレベルコンク
リートと基礎コンクリート間の試
験結果を基に設定 

＊１：ジョイント要素に付着力を考慮。 

＊２：基礎浮上りが発生しないために必要な付着力が設定付着力を超えないことを確認。 

＊３：工認ケースにおいては，付着力を考慮していない。 

注：他サイトの情報に係る記載内容については，公開資料を基に当社の責任において記載したものです。 
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4条－別紙 2－補 3－1 

補足資料－3 

 

島根原子力発電所 敷地の地質・地質構造について 

(第 223回審査会合資料再掲) 

 

以下に，島根原子力発電所の２号炉エリア（１号炉エリア含む）及び３号炉エ

リアの地質・地質構造を示す（第 233回審査会合，資料 2－1の再掲）。 

 

 

第 223回審査会合 

資料２‐1 P９再掲 
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4条－別紙 2－補 3－2 

 

 

 

第 223回審査会合 

資料２‐1 P10再掲 

第 223回審査会合 
資料２‐1 P11再掲 
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4条－別紙 2－補 3－3 

 

 

 

第 223回審査会合 
資料２‐1 P12再掲 

第 223回審査会合 
資料２‐1 P13再掲 
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4条－別紙 2－補 3－4 

 

 

 

第 223回審査会合 
資料２‐1 P15再掲 

第 223回審査会合 

資料２‐1 P17再掲 
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4条－別紙 2－補 3－5 

 

 

 

第 223回審査会合 
資料２‐1 P18再掲 

第 223回審査会合 

資料２‐1 P20再掲 

注：３号炉の地質断面図では，２号炉の地質断面図で互層として区分していた地質を細分している。 
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4条－別紙 2－補 3－6 

 

 

第 223回審査会合 

資料２‐1 P21再掲 

第 223回審査会合 
資料２‐1 P22再掲 

注：３号炉の地質断面図では，２号炉の地質断面図で互層として区分していた地質を細分している。 
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4条－別紙 2－補 4－1 

補足資料－4 

 

建物直下地盤周囲の地盤状況について 

 

建物直下地盤周囲の地盤状況として，原子炉建物南側に隣接した土木構造物（第

１ベントフィルタ格納槽及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽）の設置地盤にお

ける岩相区分及び岩級区分を第１図に示す。 

建物直下地盤周囲における岩相は黒色頁岩（一部凝灰質頁岩）及び凝灰岩が確

認され，岩級は主にＣＨ級であることから，試験地盤は建物直下地盤と同等の地

盤である。 

 

        
 

 

   
 

（第１ベントフィルタ格納槽） 

第１図（１） 原子炉建物南側に隣接する土木構造物の設置地盤における 

岩相区分及び岩級区分 

岩相区分              岩級区分 

掘削面（T.P.－5.0m） 

200



4条－別紙 2－補 4－2 

        

 

 

    
 

 

 

（低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽） 

第１図（２） 原子炉建物南側に隣接する土木構造物の設置地盤における 

岩相区分及び岩級区分 

岩相区分              岩級区分 

※：岩相区分及び岩級区分と方位を合わせるため， 
写真を 180°回転させている。 

掘削面（T.P.－1.6m） 
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別紙－10  

 

 

 

 

島根原子力発電所２号炉 

 

 

水平２方向及び鉛直方向地震力の 

適切な組合せに関する検討について 

（耐震）  
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1. はじめに

今回，新たに水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる耐震設計に係る技

術基準が制定されたことから，従来の設計手法における水平１方向及び鉛直方向

地震力を組み合わせた耐震設計に対して，施設の構造特性から水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せによる影響の可能性があるものを抽出し，施設が有する耐

震性に及ぼす影響を評価する。本資料は，検討対象施設における評価対象部位の

抽出方法と抽出結果，並びに影響評価の方針について記すものである。なお，評

価対象部位の抽出結果及び影響評価結果については，工認段階で説明する。 

2. 水平２方向及び鉛直方向地震力による影響評価に用いる地震動

2.1 島根原子力発電所の基準地震動 

島根原子力発電所の基準地震動Ｓｓは，「敷地ごとに震源を特定して策定す

る地震動」と「震源を特定せず策定する地震動」を評価して，これらの評価結

果に基づき策定している。「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」とし

ては，応答スペクトルに基づく地震動評価及び断層モデルを用いた手法による

地震動評価を実施し，その結果を踏まえ，応答スペクトルに基づく地震動とし

て基準地震動Ｓｓ－Ｄ，断層モデルを用いた地震動としてＳｓ－Ｆ１及びＳｓ

－Ｆ２を策定している。また，「震源を特定せず策定する地震動」として基準

地震動Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２を策定している。 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２

のスペクトル図（水平方向）を第 2.1－1 図に，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－

Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２のスペクトル図（鉛直方向）を

第 2.1－2図に示す。 
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第 2.1－1図 基準地震動Ｓｓの応答スペクトル（水平方向） 

10
000

変
位

周期

速
度

加
速
度

10
00

100
10

1

0.1

0.01

0.001

(h=0.05)

(cm/s)

(c
m

/s
 )

(cm
)

(s)

2

10
000

0
20

00

50
0

20
0

10
0

50

10

0.
1

1

 基準地震動Ss-N1H

 基準地震動Ss-N2H（NS成分）

 基準地震動Ss-N2H（EW成分）

 基準地震動Ss-DH

 基準地震動Ss-F1H（NS成分）

 基準地震動Ss-F1H（EW成分）

 基準地震動Ss-F2H（NS成分）

 基準地震動Ss-F2H（EW成分）

0.01 0.1 1 100.02 0.05 0.2 0.5 2 5
0.1

1

10

100

1000

500

50

5

0.5

200

20

2

0.2

4条－別紙10－2

207



 

 

  

 

 

第 2.1－2図 基準地震動Ｓｓの応答スペクトル（鉛直方向） 
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 2.2 水平２方向及び鉛直方向地震力による影響評価に用いる地震動 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる基準地震

動は，複数の基準地震動における地震動の特性及び包絡関係と施設の特性によ

る影響も考慮した上で選定し，本影響評価に用いる。 
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3. 各施設における水平２方向及び鉛直方向地震力の影響評価 

 3.1 建物・構築物 

  3.1.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計手法の考え方 

従来の設計手法では，建物・構築物の地震応答解析において，水平方向

及び鉛直方向の地震動を質点系モデルに方向ごとに入力し，解析を行って

いる。また，原子炉施設における建物・構築物は，全体形状及び平面レイ

アウトから，地震力を主に耐震壁で負担する構造であり，剛性の高い設計

としている。 

水平方向の地震力に対しては，せん断力について評価することを基本と

し，建物・構築物に生じるせん断力に対して，地震時の力の流れが明解と

なるように，直交する２方向に釣合いよく配置された鉄筋コンクリート造

耐震壁を主な耐震要素として構造計画を行う。地震応答解析は，水平２方

向の耐震壁に対して，それぞれ剛性を評価し，各水平方向に対して解析を

実施している。したがって，建物・構築物に対し，水平２方向の入力があ

る場合，各方向から作用するせん断力を負担する部位が異なるため，水平

２方向の入力がある場合の評価は，水平１方向にのみ入力がある場合と同

等な評価となる。 

鉛直方向の地震力に対しては，軸力について評価することを基本として

いる。建物・構築物に生じる軸力に対して，鉄筋コンクリート造耐震壁を

主な耐震要素として構造計画を行う。 

入力方向ごとの耐震要素について，第 3.1.1－1 図及び第 3.1.1－2 図に

示す。 

従来設計手法における建物・構築物の応力解析による評価は，上記の考

え方を踏まえた地震応答解析から算出された応答を，水平１方向及び鉛直

方向に組み合わせて行っている。 

また，排気筒については，斜め方向に作用する地震力に対して隅柱（主

柱材）の軸力が大きくなる場合を想定した検討も実施している。 
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(a) 水平方向 

 

 

 

 

 

 

(b) 鉛直方向 

第 3.1.1－1図 入力方向ごとの耐震要素（矩形） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 水平方向 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 鉛直方向 

第 3.1.1－2図 入力方向ごとの耐震要素（円筒形） 

  

Ｘ方向入力 

Ｙ方向入力 

Ｘ方向応答 

Ｙ方向応答 

y 

x 

Ｘ方向入力 

Ｙ方向入力 

Ｘ方向応答 

Ｙ方向応答 

y 

x 

Ｚ方向入力 

Ｚ方向軸力 

せん断力，軸力を 

負担する耐震壁 

Ｚ方向入力 

Ｚ方向軸力 

せん断力，軸力を 

負担する耐震壁 

4条－別紙10－6

211



  3.1.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

建物・構築物において，従来設計手法に対して水平２方向及び鉛直方向

地震力を考慮した場合に影響を受ける可能性がある部位の評価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設及びその間接支持構造物，常設耐震重要重大

事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設

並びにこれらの施設への波及的影響防止のために耐震評価を実施する部位

とする。 

対象とする部位について，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る影響が想定される応答特性から，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる影響を受ける可能性のある部位を抽出する。 

応答特性から抽出された，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る影響を受ける可能性のある部位は，既往の評価結果の荷重又は応力の算

出結果等を水平２方向及び鉛直方向に組み合わせ，各部位に発生する荷重

や応力を算出し，各部位が有する耐震性への影響を確認する。 

各部位が有する耐震性への影響があると確認された場合は，詳細な手法

を用いた検討等，新たな設計上の対応策を講じる。 

影響検討のフローを第 3.1.2－1図に示す。 

 

   (1) 耐震評価上の構成部位の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位を整理し，各建物・構築物に

おいて，該当する耐震評価上の構成部位を網羅的に確認する。 

 

   (2) 応答特性の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せによる影響が想定される応答特性を整理する。応答特

性は，荷重の組合せによる影響が想定されるもの及び３次元的な建物挙動か

ら影響が想定されるものに分けて整理する。 

 

   (3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出 

整理した耐震評価上の構成部位について，水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せによる影響が想定される応答特性のうち，荷重の組合せによる応答

特性により，耐震性への影響が想定される部位を抽出する。 

 

   (4) ３次元的な応答特性が想定される部位の抽出 

従来設計手法における応答特性が想定される部位として抽出されなかっ

た部位について，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し，３次元的

な応答特性により，耐震性への影響が想定される部位を抽出する。 
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   (5) ３次元解析モデルによる精査 

３次元的な応答特性が想定される部位として抽出された部位について，３

次元解析モデルを用いた精査を実施し，水平２方向及び鉛直方向地震力の組

合せにより，耐震性への影響が想定される部位を抽出する。 

また，３次元的な応答特性が想定される部位として抽出されなかった部位

についても，局所応答の観点から，３次元解析モデルによる精査を実施し，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せにより，耐震性への影響が想定され

る部位を抽出する。 

局所応答に対する３次元解析モデルの精査は，施設の重要性，建物規模及

び構造特性を考慮し，原子炉建物の３次元ＦＥＭモデルを用いた地震応答解

析又は応力解析による精査を代表させて行う。 

 

   (6) 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価においては，従来

設計手法の水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる局部評価の荷重

又は応力の算出結果等を用い，水平２方向及び鉛直方向地震力を組み合わせ

る方法として，米国 REGULATORY GUIDE 1.92 (注 1) の「2. Combining Effects 

Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を参考として，

組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）等の最大応答の非同時性を考慮した地震力

を設定する。 

評価対象として抽出した耐震評価上の構成部位について，構造部材の発生

応力等を適切に組み合わせることで，各部位の設計上の許容値に対する評価

を実施し，各部位の耐震性への影響を評価する。 

注 1：REGULATORY GUIDE 1.92 “COMBINING MODAL RESPONSES AND SPATIAL 

COMPONENTS IN SEISMIC RESPONSE ANALYSIS” 

 

   (7) 機器・配管系への影響検討 

評価対象として抽出された部位が，耐震重要施設，常設耐震重要重大事故

防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設の機

器・配管系の間接支持機能を有する場合，機器・配管系に対し，水平 2方向

及び鉛直方向入力時と水平1方向入力時の加速度応答スペクトルを比較する

等，応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認さ

れた場合，機器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，(5)の精査にて，建物・構築物の影響の観点から抽出されなかった

部位であっても，３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析結果から，機器・

配管系への影響の可能性が想定される部位について検討対象として抽出す

る。 
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第 3.1.2－1図 水平２方向及び鉛直方向地震力による 

影響検討のフロー 
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  3.1.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出 

   (1) 耐震評価上の構成部位の整理 

建物・構築物の耐震評価上の構成部位を整理し，各建物・構築物において，

該当する耐震評価上の構成部位を網羅的に確認した。確認した結果を第

3.1.3－1表に示す。 
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－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部

 
○

 
－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨

 

ブ
レ
ー
ス

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
（
斜
材
）

 
－
 

－
 

床
 

屋
根

 
一
般
部

 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

基
礎

 
矩
形

 
○

 
－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

杭
基
礎

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例

 
○
：
対
象
の
構
造
部
材
あ
り
，
－
：
対
象
の
部
材
な
し

 

※
：
本
表
は
，
今
後
の
審
査
進
捗
（
詳
細
設
計
）
に
応
じ
て
見
直
し
を
行
い
ま
す
。
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第
3.
1.
3
－

1
表

 
建
物
・
構
築
物
に
お
け
る
耐
震
評
価
上
の
構
成
部
位
の
整
理

 
（

2/
2
）

 

耐
震
性
評
価
部
位

 

１
号
炉
原
子
炉
建
物

 
１
号
炉
タ
ー
ビ
ン
建
物

 
１
号
炉

 

廃
棄
物

 

処
理
建
物

 

サ
イ
ト
バ
ン
カ

 

建
物
 

サ
イ
ト
バ
ン
カ

 

建
物
(
増
築
部

) 

１
号
炉

 

排
気
筒

 

排
気
筒

 

モ
ニ
タ
室

 

燃
料
移
送
ポ
ン
プ

エ
リ
ア
竜
巻
防
護

対
策
設
備

 
 

上
部
鉄
骨

 
 

上
部
鉄
骨

 

S
造
，
 

R
C
造

 

S
造
，
 

R
C
造

 
R
C
造
 

S
造
，
S
R
C

造
，
RC

造
 

R
C
造
 

S
造
，

S
RC

造
，

R
C
造
 

R
C
造

 
S
造
，

RC
造

 
R
C
造
 

Ｓ
造

 

柱
 

一
般
部

 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

○
 

隅
部

 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
（
主
柱
材
） 

－
 

○
 

地
下
部

 
○

 
－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

梁
 

一
般
部

 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
（
水
平
材
） 

○
 

○
 

地
下
部

 
○

 
－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨

 

ト
ラ
ス

 
－

 
○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部

 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

円
筒
部

 
○

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部

 
○

 
－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨

 

ブ
レ
ー
ス

 
－

 
○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
（
斜
材
）

 
－

 
○

 

床
 

屋
根

 
一
般
部

 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

基
礎

 
矩
形

 
○

 
－
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

杭
基
礎

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例

 
○
：
対
象
の
構
造
部
材
あ
り
，
－
：
対
象
の
部
材
な
し

 

※
：
本
表
は
，
今
後
の
審
査
進
捗
（
詳
細
設
計
）
に
応
じ
て
見
直
し
を
行
い
ま
す
。
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   (2) 応答特性の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，水平２方向及び鉛

直方向地震力の影響が想定される応答特性を整理した。応答特性は，荷重の

組合せによる影響が想定されるもの及び３次元的な建物挙動から影響が想

定されるものに分けて整理した。整理した結果を第 3.1.3－2表及び第 3.1.3

－3表に示す。また，応答特性を踏まえ，耐震評価上の構成部位に対する水

平２方向入力の考え方を第 3.1.3－4表に示す。 

なお，本資料は，一般的に想定される形状を前提として記載しているもの

であり，詳細設計においては，構造図に基づき各建物・構築物の部位の実状

を踏まえ検討を行う。 
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第 3.1.3－2表 水平２方向及び鉛直方向地震力の影響が 

想定される応答特性 

（荷重の組合せによる応答特性） 

荷重の組合せによる 

応答特性 
影響想定部位 

①－1 

直交する水平 

２方向の荷重

が，応力とし

て集中 

応力の集中する隅柱等 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①－2 

面内方向の 

荷重を負担 

しつつ， 

面外方向の 

荷重が作用 

土圧を負担する地下耐震壁等 

水圧を負担するプール壁等 

（例） 

 

 

 

 

 

  

荷重 

荷重 

荷重 

荷重 

応力が集中 

壁 

（隅柱）       （円筒壁） 

x 

y 

x 

y 

応力が集中 

荷重 

荷重 

水平荷重 水平荷重 

x y 
z 

（矩形の基礎版） 

x 

y 

面内荷重 

面外荷重（土圧，水圧等） 

耐震壁 

x 

y 
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第 3.1.3－3表 水平２方向及び鉛直方向地震力の 

影響が想定される応答特性 

（３次元的な応答特性） 

３次元的な応答特性 影響想定部位 

②－1 

面内方向の 

荷重に加え， 

面外慣性力 

の影響が大 

きい 

大スパン又は吹き抜け部に設置された部位 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②－2 

加振方向以 

外の方向に 

励起される 

振動 

塔状構造物等含む，ねじれ挙動が想定される建物・構築物 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（耐震構造部材） 

面内荷重 

面外慣性力 

耐震構造部材 

x 

y 

（鉄骨トラス） 

面内荷重 

面外慣性力 

x 
y z 

x 
y 

z 

x 

y 

（壁）        （鉄骨架構） 

面内荷重 
柱 ブレース 

x 

y 

（床・屋根）         （ブレース） 

耐震構造部材 

荷重 

x 

y 

荷重 
スラブ 

壁 
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第 3.1.3－4 表 耐震評価上の構成部位に対する水平２方向入力の 

考え方（1/2） 

耐震評価上 

の構成部材 
水平２方向入力の考え方 

柱 

一般部 耐震壁付構造の場合，水平入力による影響は小さい。 

隅部（端

部含む） 

独立した隅柱は，直交する地震荷重 

が同時に作用する。ただし， 

耐震壁付きの隅柱は，軸力が 

耐震壁に分散されることで影響は 

小さい。 

 

 

地下部 

地下外周柱は面内方向の荷重を負担しつつ面外 

方向(土圧)の荷重が作用する。ただし，外周部は 

耐震壁付のため，水平入力による影響は小さい。 

また，土圧が作用する方向にある梁及び壁が応力 

を負担することで，水平面外入力による影響は小 

さい。 

 

梁 

一般部 

大スパンや吹抜け部では面内方向の荷重に 

加え，面外慣性力が作用する。 

ただし，１方向のみ地震荷重を負担する 

ことが基本であり，また，床及び壁の拘束 

により面外荷重負担による影響は小さい。 

地下部 

地下外周梁は面内方向の荷重を負担しつつ面外方向(土圧)の荷重が作用する。

ただし，１方向のみ地震荷重を負担することが基本であり，また，床及び壁

の拘束により面外荷重負担による影響は小さい。 

鉄骨 

トラス 

大スパンや吹抜け部では面内方向の荷重に 

加え，面外慣性力が作用する。 

ただし，１方向のみ地震荷重を負担すること 

が基本であり，また，床による拘束があるた 

め，面外荷重負担による影響は小さい。 

  

【平面図】 【立面図】 

面内荷重 
面外慣性力 

x 

y 

荷重 

荷重 

x 

z 

耐震壁 荷重 

柱 

軸力 

面外荷重 
（土圧） 

荷重 

柱 梁（壁） 

y 

x 

荷重 
（面内方向） 

梁 

x 

y 
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第 3.1.3－4 表 耐震評価上の構成部位に対する水平２方向入力の 

考え方（2/2） 

                                    

  

耐震評価上 

の構成部材 
水平２方向入力の考え方 

壁 

一般部 

 

１方向のみ地震荷重を負担することが基本。 

円筒壁は直交する水平２方向の地震力に 

より，集中応力が作用する。 

 

 

地下部 

プール壁 

 

地下部分の耐震壁は，直交する方 

向からの地震時面外土圧荷重も受 

ける。同様にプール部の壁につい 

ては水圧を面外方向から受ける。 

 

鉄骨 

ブレース 

１方向のみ地震荷重を負担することが基本であり，ねじれによる荷重増

分は軽微と考えられ影響は小さい。 

床 

屋根 
一般部 

 

スラブは四辺が壁及び梁で拘束されて 

おり，水平方向に変形しにくい構造とな 

っており，水平地震力の影響は小さい。 

 

基礎 
矩形 

杭基礎 

 

直交する水平２方向の地 

震力により，集中応力が 

作用する。 

 

x 

y 

荷重 

荷重 

応力が集中 

壁 

（円筒壁） 

面内荷重 

面外荷重（水圧・土圧等） 

耐震壁 

x 

y 

x 

y 

荷重 

荷重 

スラブ 

耐震壁 

x 

y 

応力が集中 

荷重 

荷重 

荷重 

荷重 

（矩形基礎） （杭基礎） 

杭 
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   (3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出 

第 3.1.3－1表に示す耐震評価上の構成部位のうち，第 3.1.3－2表に示す

荷重の組合せによる応答特性により，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる影響が想定される部位を抽出した。抽出した結果を第 3.1.3－5 表

に示す。 

 

    a. 柱 

柱については，①－1「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中す

る」部位として，隅柱が考えられる。 

建物並びに原子炉建物（１号炉及び２号炉）及びタービン建物（１号炉及

び２号炉）の上部鉄骨の隅柱は，耐震壁又は鉄骨ブレース付きの隅柱であり，

軸力が耐震壁に分散されることから，応力集中による影響は小さいと考えら

れるため，該当しない。 

排気筒（１号炉及び２号炉）の隅柱（主柱材）が①－1 に該当するものと

して抽出した。 

①－2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」する部位

としては，土圧が作用する地下外周柱が考えられるが，耐震壁に囲まれてお

り，面内の荷重を負担しないことから，影響は小さいと考えられるため，該

当しない。 

 

    b. 梁 

梁の一般部及び鉄骨トラス部については，地震力の負担について方向性を

持っており，①－1「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中」する

部位は存在しない。 

①－2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」する部位

としては，土圧が作用する地下外周梁が考えられるが，床及び壁による面外

方向の拘束があるため，該当しない。 

 

    c. 壁 

矩形の壁については，地震力の負担について方向性を持っており，①－1

「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中」する部位は存在しない。 

独立した円筒壁は応力の集中が考えられる。ただし，原子炉建物のドライウ

ェル外側壁の様に，建物中央付近に位置し，その外側にあるボックス型の壁

とスラブで一体化されている場合は，①－1の部位に該当しない。 

①－2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」する部位

としては，土圧や水圧が作用する地下部やプール部が考えられ，各建物の地

下外壁，燃料プールの一般部の壁を，①－2に該当するものとして抽出した。 
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    d. 床及び屋根 

床及び屋根については，地震力の負担について方向性を持っており，①－

1「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中」する部位は存在しない。

また①－2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」する部

位も存在しない。 

 

    e. 基礎 

①－1「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中する」部位として，

矩形の基礎及び杭基礎が考えられる。 

矩形の基礎を有する各建物及び排気筒については，隅部への応力集中が考

えられるため，①－1に該当するものとして抽出した。 

また，①－2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」す

る部位としては，基礎は該当しない。 
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第
3.
1
.3
－

5
表

 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
に
よ
る
影
響
の
確
認
が
必
要
な
部
位
の
抽
出

 
（

1/
2）

 

（
荷
重
の
組
合
せ
に
よ
る
応
答
特
性
を
踏
ま
え
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
）

 

耐
震
性
評
価
部
位

 

原
子
炉
建
物

 

制
御
室
建
物

 

タ
ー
ビ
ン
建
物

 
廃
棄
物

 

処
理
建
物

 
排
気
筒

 
緊
急
時

 

対
策
所

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

 

発
電
機
建
物

 
 

燃
料
 

プ
ー
ル

 
上
部
鉄
骨

 
 

上
部
鉄
骨

 

R
C
造

 
R
C
造

 
S
造
，
S
R
C

造
，

RC
造
 

R
C
造
 

R
C
造

 
S
造
，

S
R
C

造
，

RC
造
 

R
C
造
 

S
造
，

RC
造
 

R
C
造
 

S
造
，

S
RC

造
，

R
C
造
 

柱
 

一
般
部

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 

隅
部
 

該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
①
－

1 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 

地
下
部

 
該
当
な
し

 
－

 
－

 
－
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 
－

 
－
 

－
 

梁
 

一
般
部

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 

地
下
部

 
該
当
な
し

 
－

 
－

 
－
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 
－

 
－
 

－
 

鉄
骨
 

ト
ラ
ス

 
－
 

－
 

該
当
な
し

 
－
 

－
 

該
当
な
し

 
－

 
－

 
－
 

－
 

壁
 

一
般
部

 
該
当
な
し

 
①
－

2 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 

円
筒
部

 
該
当
な
し

 
－

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部

 
①
－

2 
－

 
－

 
－
 

①
－

2 
－
 

①
－

2 
－

 
－
 

－
 

鉄
骨
 

ブ
レ
ー
ス

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

該
当
な
し

 
－
 

－
 

床
 

屋
根

 
一
般
部

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 

基
礎

 
矩
形
 

①
－

1 
－

 
－

 
①
－
1 

①
－

1 
－
 

①
－

1 
①
－

1 
①
－
1 

①
－
1 

杭
基
礎

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例

 
・
「
①
－

1
」：

応
答
特
性
「
直
交
す
る
水
平
２
方
向
の
荷
重
が
応
力
と
し
て
集
中
」

 

 
 
 
・
「
①
－

2
」：

応
答
特
性
「
面
内
荷
重
を
負
担
し
つ
つ
，
面
外
方
向
の
荷
重
が
作
用
」

 

※
：
本
表
は
，
今
後
の
審
査
進
捗
（
詳
細
設
計
）
に
応
じ
て
見
直
し
を
行
い
ま
す
。
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第
3.
1
.3
－

5
表

 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
に
よ
る
影
響
の
確
認
が
必
要
な
部
位
の
抽
出

 
（

2/
2）

 

（
荷
重
の
組
合
せ
に
よ
る
応
答
特
性
を
踏
ま
え
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
）

 

耐
震
性
評
価
部
位

 

１
号
炉
原
子
炉
建
物

 
１
号
炉
タ
ー
ビ
ン
建
物

 
１
号
炉

 

廃
棄
物

 

処
理
建
物

 

サ
イ
ト
バ
ン
カ

建
物

 

サ
イ
ト
バ
ン
カ

 

建
物

(
増
築
部

) 

１
号
炉

 

排
気
筒

 

排
気
筒

 

モ
ニ
タ
室

 

燃
料
移
送
ポ
ン
プ

エ
リ
ア
竜
巻
防
護

対
策
設
備

 
 

上
部
鉄
骨

 
 

上
部
鉄
骨

 

S
造
，
 

R
C
造

 

S
造
，

  

R
C
造

 
R
C
造
 

S
造
，
SR
C

造
，
R
C
造

 
R
C
造
 

S
造
，

S
RC

造
，

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，

RC
造
 

R
C
造

 
S
造

 

柱
 

一
般
部

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
－

 
－
 

該
当
な
し

 

隅
部
 

該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
①
－
1 

－
 

該
当
な
し

 

地
下
部

 
該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

梁
 

一
般
部

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 

地
下
部

 
該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ト
ラ
ス

 
－
 

該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
－
 

円
筒
部

 
該
当
な
し

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部

 
①
－
2 

－
 

①
－

2 
－
 

①
－

2 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ブ
レ
ー
ス

 
－
 

該
当
な
し

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 

床
 

屋
根

 
一
般
部

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
－
 

基
礎

 
矩
形
 

①
－
1 

－
 

①
－

1 
－
 

①
－

1 
①
－

1 
①
－

1 
①
－
1 

①
－
1 

－
 

杭
基
礎

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例

 
・
「
①
－

1
」：

応
答
特
性
「
直
交
す
る
水
平
２
方
向
の
荷
重
が
応
力
と
し
て
集
中
」

 

 
 
 
・
「
①
－

2
」：

応
答
特
性
「
面
内
荷
重
を
負
担
し
つ
つ
，
面
外
方
向
の
荷
重
が
作
用
」

 

※
：
本
表
は
，
今
後
の
審
査
進
捗
（
詳
細
設
計
）
に
応
じ
て
見
直
し
を
行
い
ま
す
。
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   (4) ３次元的な応答特性が想定される部位の抽出 

第 3.1.3－1 表に示す耐震評価上の構成部位のうち，荷重の組合せによる

応答特性が想定される部位として抽出されなかった部位について，第 3.1.3

－3表に示す３次元的な応答特性により，水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる影響が想定される部位を抽出した。抽出した結果を第 3.1.3－6

表に示す。 

 

    a. 柱 

(3)で抽出されている以外の各建物の柱は各部とも，両方向に対して断面

算定を実施しており，面外慣性力の影響も考慮済みであるため，②－1「面

内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」の部位には該当しない。 

各建物は，鉄筋コンクリート造耐震壁又は鉄骨造ブレースを主な耐震要素

として扱っており，地震力のほとんどを耐震壁又はブレースが負担する。ね

じれ振動の影響が想定される部位についても，ねじれを加味した構造計画を

行っており，②－2「加振方向以外の方向に励起される振動」に関しても該

当しない。 

 

    b. 梁 

各建物（ＲＣ造）の梁一般部及び地下部は剛性の高い床や耐震壁が付帯し，

面外方向の変形を抑制することから，②－1「面内方向の荷重に加え，面外

慣性力の影響が大きい」及び②－2「加振方向以外の方向に励起される振動」

に該当しない。 

原子炉建物（１号及び２号炉），タービン建物（１号及び２号炉）の上部

鉄骨の梁一般部及び鉄骨トラス部並びにサイトバンカ建物，燃料移送ポンプ

エリア竜巻防護対策設備の梁一般部は，面内方向の荷重に加え，面外慣性力

の影響が大きいと考えられることから，②－1の挙動が発生する部位に該当

するものとして抽出した。また，排気筒（１号及び２号炉）の梁一般部（水

平材）については，塔状構造物としてねじれ挙動が想定されることから，②

－2に該当するものとして抽出した。 

 

    c. 壁 

(3)で抽出されている以外の各建物の壁については，複数スパンにまたが

って直交方向に壁や大梁のない連続した壁が存在せず，ねじれのない構造で

あるため，②－1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」及

び②－2「加振方向以外の方向に励起される振動」に該当しない。 

また，排気筒（１号及び２号炉）の鉄骨ブレース（斜材）については，塔

状構造物としてねじれ挙動が想定されるため，②－2に該当するものとして

抽出した。 
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    d. 床及び屋根 

各建物の床及び屋根については，釣合いよく壁が配置されているため，②

－1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」及び②－2「加振

方向以外の方向に励起される振動」に該当しない。 

 

    e. 基礎 

矩形の基礎は，(3)の荷重の組合せによる応答特性を踏まえたスクリーニ

ングで抽出されている。 
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第
3.
1
.3
－

6
表

 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
に
よ
る
影
響
の
確
認
が
必
要
な
部
位
の
抽
出

 
（

1/
2）

 

（
３
次
元
的
な
応
答
特
性
を
踏
ま
え
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
）

 

耐
震
性
評
価
部
位

 

原
子
炉
建
物

 

制
御
室
建
物

 

タ
ー
ビ
ン
建
物

 
廃
棄
物

 

処
理
建
物

 
排
気
筒

 
緊
急
時

 

対
策
所

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

 

発
電
機
建
物

 
 

燃
料
 

プ
ー
ル

 
上
部
鉄
骨

 
 

上
部
鉄
骨

 

R
C
造
 

R
C
造

 
S
造
，

S
RC

造
，

R
C
造
 

R
C
造
 

R
C
造

 
S
造
，

S
RC

造
，
R
C
造
 

R
C
造

 
S
造
，

RC
造

 
R
C
造

 
S
造
，

S
RC

造
，

R
C
造

 

柱
 

一
般
部

 
不
要
 

－
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

不
要

 
－
 

不
要
 

不
要
 

隅
部
 

不
要
 

－
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

不
要

 
要
①
－

1 
不
要
 

不
要
 

地
下
部

 
不
要
 

－
 

－
 

－
 

不
要

 
－

 
不
要

 
－
 

－
 

－
 

梁
 

一
般
部

 
不
要
 

－
 

②
－

1 
不
要

 
不
要

 
不
要

(注
1)
 

不
要

 
②
－
2 

不
要
 

不
要
 

地
下
部

 
不
要
 

－
 

－
 

－
 

不
要

 
－

 
不
要

 
－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ト
ラ
ス

 
－

 
－

 
②
－

1 
－
 

－
 

不
要

(注
1)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部

 
不
要
 

要
①
－

2 
不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

不
要

 
－
 

不
要
 

不
要
 

円
筒
部

 
不
要
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部

 
要
①
－

2 
－

 
－
 

－
 

要
①
－

2 
－

 
要
①
－

2 
－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ブ
レ
ー
ス

 
－

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

②
－
2 

－
 

－
 

床
 

屋
根

 
一
般
部

 
不
要
 

不
要
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

不
要

 
－
 

不
要
 

不
要
 

基
礎

 
矩
形
 

要
①
－

1 
－

 
－
 

要
①
－

1 
要
①
－

1 
－

 
要
①
－

1 
要
①
－

1 
要
①
－

1 
要
①
－

1 

杭
基
礎

 
－

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例
 
・
要
：
荷
重
組
合
せ
に
よ
る
応
答
特
性
で
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
で
抽
出
済
み

 
（
注
１
）
大
ス
パ
ン
架
構
で
あ
る
が
，
下
部
に
上
位
ク
ラ
ス
施
設

 

・
不
要
：
評
価
不
要

 
が
な
い
た
め
不
要
と
す
る
。

 

 
 
 
・
「
①
－

1
」：

応
答
特
性
「
直
交
す
る
水
平
２
方
向
の
荷
重
が
応
力
と
し
て
集
中
」

 
※
：
本
表
は
，
今
後
の
審
査
進
捗
（
詳
細
設
計
）
に
応
じ
て
見
直
し

 

・
「
①
－

2
」：

応
答
特
性
「
面
内
荷
重
を
負
担
し
つ
つ
，
面
外
方
向
の
荷
重
が
作
用
」

 
を
行
い
ま
す
。

 

 
 
 
・
「
②
－

1
」：

応
答
特
性
「
面
内
方
向
の
荷
重
に
加
え
，
面
外
慣
性
力
の
影
響
が
大
き
い
」

 
 

 
 
 
・
「
②
－

2
」：

応
答
特
性
「
加
振
方
向
以
外
の
方
向
に
励
起
さ
れ
る
振
動
」
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第
3.
1
.3
－

6
表

 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
に
よ
る
影
響
の
確
認
が
必
要
な
部
位
の
抽
出

 
(2

/2
)
 

（
３
次
元
的
な
応
答
特
性
を
踏
ま
え
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
）

 

耐
震
性
評
価
部
位

 

１
号
炉
原
子
炉
建
物

 
１
号
炉
タ
ー
ビ
ン
建
物

 
１
号
炉

 

廃
棄
物

 

処
理
建
物

 

サ
イ
ト
バ
ン
カ

建
物

 

サ
イ
ト
バ
ン
カ

建
物

(
増
築
部

) 

１
号
炉

 

排
気
筒

 

排
気
筒

 

モ
ニ
タ
室

 

燃
料
移
送
ポ
ン
プ

エ
リ
ア
竜
巻
防
護

対
策
設
備

 
 

上
部
鉄
骨

 
 

上
部
鉄
骨

 

S
造
，

 

R
C
造

 

S
造
，
 

R
C
造

 
R
C
造
 

S
造
，

S
RC

造
，

RC
造

 
R
C
造

 
S
造
，

S
RC

造
，

R
C
造
 

R
C
造

 
S
造
，

RC
造

 
R
C
造

 
Ｓ
造
 

柱
 

一
般
部

 
不
要

 
不
要
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

－
 

－
 

不
要
 

隅
部
 

不
要

 
不
要
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

要
①
－

1 
－

 
不
要
 

地
下
部

 
不
要

 
－

 
不
要

 
－
 

不
要

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

梁
 

一
般
部

 
不
要

 
不
要

(注
1)
 

不
要

 
不
要

(注
1)
 

不
要

 
不
要

(注
1)
 

不
要
 

②
－
2 

不
要
 

②
－

1 

地
下
部

 
不
要

 
－

 
不
要

 
－
 

不
要

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ト
ラ
ス

 
－
 

不
要

(注
1)
 

－
 

不
要

(注
1)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部

 
不
要

 
不
要
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

－
 

不
要
 

－
 

円
筒
部

 
不
要

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部

 
要
①
－

2 
－

 
要
①
－

2 
－
 

要
①
－

2 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ブ
レ
ー
ス

 
－
 

不
要
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

②
－
2 

－
 

不
要
 

床
 

屋
根

 
一
般
部
 

不
要

 
不
要
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

－
 

不
要
 

－
 

基
礎

 
矩
形
 

要
①
－

1 
－

 
要
①
－

1 
－
 

要
①
－

1 
要
①
－

1 
要
①
－

1 
要
①
－

1 
要
①
－

1 
－

 

杭
基
礎

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例
 
・
要
：
荷
重
組
合
せ
に
よ
る
応
答
特
性
で
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
で
抽
出
済
み

 
（
注
１
）
大
ス
パ
ン
架
構
で
あ
る
が
，
下
部
に
上
位
ク
ラ
ス
施
設
が

 

・
不
要
：
評
価
不
要

 
な
い
た
め
不
要
と
す
る
。

 

 
 
 
・
「
①
－

1
」：

応
答
特
性
「
直
交
す
る
水
平
２
方
向
の
荷
重
が
応
力
と
し
て
集
中
」

 
※
：
本
表
は
，
今
後
の
審
査
進
捗
（
詳
細
設
計
）
に
応
じ
て
見
直
し

 

・
「
①
－

2
」：

応
答
特
性
「
面
内
荷
重
を
負
担
し
つ
つ
，
面
外
方
向
の
荷
重
が
作
用
」

 
を
行
い
ま
す
。

 

 
 
 
・
「
②
－

1
」：

応
答
特
性
「
面
内
方
向
の
荷
重
に
加
え
，
面
外
慣
性
力
の
影
響
が
大
き
い
」

 
 

 
 
 
・
「
②
－

2
」：

応
答
特
性
「
加
振
方
向
以
外
の
方
向
に
励
起
さ
れ
る
振
動
」
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   (5) ３次元的な応答特性が想定される部位の抽出結果 

建物・構築物において，３次元的な応答特性が想定されるとして抽出した

部位を第 3.1.3－7 表に示す。また，各耐震評価部位の代表評価部位の抽出

方法について下記に示す。 

 

    a. 応答特性②－1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい部位」 

梁（一般部・鉄骨トラス）について，大スパン架構であり，鉄骨トラスの

下部に上位クラス施設がある，原子炉建物（２号炉）の３次元的な応答特性

について精査を行う。 

 

    b. 応答特性②－2「加振方向以外の方向に励起される振動」 

梁（一般部）及び壁（鉄骨ブレース）について，重要設備である非常用ガ

ス処理系用排気筒を支持する排気筒（２号炉）の３次元的な応答特性につい

て精査を行う。 

 

    c. 局所的な応答 

耐震評価部位全般に対して，局所的な応答について精査を行う。精査は，

3.1.2（5）３次元解析モデルに基づく精査に基づき，施設の重要性，建物規

模及び構造特性を考慮し，原子炉建物（２号炉）を代表として評価する。 
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第 3.1.3－7表 ３次元解析モデルを用いた精査が必要な部位 

（注）下線部は代表として評価する建物・構築物を示す。 

凡例 ・「②－1」：応答特性「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」 

   ・「②－2」：応答特性「加振方向以外の方向に励起される振動」 

※：本表は，今後の審査進捗（詳細設計）に応じて見直しを行います。 

 

  

応答 

特性 
耐震評価部位 対象建物 代表評価部位 

②－1 梁 
一般部・ 

鉄骨トラス 

・原子炉建物（２号炉） 

・燃料移送ポンプエリア 

竜巻防護対策設備 

大スパン架構であり，鉄骨トラス

の下部に上位クラス施設がある，

原子炉建物（２号炉）の鉄骨トラ

スを評価する。 

②－2 

梁 一般部 
・排気筒（２号炉） 

・排気筒（１号炉） 

重要設備である非常用ガス処理系

用排気筒を支持する排気筒（２号

炉）の梁一般部（水平材）を評価

する。 

壁 鉄骨ブレース 
・排気筒（２号炉） 

・排気筒（１号炉） 

重要設備である非常用ガス処理系

用排気筒を支持する排気筒（２号

炉）の鉄骨ブレース（斜材）を評

価する。 

局所的 

な応答 

耐震評価 

部位全般 
・原子炉建物（２号炉） 

施設の重要性，建物規模及び構造

特性を考慮し，原子炉建物（２号

炉）を代表として評価する。 
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   (6) ３次元解析モデルによる精査の方針 

３次元的な応答特性が想定される部位として抽出した代表評価部位につ

いて，３次元解析モデルによる精査を行う。精査の方針を第 3.1.3－8 表に

示す。 

３次元解析モデルを用いた精査方法として，水平２方向及び鉛直方向を同

時入力時の応答の，水平１方向入力時の応答に対する増分が小さいことを確

認する。評価に用いる地震動については，2.2水平２方向及び鉛直方向地震

力による影響評価に用いる地震動に基づき，複数の基準地震動における地震

動の特性及び包絡関係と施設の特性による影響も考慮した上で選定し，本影

響評価に用いる。 
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第 3.1.3－8表 ３次元解析モデルを用いた精査の方針 

凡例 ・「②－1」：応答特性「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」 

   ・「②－2」：応答特性「加振方向以外の方向に励起される振動」 

※：本表は，今後の審査進捗（詳細設計）に応じて見直しを行います。 

  

応答 

特性 
耐震評価部位 対象建物 

3次元解析モデルを 

用いた精査方法 

3次元解析 

モデルを用いた 

精査結果 

②－1 梁 
一般部・ 

鉄骨トラス 

・原子炉建物 

（２号炉） 

水平２方向及び鉛直方向

入力時の応答の，水平 1

方向入力時の応答に対す

る増分が小さいことを確

認する。 

工認の補足説明

資料で準備 

②－2 

梁 一般部 
・排気筒 

（２号炉） 
同上 同上 

壁 
鉄骨 

ブレース 

・排気筒 

（２号炉） 
同上 同上 

局所的 

な応答 

耐震評価 

部位全般 

・原子炉建物 

（２号炉） 
同上 同上 
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  3.1.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出結果 

建物・構築物において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響

が想定されるとして抽出した部位を第 3.1.4－1表に示す。また，各耐震評

価部位の代表評価部位の抽出方法について下記に示す。 

 

   (1) 応答特性①－1「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中する部位」 

柱（隅部）について，重要設備である非常用ガス処理系用排気筒を支持す

る排気筒（２号炉）の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評

価を行う。 

基礎（矩形）について，対象建物・構築物の中で規模が比較的大きく，重

要な設備を多く内包している原子炉建物基礎（２号炉）の水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。 

 

   (2) 応答特性①－2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用す

る部位」 

壁（水圧・土圧作用部）について，対象建物・構築物の中で，上部に床等

の拘束がなく，面外荷重（水圧）の影響が大きいと考えられる燃料プール（２

号炉）の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。 

 

  

4条－別紙10－30

235



 

 

第 3.1.4－1表 水平２方向及び鉛直方向地震力による影響の 

確認が必要な部位 

応答 

特性 
耐震評価部位 対象建物・構築物 代表評価部位 

①－1 

柱 隅部 
・排気筒（２号炉） 

・排気筒（１号炉） 

重要設備である非常用ガス処

理系用排気筒を支持する排気

筒（２号炉）の隅柱（主柱材）

を代表として評価する。 

基 

礎 
矩形 

・原子炉建物（２号炉） 

・制御室建物 

・タービン建物（２号炉） 

・廃棄物処理建物（２号炉） 

・排気筒（２号炉） 

・緊急時対策所 

・ガスタービン発電機建物 

・原子炉建物（１号炉） 

・タービン建物（１号炉） 

・廃棄物処理建物（１号炉） 

・サイトバンカ建物 

・サイトバンカ建物（増築部） 

・排気筒（１号炉） 

・排気筒モニタ室 

建物規模が比較的大きく，重要

な設備を多く内包している等

の留意すべき特徴を有してい

る原子炉建物（２号炉）の基礎

を代表として評価する。 

①－2 壁 

水圧 

作用部 

 

地下部 

・燃料プール 

・原子炉建物（２号炉） 

・タービン建物（２号炉） 

・廃棄物処理建物（２号炉） 

・原子炉建物（１号炉） 

・タービン建物（１号炉） 

・廃棄物処理建物（１号炉） 

上部に床等の拘束がなく，面外

荷重（水圧）が作用する燃料プ

ールの壁を代表として評価す

る。 

（注）下線部は代表として評価する建物・構築物を示す。 

凡例 ①－1：応答特性「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中」 

   ①－2：応答特性「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」 

※：本表は，今後の審査進捗（詳細設計）に応じて見直しを行います。 
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  3.1.5 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価部位として抽出

された部位について，基準地震動Ｓｓを用い，水平２方向及び鉛直方向地

震力の組合せの影響を評価する。評価に当たっては，従来設計手法による

各部位の解析モデル及び鉛直方向地震力の組合せによる評価結果を用いる

こととする。評価に用いる地震動を第 3.1.5－1表に示す。 

また影響評価は，水平２方向及び鉛直方向を同時に入力する時刻歴応答

解析による評価又は基準地震動Ｓｓの各方向地震成分により，個別に計算

した最大応答値を用い，水平２方向及び鉛直方向地震力を組み合わせる方

法として，米国 REGULATORY GUIDE 1.92の「2. Combining Effects Caused 

by Three Spatial Components of an Earthquake」を参考に，組合せ係数

法（1.0：0.4：0.4）等の最大応答の非同時性を考慮した評価により実施す

る。 

 

第 3.1.5－1表 評価に用いる地震動 

耐震評価部位 対象建物・構築物 評価に用いる地震動 

柱 隅部 ・排気筒（２号炉） 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，

Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ

－Ｎ２を用いることを基本とす

る。 

なお，代表波による検討を実施す

る場合は，従来手法による解析結

果の値に対する許容値の割合が最

も小さい地震動を選定する。 

基 

礎 
矩形 ・原子炉建物（２号炉） 同上 

壁 
水圧 

作用部 
・燃料プール（２号炉） 同上 

※：本表は，今後の審査進捗（詳細設計）に応じて見直しを行う。 
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3.2 機器・配管系 

3.2.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計の考え方 

機器・配管系における従来の水平方向及び鉛直方向の組合せによる設計

手法では，建物・構築物の振動特性を考慮し，変形するモードが支配的と

なり応答が大きくなる方向（応答軸方向）に基準地震動Ｓｓを入力して得

られる各方向の地震力（床応答）を用いている。応答軸（強軸・弱軸）が

明確となっている設備の耐震評価においては，水平各方向の地震力を包絡

し，変形モードが支配的となる応答軸方向に入力するなど，従来評価にお

いて保守的な取り扱いを基本としている。一方，応答軸が明確となってい

ない設備で，３次元的な広がりを持つ設備の耐震評価においては，基本的

に３次元のモデル化を行っており，建物・構築物の応答軸方向の地震力を

それぞれ入力し，この入力により算定される荷重や応力のうち大きい方を

用いて評価を実施している。設備配置及び応答軸の概念図を第 3.2.1－1

図に示す。 

さらに，応答軸以外の振動モードが生じ難い構造の採用，応答軸以外の

振動モードが生じ難いサポート設計の採用といった構造上の配慮など，水

平方向の入力に対して配慮した設計としている。 

 

 

第 3.2.1－1図 設備配置及び応答軸の概念図 
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  3.2.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価方針 

機器・配管系において，水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮した場合

に影響を受ける可能性がある設備（部位）の評価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重

大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系，並びに

これらの施設への波及的影響防止のために耐震評価を実施する設備とす

る。 

対象とする設備を機種ごとに分類し，それぞれの構造上の特徴により荷

重の伝達方向，その荷重を受ける構造部材の配置及び構成等により水平２

方向の地震力による影響を受ける可能性のある設備（部位）を抽出する。 

構造上の特徴により影響を受ける可能性がある設備（部位）は，水平２

方向及び鉛直方向地震力による影響の検討を実施する。水平各方向の地震

力が１：１で入力された場合の発生値の算出方法として，従来の評価結果

の荷重又は算出応力等を水平２方向及び鉛直方向に整理して組み合わせ

る方法又は新たな解析等により高度化した手法を用いることにより，水平

２方向の地震力による設備（部位）に発生する荷重や応力を算出する。 

これらの検討により，水平２方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた荷

重や応力の結果が従来の発生値と同等である場合は影響がある設備とし

て抽出せず，従来の発生値を超えて耐震性への影響が懸念される場合は，

設備が有する耐震性への影響を確認する。設備が有する耐震性への影響が

確認された場合は，詳細な手法を用いた検討等，新たに設計上の対応策を

講じる。 

水平２方向及び鉛直方向地震力による影響評価は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，

Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２を対象とするが，複

数の基準地震動Ｓｓにおける地震動の特性及び包絡関係，地震力の包絡関

係を確認し，代表可能である場合は代表の基準地震動Ｓｓにて評価する。

また，水平各方向の地震動は，それぞれの位相を変えた地震動を用いるこ

とを基本とするが，保守的な手法を用いる場合もある。スロッシング評価

については，水平２方向の影響が考えられることから，水平２方向による

影響を確認する。なお，燃料プール等のスロッシングによる溢水量評価は，

設置許可基準規則第９条（溢水による損傷の防止等）の解析評価（「別添

１ 内部溢水の影響評価について」の「８．燃料プールのスロッシングに

伴う溢水評価について」）に記載のとおり，水平２方向及び鉛直方向の地

震力を組み合わせた場合の溢水量として，保守的に水平１方向＋鉛直方向

の溢水量に，直交する水平１方向＋鉛直方向の溢水量を足し合わせ，影響

を確認している。 

 

  3.2.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

機器・配管系において，水平２方向及び鉛直方向地震力の影響を受ける
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可能性があり，水平１方向及び鉛直方向の従来評価に加え，更なる設計上

の配慮が必要な設備について，構造及び発生値の増分の観点から抽出し，

影響を評価する。影響評価は従来設計で用いている質点系モデルによる評

価結果を用いて行うことを基本とする。影響評価のフローを第 3.2.3－1

図に示す。 

なお，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響を検討する際は，

地震時に水平 2 方向及び鉛直方向それぞれの最大応答が同時に発生する

可能性は極めて低いとした考え方である Square-Root-of-the-Sum-of- 

the-Squares 法（以下「最大応答の非同時性を考慮した SRSS 法」とい

う。）又は組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）を適用する。この組合せ方法に

ついては，現状の耐震評価は基本的におおむね弾性範囲でとどまる体系で

あることに加え，国内と海外の機器の耐震解析は，基本的に線形モデルに

て実施している等類似であり，水平 2 方向及び鉛直方向の位相差は機器の

応答にも現れることから，米国 Regulatory Guide 1.92 の「2.Combining 

Effects Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を参

考としているものである。 

 

①  評価対象となる設備の整理 

耐震重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設

備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系並びにこれらの施設へ

の波及的影響防止のために耐震評価を実施する設備を評価対象とし，代表

的な機種ごとに分類し整理する。（第 3.2.3－1図①）。 

 

②  構造上の特徴による抽出 

機種ごとに構造上の特徴から水平２方向の地震力が重畳する観点，もし

くは応答軸方向以外の振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点にて検討

を行い，水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備を抽出する。

（第 3.2.3－1図②）。 

 

③  発生値の増分による抽出 

水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平２方

向の地震力が各方向１：１で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を

求め，従来の水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して，

水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮した発生値の増分を用いて影響を検

討し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出する。 

また，建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討により，機器・配管

系への影響の可能性がある部位が抽出された場合は，機器・配管系への影

響を評価し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出する。 

影響の検討は，機種ごとの分類に対して地震力の寄与度に配慮し耐震裕
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度が小さい設備（部位）を対象とする。（第 3.2.3－1図③）。 

 

④  水平２方向及び鉛直方向地震力の影響評価 

③の検討において算出された荷重や応力を用いて，設備の耐震性への影

響を確認する。 

 

なお，現時点においては，上記①及び②を実施し，今後，詳細設計段階

にて③及び④を実施することとする。 
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第 3.2.3－1図 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した 

影響評価フロー 
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①評価対象となる設備の整理 

②構造上，水平２方向及び鉛直方向 
地震力の影響の可能性がある設備※か 

水平２方向及び鉛直方向地震力を 
考慮した発生荷重等を用いた検討 

③水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮 
した発生値が従来の発生値と比べて影響があるか 

④水平２方向及び鉛直方向 
地震力の影響評価（水平２方向及び 

鉛直方向地震力に対し，耐震性を有してい
ることへの影響があるか） 

従来の設計手法に加えて更なる 
設計上の配慮が必要な設備 

建物・構築物及び屋外 
重要土木構造物の検討 
による機器・配管系への 
影響検討結果 

 従来の設計手法で水平２方向及び 
鉛直方向地震力は対応可能 

 ※水平 1 方向及び鉛直方
向地震力による裕度が
1.1 未満の設備も含む 
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  3.2.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部位）の抽出 

評価対象設備を機種ごとに分類した結果を，第 3.2.4－1 表に示す。機

種ごとに分類した設備の各評価部位，応力分類に対し構造上の特徴から水

平２方向の地震力による影響を水平 2 方向の地震力が重畳する観点より

検討し，影響の可能性がある設備を抽出した。なお，重大事故等対処施設

等の一部については評価部位等を検討中であるため，設計が確定する工認

段階で抽出，影響評価を行う。 

 

   (1) 水平２方向の地震力が重畳する観点 

水平１方向の地震力に加えて，さらに水平直交方向に地震力が重畳した

場合，水平２方向の地震力による影響を検討し，影響が軽微な設備以外の

影響検討が必要となる可能性のある設備を抽出する。以下の場合は，水平

２方向の地震力による影響が軽微な設備であると整理した（別紙 10－１参

照）。なお，ここでの影響が軽微な設備とは，構造上の観点から発生応力へ

の影響に着目し，その増分が１割程度以下となる機器を分類しているが，

今後の詳細検討においては水平１方向地震力による裕度（許容応力／発生

応力）が 1.1 未満の機器については個別に安全側となるように最大応答の

非同時性を考慮した SRSS法，組合せ係数法，３軸時刻歴解析等の手法を用

いて水平２方向の影響について検討を行うこととする。また，影響の分類

基準としている１割の増分についても，詳細検討において必要に応じて見

直しを検討することとする。 

 

    ａ. 水平２方向の地震力を受けた場合でも，その構造により水平１方向の地

震力しか負担しないもの 

横置きの容器等は，水平２方向の地震力を想定した場合，水平１方向を

拘束する構造であることや水平各方向で振動特性及び荷重の負担断面が

異なる構造であることにより，特定の方向の地震力の影響を受ける部位で

あるため，水平１方向の地震力しか負担しないものとして分類した。 

 

    ｂ. 水平２方向の地震力を受けた場合，その構造により最大応力の発生箇所

が異なるもの 

一様断面を有する容器類の胴板等は，水平２方向の地震力を想定した場

合，それぞれの水平方向地震力に応じて応力が最大となる箇所があること

から，最大応力の発生箇所が異なり，水平２方向の地震力を組み合わせて

も影響が軽微であるものとして分類した。その他の設備についても同様の

理由から最大応力の発生箇所が異なり，水平２方向の地震力を組み合わせ

ても影響が軽微であるものとして分類した。 
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ｃ. 水平２方向の地震力を組み合わせても水平１方向の地震による応力と

同等といえるもの 

原子炉圧力容器スタビライザ，原子炉格納容器スタビライザ及びシヤラ

グは，周方向８箇所を支持する構造で配置されており，水平１方向の地震

力を６体で支持する設計としており，水平２方向の地震力を想定した場合，

地震力を負担する部位が増え，また，最大反力を受けもつ部位が異なるこ

とで，水平１方向の地震力による荷重と水平２方向の地震力を想定した場

合における荷重が同等になるものであり，水平２方向の地震を組み合わせ

ても１方向の地震による応力と同等のものと分類した。 

スタビライザと同様の支持方式を有するその他の設備についても，同様

の理由から水平２方向の地震を組み合わせても１方向の地震による応力

と同等のものと分類した。 

 

    ｄ. 従来評価において水平２方向の考慮をした評価を行っているもの 

ドライヤ支持ブラケット等は，従来評価において，水平２方向地震を考

慮した評価を行っているため，水平２方向の影響を考慮しても影響がない

ものとして分類した。 
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   (2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生じ

る観点 

水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じることで有意な影

響が生じる可能性のある設備を抽出する。 

機器・配管系設備のうち，水平方向の各軸方向に対して均等な構造とな

っている機器は，評価上有意なねじれ振動は生じない。 

一方，３次元的な広がりを持つ配管系等は，系全体として考えた場合，

有意なねじれ振動が発生する可能性がある。しかし，水平方向とその直交

方向が相関する振動が想定される設備は，従来設計より３次元のモデル化

を行っており，その振動モードは適切に考慮した評価としているため，こ

の観点から抽出される設備は無かった。 

 

  3.2.5 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価部位の抽出結果及び今

後の評価方針 

3.2.4 項で抽出した結果を別紙 10－１に示す。これらの設備に関して，

今後 3.2.3項③「発生値の増分による抽出」に記載の方法に従い，発生値

の増分の観点から評価対象部位の抽出を行った上で，水平２方向及び鉛直

方向地震力の組合せによる影響評価を行う。また，建物・構築物及び屋外

重要土木構造物の検討結果より，機器・配管系の耐震性への影響を与える

と判断された設備についても同様に発生値の増分の観点から評価対象部

位の抽出を行った上で，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影

響評価を行う。 
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第 3.2.4－1表 水平２方向入力の影響検討対象設備

 

評価部位 応力分類

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

座屈

上部格子板支持面
炉心支持板支持面

支圧応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

軸圧縮応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

軸圧縮応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

軸圧縮応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

純せん断応力

中央燃料支持金具
周辺燃料支持金具

原
子
炉
圧
力
容
器

円筒胴
下鏡及びスカート

円筒胴
下鏡
下鏡と円筒胴の接合部
スカートと円筒胴の接合部

スカート

制御棒貫通孔

ハウジング

スタブチューブ

ノズル 各部位

ブラケット類

スタビライザブラケット

ドライヤ支持ブラケット

炉心スプレイブラケット

給水スパージャブラケット

設備※１

炉
心
支
持
構
造
物

炉心シュラウド

上部胴
下部胴

中間胴

シュラウドサポート

レグ

シリンダ
プレート
下部胴

上部格子板 グリッドプレート

中央燃料支持金具
周辺燃料支持金具

制御棒案内管
下部溶接部
長手中央部

炉心支持板

補強ビーム
支持板

スタッド
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評価部位 応力分類

引張応力

せん断応力

組合せ応力

せん断応力

組合せ応力

せん断応力

組合せ応力

せん断応力

曲げ応力

基部アンカ部（基礎ボルト） 引張応力

基部アンカ部（ベースプレート） 曲げ応力

ロッド 引張応力

せん断応力

曲げ応力

引張応力

せん断応力

圧縮応力

曲げ応力

組合せ応力

フランジボルト 引張応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

レストレントビーム一般部
レストレントビーム端部

曲げ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

耐震用ブロック 純せん断応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

設備※１

ＣＲＤ開口まわり（ＣＲＤ開口はり）

原
子
炉
圧
力
容
器
付
属
構
造
物

原子炉圧力容器スタビラ
イザ ブラケット

原子炉格納容器スタビラ
イザ

パイプ

ガセットプレート

制御棒駆動機構ハウジン
グ支持金具

レストレントビームボルト

円筒部（たてリブ）

貫通部シール

差圧検出・ほう酸水注入
系配管（ティーよりN11
ノズルまでの外管）

差圧検出管

ジェットポンプ計測配管
貫通部シール

圧
力
容
器
支
持
構
造
物

原子炉圧力容器基礎ボル
ト

基礎ボルト

原子炉本体の基礎

円筒部（内筒）
円筒胴（外筒）

使用済燃料貯蔵ラック

ラック部材
シートプレート及びベース

ラック取付ボルト
基礎ボルト

原
子
炉
圧
力
容
器
内
部
構
造
物

気水分離器及びスタンド
パイプ
シュラウドヘッド
原子炉中性子計装案内管

各部位

スパージャ
炉内配管

各部位

ジェットポンプ
ライザ
ディフューザ
ライザブレース

蒸気乾燥器
蒸気乾燥器ユニット
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評価部位 応力分類

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

脚 組合せ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

ラグ 組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

コラムパイプ
バレルケーシング

一次一般膜応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

全ディスクセットの多孔プレート
ディスクセット間の円筒形多孔プレート
リブ
コンプレッションプレート
フィンガ
ストラップ
フランジ

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

脚 組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力

一次＋二次応力

組合せ応力

座屈

引張応力

せん断応力

組合せ応力

横置円筒形容器

胴板

基礎ボルト

たて置円筒形容器（スカート支
持）

胴板

スカート

基礎ボルト

アキュムレータ
胴板

たて置円筒形容器（ラグ支持）

基礎ボルト
取付ボルト

横形ポンプ
ポンプ駆動用タービン
補機海水ストレーナ
空調ファン
空調ユニット

胴板

基礎ボルト

立形ポンプ
基礎ボルト
取付ボルト

ＥＣＣＳストレーナ

設備※１

ラック部材

サポート部材

底部基礎ボルト

サポート部基礎ボルト

制御棒・破損燃料貯蔵ラック
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評価部位 応力分類

引張応力

せん断応力

圧縮応力

曲げ応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力

一次＋二次

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

座屈

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

ドライウェル

ドライウェル上ふた球形部とナックル部の接合部
円筒部とナックル部の接合部
ナックル部と球形部の接合部
球形部と円筒部の接合部
円筒部と球形部の接合部

球形部の板厚変化部

円筒部

基部

原
子
炉
格
納
容
器

伝送器（矩形床置） 取付ボルト

伝送器（矩形壁掛） 取付ボルト

制御盤，電気盤（矩形床置） 取付ボルト

サプレッションチェンバ 各部位

ベント管
ヘッダ接続部
ベント管円筒部
ベント管とドライウェルとの接合部

制御盤，電気盤（矩形壁掛） 取付ボルト

モニタリング設備（矩形壁掛） 取付ボルト

モニタリング設備（矩形床置） 取付ボルト

設備※１

平底たて置円筒形容器

胴板

基礎ボルト
取付ボルト

核計測装置 各部位

水圧制御ユニット

フレーム

取付ボルト
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評価部位 応力分類

引張応力

せん断応力

圧縮応力

曲げ応力

組合せ応力

せん断応力

支圧圧力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

コンクリート部 圧縮応力

ボルト
基礎ボルト

引張応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

内側メイルシヤラグ接触部
外側メイルシヤラグ接触部
内側フィメイルシヤラグ接触部
外側フィメイルシヤラグ接触部
コンクリート（ベースプレート部，シヤプレート部）

支圧圧力

基礎ボルト 引張応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

引張応力

圧縮応力

一次膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力

一次応力（曲げ応力を含む）

一次＋二次応力

一次応力（曲げ応力を含む）

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

引張応力

圧縮応力

曲げ応力

組合せ応力

ベントヘッダ

ベントヘッダ強め輪取付部

ベントヘッダサポート

ベントヘッダ

設備※１

ベントヘッダとダウンカマの結合部

シヤラグ

内側メイルシヤラグ
外側メイルシヤラグ
内側フィメイルシヤラグ
内側フィメイルシヤラグリブ付根部
外側フィメイルシヤラグ

ベースプレート
シヤプレート

内側シヤラグサポート

原子炉格納容器電気配線
貫通部

原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部

ダウンカマ

ダウンカマ

サプレッションチェンバ
サポート

サポート
ベースとベースプレートの接合部

シアキー

ベースプレート
シアプレート

原
子
炉
格
納
容
器

シヤラグ取付部

ハッチ類

ハッチ円筒胴

ハッチ本体と補強板との結合部

原子炉格納容器配管貫通
部

原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部
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評価部位 応力分類

引張応力

せん断応力

圧縮応力

曲げ応力

組合せ応力

せん断応力

曲げ応力

支圧圧力

組合せ応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

ブレース 圧縮応力

ベース取付溶接部 せん断応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次応力

一次＋二次応力

各部位 各応力分類

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

各部位 各応力分類

引張応力

せん断応力

組合せ応力

せん断荷重

圧縮荷重

引張応力

せん断応力

組合せ応力

曲げ応力

せん断応力

組合せ応力

固定ボルト せん断応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

設備※１

矩形構造の架構設備（静的触媒
式水素処理装置，架台を含む）

通信連絡設備（アンテナ類）
（矩形床置）

基礎ボルト

可燃性ガス濃度制御系再結合装
置

基礎ボルト

ディーゼル発電機
基礎ボルト
取付ボルト

ガスタービン発電機

可燃性ガス濃度制御系再結合装
置ブロワ

基礎ボルト
取付ボルト

その他電源設備
基礎ボルト
取付ボルト

配管本体，サポート（多質点は
りモデル解析）

配管，サポート

ベントヘッダ

据付ボルト

取水槽水位計 取付ボルト

取水管立入ピット閉止板
蓋

津波監視カメラ

除じん機エリア防水壁
防波扉
水密扉

屋外排水路逆止弁 基礎ボルト

取水槽床ドレン逆止弁 基礎ボルト

貫通部止水処置 モルタル

強め輪

ピン

ドライウェルスプレイ管
サプレッションチェンバスプレ
イ管

スプレイ管
スプレイ管とスプレイ管案内管
スプレイ管案内管

通信連絡設備（アンテナ類）
（矩形壁掛）

基礎ボルト
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評価部位 応力分類

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

ブリッジ脱線防止ラグ（取付ボルト）
トロリ脱線防止ラグ（取付ボルト）

せん断応力

吊具 吊荷荷重

せん断応力

曲げ応力

浮上り量

落下防止ラグ 圧縮応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

トロリ 浮上り量

吊具 吊荷荷重

せん断応力

圧縮応力

曲げ応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

ローラチェーン 吊荷荷重

各部位 各応力分類

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

せん断応力

曲げ応力

浮上り量

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

トロリ 浮上り量

吊具 吊荷荷重

曲げモーメント

せん断応力

支持部 圧縮力

原子炉ウェルシールドプラグ
本体

取水槽ガントリクレーン

ガーダ

脚

走行レール
横行レール

転倒防止装置

チャンネル着脱装置

ガイドレール

カート

固定ボルト

中央制御室天井照明

基礎ボルト

設備※１

燃料取替機

燃料取替機構造物フレーム
ブリッジ脱線防止ラグ（本体）
トロリ脱線防止ラグ（本体）
走行レール
横行レール

原子炉建物天井クレーン

クレーン本体ガーダ

トロリストッパ

ガンマ線遮蔽壁
胴基部
開口集中部

制御棒貯蔵ハンガ

サポート

振止め部
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※１ 本表は詳細設計等の進捗に応じて見直しを行う。 

 

評価部位 応力分類

曲げ応力

せん断応力

組合せ応力

固定ボルト せん断応力

各部位 各応力分類

各部位 各応力分類

各部位 各応力分類建物開口部竜巻防護対策設備

設備※１

循環水ポンプエリア竜巻防護対
策設備

蓋

海水ポンプエリア竜巻防護対策
設備

耐火障壁
海水ポンプエリア防水壁
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3.3 屋外重要土木構造物等 

  3.3.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計手法の考え方 

従来の設計の考え方について，取水槽を例に第 3.3.1－1表に示す。 

一般的な地上構造物では，躯体の慣性力が主たる荷重であるのに対し，

屋外重要土木構造物等※は，おおむね地中に埋設されているため，動土圧

や動水圧等の外力が主たる荷重となる。また，屋外重要土木構造物等は，

比較的単純な構造部材の配置で構成され，ほぼ同一の断面が奥行き方向に

連続する構造的特徴を有することから，３次元的な応答の影響は小さいた

め，２次元断面での耐震評価を行っている。 

屋外重要土木構造物等は，主に海水の通水機能や配管等の間接支持機能

を維持するため，通水方向や管軸方向に対して空間を保持できるように構

造部材が配置されることから，構造上の特徴として，明確な弱軸，強軸を

有する。 

強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさないこ

とから，従来設計手法では，弱軸方向を評価対象断面として，耐震設計上

求められる水平１方向及び鉛直方向地震力による耐震評価を実施してい

る。 

第 3.3.1－1 図に示す通り，従来設計手法では，屋外重要土木構造物等

の構造上の特徴から，弱軸方向の地震荷重に対して，保守的に加振方向に

平行な水路の壁部材を見込まず，垂直に配置された構造部材のみで受け持

つよう設計している。 

屋外重要土木構造物等のうち取水口及びガスタービン発電機用軽油タ

ンク基礎は，海水の通水機能や配管等の間接支持機能を有する構造物と比

較して，強軸及び弱軸が明確ではないことから，従来設計手法では，直交

２方向ともに評価対象断面として，耐震設計上求められる水平 1方向及び

鉛直方向地震力による耐震評価を実施している。 

 

 

※屋外重要土木構造物，重大事故等対処施設のうち土木構造物及び波及的影 

響を及ぼすおそれのある下位クラス施設のうち土木構造物を「屋外重要土木

構造物等」という。 
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第 3.3.1－1表 従来設計手法における評価対象断面の考え方（取水槽の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.1－１図 従来設計手法の考え方 

 

 横断方向の加振 縦断方向の加振 

従来設計の 

評価対象断 

面の考え方 

 

 

・横断方向は，加振方向に平行な壁部

材が少なく，弱軸方向にあたる。 

・縦断方向は，加振方向に平行な側壁

及び隔壁を耐震設計上見込むこと

ができ，強軸方向にあたる。 

・強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさない。 

・弱軸方向を評価対象断面とする。 
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3.3.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

屋外重要土木構造物等において，水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮

した場合に影響を受ける可能性がある構造物の評価を行う。 

評価対象は，取水槽，取水管，取水口，屋外配管ダクト（タービン建物

～排気筒），ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎，燃料移送系配管ダクト，屋

外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物），ガスタービン発電機用軽

油タンク基礎，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，第１ベントフィルタ格

納槽，屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン

発電機），緊急時対策所用燃料地下タンク及び波及的影響防止のために耐

震評価を実施する土木構造物（輪谷貯水槽（西側）及び免震重要棟遮蔽壁）

とする。 

なお，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，屋外重要土木構造物には該

当せず，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類

されるとともに，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設

備が設置される重大事故等対処施設に分類される。 

また，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎，第１ベントフィルタ格納

槽及び屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン

発電機）は，屋外重要土木構造物には該当せず，常設耐震重要重大事故防

止設備及び常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設に分

類され，緊急時対策所用燃料地下タンクは，屋外重要土木構造物には該当

せず，常設重大事故緩和設備に分類される。 

第 3.3.2－１表に評価対象構造物の施設分類を示す。 

 

第 3.3.2－１表 屋外重要土木構造物等の施設分類 
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屋外重要土木構造物等を構造形式ごとに分類し，構造形式ごとに作用す

ると考えられる荷重を整理し，荷重が作用する構造部材の配置等から水平

２方向及び鉛直方向地震力による影響を受ける可能性のある構造形式を

抽出する。 

抽出された構造形式については，従来設計手法での評価対象断面（弱軸

方向）の地震応答解析に基づく構造部材の照査において，評価対象断面（弱

軸方向）に直交する断面（強軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の

発生応力等を評価し適切に組み合わせることで，水平２方向及び鉛直方向

地震力による構造部材の発生応力を算出し，構造物が有する耐震性への影

響を確認する。 

構造物が有する耐震性への影響が確認された場合は詳細な手法を用い

た検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 

 

3.3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

屋外重要土木構造物等において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せの影響を受ける可能性があり，水平１方向及び鉛直方向の従来評価に加

え，更なる設計上の配慮が必要な構造物について，構造形式及び作用荷重

の観点から影響評価の対象とする構造物を抽出し，構造物が有する耐震性

への影響を評価する。影響評価のフローを第 3.3.3－１図に示す。 

 

(1) 影響評価対象構造物の抽出 

    ① 構造形式の分類 

評価対象構造物について，各構造物の構造上の特徴や従来設計手法の考

え方を踏まえ，構造形式ごとに大別する。 

 

    ② 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を抽出する。 

 

    ③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出 

②で整理した荷重に対して，構造形式ごとにどのように作用するかを整

理し，耐震性に与える影響程度を検討した上で，水平２方向及び鉛直方向

地震力の影響が想定される構造形式を抽出する。 

 

    ④ 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答特性が想定さ

れる箇所の抽出 

③で抽出されなかった構造形式について，従来設計手法における評価対

象断面以外の箇所で，水平２方向及び鉛直方向地震力の影響により３次元

的な応答が想定される箇所を抽出する。 
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    ⑤ 従来設計手法の妥当性の確認 

④で抽出された箇所が，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し

て，従来設計手法における評価対象断面の耐震評価で満足できるか検討を

行う。 

 

   (2) 影響評価手法 

⑥ 水平２方向及び鉛直方向地震力の影響評価 

評価対象として抽出された構造物について，従来設計手法での評価対象

断面（弱軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の照査において，評価

対象断面（弱軸方向）に直交する断面（強軸方向）の地震応答解析に基づ

く構造部材の発生応力等を適切に組み合わせることで，水平２方向及び鉛

直方向地震力による構造部材の発生応力を算出するとともに構造部材の設

計上の許容値に対する評価を実施し，構造部材が有する耐震性への影響を

確認する。 

評価手法については，評価対象構造物の構造形式を考慮して選定する。 

 

    ⑦ 機器・配管系への影響検討 

評価対象として抽出された構造物が，耐震重要施設，常設耐震重要重大

事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設

の機器・配管系の間接支持構造物である場合，水平２方向及び鉛直方向地

震力の組合せによる応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認さ

れた場合，機器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，④及び⑤の精査にて，屋外重要土木構造物等の影響の観点から抽

出されなかった部位であっても，地震応答解析結果から機器・配管系への

影響の可能性が想定される部位については検討対象として抽出する。 
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第 3.3.3－１図 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる 

影響評価のフロー 

 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

間接支持構造物の場合 

ＮＯ 

②従来設計手法における評価対象断面 
に対して直交する荷重の整理 

④従来設計手法における評価対象断面 
以外の３次元的な応答特性が 

想定される箇所の抽出 

 

①構造形式の分類 

（構造上の特徴や従来設計手法の考え方を 

踏まえた類型化） 

従来の設計手法で水平２方 
向及び鉛直方向の地震力は 

対応可能 

従来の設計手法に加えて 
更なる設計上の配慮が 

必要な構造物 

⑦機器・ 
配管系への 
影響検討 

 

評価対象部位 

  

⑤従来設計手法の妥当性の確認 
（従来設計手法における耐震評価で 

包絡できない箇所か） 

③荷重の組合せによる応答特性が 
想定される構造形式か 

⑥水平２方向及び鉛直方向地震力の影
響評価（水平２方向及び鉛直方向地震
力に対し，耐震性を有していることへ

の影響があるか） 
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  3.3.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出 

   (1) 構造形式の分類 

    第 3.3.4－1図に屋外重要土木構造物等の配置図を示す。屋外重要土木構

造物等は，その構造形式より①取水槽，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，

第１ベントフィルタ格納槽，ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎，緊急時対策

所用燃料地下タンク及び輪谷貯水槽（西側）のような箱型構造物，②屋外

配管ダクト（タービン建物～排気筒），燃料移送系配管ダクト，屋外配管

ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物），屋外配管ダクト（ガスタービン

発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）及び免震重要棟遮蔽壁のよう

な同一断面が連続する線状構造物，③取水口のような円筒状構造物，④ガ

スタービン発電機用軽油タンク基礎のような直接基礎，⑤取水管のような

管路構造物の５つの構造形式に大別される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.4－1図 屋外重要土木構造物等配置図 
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   (2) 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

    第 3.3.4－1表に，従来設計手法における評価対象断面に対して直交する

荷重を示す。 

    従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重として，動土

圧及び動水圧，摩擦力，慣性力が挙げられる。 

 

第 3.3.4－1表 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重 

作用荷重 作用荷重のイメージ 

①動土圧及

び動水圧 

従来設計手法における評価対

象断面に対して，平行に配置さ

れる構造部材に作用する動土

圧及び動水圧 

 

 

 

②摩擦力 

周辺の埋戻土と躯体間で生じ

る相対変位に伴い発生する摩

擦力 

 

 

 

③慣性力 躯体に作用する慣性力 

 

 

    

（注）作用荷重のイメージ図は平面図を示す 
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   (3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出 

第 3.3.4－2表に 3.3.4(1)で整理した構造形式ごとに 3.3.4(2)で整理した

荷重作用による影響程度を示す。 

評価対象構造物の地震時の挙動は，躯体が主に地中に埋設されることから，

周辺地盤の挙動に大きく影響される。3.3.4(2)で整理した荷重のうち②摩擦

力や③慣性力は，①動土圧及び動水圧と比較するとその影響は小さいことか

ら，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討の対象とする構造物

の抽出では，①動土圧及び動水圧による影響を考慮する。 

箱型構造物は，その構造上の特徴として，妻壁(評価対象断面に対して平

行に配置される壁部材)等を有することから，従来評価手法における評価対

象断面に対して直交する①動土圧及び動水圧が作用する。 

線状構造物については，その構造上の特徴として，妻壁等を有さない若し

くは妻側（小口）の面積が小さいことから，従来設計手法における評価対象

断面に対して直交する①動土圧及び動水圧は作用しない。 

円筒状構造物及び直接基礎については，第 3.3.4－2 図に示すように水平

２方向入力による応力の集中が考えられる。 

直接基礎については，上載構造物により，従来設計手法における評価対象

断面に対して直交する③慣性力が作用する。 

管路構造物については，その構造上の特徴として，妻壁等を有さない若し

くは妻側（小口）の面積が小さいことから，従来設計手法における評価対象

断面に対して直交する①動土圧及び動水圧は作用しない。一方，取水管は延

長が長い構造であることから，従来設計手法において，管軸方向と管軸直角

方向の応力を合成した応力評価を実施しており，水平２方向及び鉛直方向の

地震力を同時に作用させて評価を行っている。 

以上のことから，荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式とし

て，従来評価手法における評価対象断面に対して直交する①動土圧及び動水

圧が作用する箱型構造物，水平２方向入力による応力の集中が考えられる円

筒状構造物，③慣性力が作用する直接基礎，及び従来設計手法において水平

２方向及び鉛直方向地震力の影響を考慮している管路構造物を抽出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.4－2図 円筒状構造物及び直接基礎にかかる応答特性 

 

円筒状構造物 

（取水口） 

 応力が集中 

荷重 

荷重 x 

y 
直接基礎 

（ガスタービン発電機

用軽油タンク基礎） 
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第
3.
3.
4 －

2
(1
)表

 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
評
価
対
象
構
造
物
の
抽
出

 

構
造
形
式
の
分
類

 

①
箱
型
構
造
物

 

（
取
水
槽
，

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
格
納
槽
，
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
格
納
槽
，

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク
基
礎
，
緊

急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

，
輪
谷

貯
水
槽
（
西
側

））
 

②
線
状
構
造
物

 

（
屋
外
配
管
ダ
ク
ト
（
タ
ー
ビ
ン
建
物
～

排
気
筒

），
燃
料
移
送
系
配
管
ダ
ク
ト
，

屋
外
配
管
ダ
ク
ト
（
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
～

原
子
炉
建
物

），
屋
外
配
管
ダ
ク
ト
（
ガ

ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク
～

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機

），
免
震
重
要
棟

遮
蔽
壁
）

 

③
円
筒
状
構
造
物

 

（
取
水
口
）

 

④
直
接
基
礎
 

（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン

ク
基
礎
）

 

     荷
重
の
作
用
状
況

 

      

 

 

 

 

  

 

 

①
動

土
圧

及
び

動
水
圧

 
妻
壁
に
作
用

 
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

 
作

用
し

な
い

 
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

 
作
用
す
る

 
①

動
土

圧
及

び
動
水
圧

 
作
用
し
な
い

 

②
摩
擦
力

 
側
壁
に
作
用

 
②
摩
擦
力

 
側

壁
，

頂
版

に
作
用

 
②
摩
擦
力

 
作
用
し
な
い

 
②
摩
擦
力

 
作
用
し
な
い

 

③
慣
性
力

 
全
て
の
部
材

に
作
用

 
③
慣
性
力

 
全

て
の

部
材

に
作
用

 
③
慣
性
力

 
全
て
の
部
材
に
作
用

 
③
慣
性
力

 
全
て
の
部
材
に
作
用

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る
荷
重
の
影
響
程
度

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に

対
し

て
平

行
に

配
置

さ
れ

る
構

造
部

材
（

妻
壁
）
を
有
し
，
①
動
土
圧
及
び
動

水
圧
に

よ
る

荷
重
が
作
用
す
る
た
め
影
響
大
。

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に

対
し

て
平

行
に

配
置

さ
れ

る
構

造
部

材
を

有
さ

ず
，
①

動
土
圧

及
び
動

水
圧
に

よ
る
荷

重
が

作
用

し
な
い

た
め
影

響
小
。

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

耐
震

評
価

に
対

し

て
，
直
交

す
る
荷
重
と
し
て
①
動
土
圧
及
び
動

水
圧

に
よ
る

荷
重
が
作
用
す
る
た
め
影
響
大
。

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に

対
し
て
，
直
交
す
る
荷
重
と
し
て
タ
ン
ク
の
重

量
に
起
因
す
る
③
が
作
用
す
る
た
め
影
響
大
。

 

抽
出
結
果

 
○

 
×

 
○

 
○

 

※
 本

表
は
，
今
後
の
審
査
進
捗
（
詳
細
設
計
）
に
応
じ
て
見
直
し
を
行
い
ま
す
。
 

 

（
注

）
③

慣
性

力
は

全
て

の
構

造
部
材
に

作
用

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価
対

象
断
面

 

（
注
）
③

慣
性
力

は
全
て

の
構
造

部
材
に

作
用

 

従
来
設
計

手
法
に

お
け
る

評
価
対

象
断
面

 

（
注
）
③

慣
性
力

は
全

て
の

構
造

部
材

に
作

用
 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

 

（
注

）
③

慣
性

力
は

全
て

の
構

造
部

材
に

作
用

 

従
来
設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面
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第
3.
3.
4 －

2
(2
)表

 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
評
価
対
象
構
造
物
の
抽
出

 

構
造
形
式
の
分
類

 
⑤
管
路
構
造
物
 

（
取
水
管
）

 

     荷
重
の
作
用
状
況

 

      

 

 
 

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
 

作
用

し
な
い

 

②
摩
擦
力

 
側

壁
，

頂
版

に
作
用

 

③
慣
性
力

 
全

て
の

部
材

に
作
用

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る
荷
重
の
影
響
程
度

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

平
行

に
配

置
さ

れ
る

構
造

部
材

を
有

さ
ず

，
①

動
土
圧

及
び
動

水
圧
に

よ
る
荷
重
が

作
用

し
な
い

た
め
影

響
小
。

 

ま
た

，
管

軸
方
向

と
管
軸

直
角
方

向
の
応
力
を

合
成

し
た
応

力
評
価

を
実
施

し
て
お

り
，
従
来

設
計

手
法

に
お

い
て

水
平

２
方

向
及

び
鉛

直
方

向
の

地
震

力
の

組
合

せ
が

考
慮

さ
れ

て
い

る
。

 

抽
出
結
果

 
○

 

 
※
 本

表
は
，
今
後
の
審
査
進
捗
（
詳
細
設
計
）
に
応
じ
て
 

見
直
し
を
行
い
ま
す
。
 

 

（
注
）
③

慣
性
力

は
全
て

の
構
造

部
材
に

作
用

 

  
 

  

管
軸
方
向

（
強
軸

方
向
）

 

管
軸
直
角

方
向
（

弱
軸
方

向
）
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   (4) 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答特性が想定さ

れる箇所の抽出 

(3)で抽出されなかった線状構造物として大別した屋外配管ダクト（ター

ビン建物～排気筒），燃料移送系配管ダクト，屋外配管ダクト（復水貯蔵タ

ンク～原子炉建物），屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～

ガスタービン発電機）及び免震重要棟遮蔽壁は，第 3.3.4－3図に示す通り，

構造物の配置上，屈曲部や隅角部を有する。線状構造物の屈曲部や隅角部

では，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響として，弱軸方向の

せん断変形や強軸方向の曲げ変形への影響が懸念されるため，屋外配管ダ

クト（タービン建物～排気筒），燃料移送系配管ダクト，屋外配管ダクト（復

水貯蔵タンク～原子炉建物），屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油

タンク～ガスタービン発電機）について，構造目地を踏まえて３次元的な

応答特性が想定される箇所を抽出する。 

なお，免震重要棟遮蔽壁については，第 3.3.4－3図に示す通り，屋外の

上位クラス施設である緊急時対策所に波及的を及ぼす範囲に屈曲部や隅角

部は存在しないことから，３次元的な応答特性が想定される箇所としては

対象外である。 
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屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

 Ｎ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）
平面図

 
Ｎ

 

単位：mm

ガスタービン発電機用
軽油タンク基礎

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機
用軽油タンク～ガスタービン発電機）

平面図

：構造目地

 Ｎ 

単位：mm

燃料移送系
配管ダクト

屋外配管ダクト
（復水貯蔵タンク～原子炉建物）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.4－3図 線状構造物の屈曲部及び隅角部  

①屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）平面図 

③屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 平面図 

②屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）及び燃料移送系配管ダクト 平面図 

④免震重要棟遮蔽 平面図 

 Ｎ 

単位：mm

燃料移送系
配管ダクト

屋外配管ダクト
（復水貯蔵タンク～原子炉建物）
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   (5) 従来設計手法の妥当性の確認 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）及び屋外配管ダクト（復水貯蔵

タンク～原子炉建物）は，隅角部に構造目地を設けるため，独立した線状構

造物が接しているのみであり，３次元的な応答特性は想定されず，水平２方

向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

燃料移送系配管ダクトの屈曲部では，妻壁に相当する部位の面積が小さく，

慣性力の影響も小さいことから，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの

影響は小さい。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

の従来設計では，第 3.3.4－4，5図に示す通り，ほぼ等間隔に構造目地が設

けられており，構造物に応力集中が発生しない設計としているとともに，十

分な支持性能を有する岩盤にＭＭＲ（マンメイドロック）を介して設置され

ているため，構造物の延長方向に影響するような強軸方向の変形については

影響をほとんど受けない。また，弱軸方向については，屈曲部や隅角部にお

ける３次元的な拘束効果(評価対象断面のせん断変形を抑制する箇所や構造

部材)を期待せず，評価対象断面に直交する部材のみで荷重を受け持たせる

設計であり，十分に保守的な評価となっている。 

以上のことから，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒），燃料移送系

配管ダクト，屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物），及び屋外配

管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の屈曲

部や隅角部での水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は，従来設計

手法における評価対象断面での耐震評価で担保される。  
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Ｎ

 

単位：mm

ガスタービン発電機用
軽油タンク基礎

①

①

約1.8m

EL+45.95m

約
1
.2
m

埋戻土
（掘削ズリ）

MMR

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～
ガスタービン発電機）

EL+47.25m

埋戻土
（掘削ズリ）

加振方向

（弱軸）

評価対象断面のせん断変形を抑制する構造部材

評価対象断面
加振方向

（強軸）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.4－4 図 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク 

～ガスタービン発電機）平面図及び①－①断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.4－5図 屈曲部・隅角部における３次元的な拘束効果 

(屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク 

～ガスタービン発電機）の隅角部）  
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  3.3.5 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出結果 

3.3.4の検討を踏まえ，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価

を検討すべき構造物として，構造及び作用荷重の観点から，従来評価における

評価対象断面に対して垂直な荷重が作用する箱型構造物，円筒状構造物及び直

接基礎を抽出する。 

箱型構造物である取水槽，ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎，低圧原子炉代替

注水ポンプ格納槽，第１ベントフィルタ格納槽，緊急時対策所用燃料地下タン

ク及び輪谷貯水槽（西側）を対象に水平２方向の影響評価を行う。なお，評価

対象構造物のうち，主たる荷重を受ける妻壁の面積が最も大きい構造物は取水

槽であり（第 3.3.5－1表 参照），水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに

よる影響が大きいと考えられる。 

円筒状構造物では，取水口を対象に水平２方向の影響評価を行う。 

直接基礎では，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎を対象に水平２方向の

影響評価を行う。 

管路構造物では，取水管を対象に水平２方向の影響評価を行う。 

第 3.3.5－1～9図に各構造物の概要図を示す。 

 

第 3.3.5－1表 代表構造物の選定整理表 

構造

形式 
構造物（施設）名 

規模 
備考 

長辺 短辺 高さ注 1 

箱型

構造

物 

取水槽 約 48m 約 35m 約 21m 
妻壁の面積(短辺

×高さ)が最大 

ディーゼル燃料貯蔵

タンク基礎 
約 21m 約 20m 約 7m  

低圧原子炉代替注水

ポンプ格納槽 
約 27m 約 14m 約 16m  

第１ベントフィルタ

格納槽 
約 25m 約 14m 約 14m  

緊急時対策所用燃料

地下タンク 
約 13m 約 4m 約 4m  

輪谷貯水槽（西側） 約 103m 約 20m 約 4m  

注 1 高さは地中部の躯体高さを示す 

※ 本表は，今後の審査進捗（詳細設計）に応じて見直しを行います。 
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   (1) 取水槽【箱型構造物の代表】 

第 3.3.5－1～3図に取水槽の平面図及び断面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－1図 取水槽 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－2図 取水槽 断面図（②－②断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－3図 取水槽 断面図（③－③断面） 
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② 

③ 

③ 

④ 

④ 

ポンプ室 スクリーン室 

単位：mm 

取水槽 平面図

約33m

埋戻土
（掘削ズリ）

約
1
9
m

取水槽
EL+8.8m

MMR

EL-9.8m

MMR

埋戻土
（掘削ズリ）
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   (2) 取水口【円筒状構造物の代表】 

第 3.3.5－4～5図に取水口の平面図及び断面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－4図 取水口 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－5図 取水口 断面図（②－②断面） 

  

取水口Ⅰ
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N
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   (3) ガスタービン発電機用軽油タンク基礎【直接基礎の代表】 

第 3.3.5－6～7 図にガスタービン発電機用軽油タンク基礎の平面図及び断

面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－6図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－7図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（①－①断面） 

  

①
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取水管

②

②

N

EL-17.8m

取水管

Φ4.3mΦ4.3m

EL-12.0m

砕石

   (4) 取水管【管路構造物の代表】 

第 3.3.5－8～9図に取水管の平面図及び断面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－8図 取水管 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－9図 取水管 断面図（②－②断面） 
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  3.3.6 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価 

(1)箱型構造物 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，箱型構

造物の弱軸方向（評価対象断面）と強軸方向（評価対象断面に直交する断面）

におけるそれぞれの２次元の地震応答解析にて，互いに干渉し合う断面力や応

力を選定し，弱軸方向加振における部材照査において，強軸方向加振の影響を

考慮し評価する。 

強軸方向加振については，箱型構造物の隔壁・側壁が，強軸方向加振にて耐

震壁としての役割を担うことから，当該構造部材を耐震壁と見なし，「鉄筋コ

ンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－（日本建築学会，1999）」

（以下，「ＲＣ規準」という。）に準拠し耐震評価を実施する。 

ＲＣ規準では，耐震壁に生じるせん断力（面内せん断）に対して，コンクリ

ートのみで負担できるせん断耐力と，鉄筋のみで負担できるせん断耐力のいず

れか大きい方を鉄筋コンクリートのせん断耐力として設定する。したがって，

壁部材の生じるせん断力がコンクリートのみで負担できるせん断力以下であ

れば，鉄筋によるせん断負担は無く鉄筋には応力が発生しないものとして取り

扱う。 

一方，強軸方向加振にて生じるせん断力を，箱型構造物の隔壁・側壁のコン

クリートのみで負担できず，鉄筋に負担させる場合，第 3.3.6－1 図に示す通

り，強軸方向加振にて発生する側壁・隔壁の主筋の発生応力が，弱軸方向にお

ける構造部材の照査に影響を及ぼす可能性がある。 

したがって，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価におい

ては，強軸方向加振にて発生する応力を，弱軸方向における構造部材の照査に

付加することで，その影響の有無を検討する。 

なお，弱軸方向及び強軸方向の地震応答解析では，保守的に両方とも基準地

震動Ｓｓを用いる。 

第 3.3.6－2 図に水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる評価フロー

を示す。 
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第 3.3.6－1図 強軸方向加振及び弱軸方向加振において発生する断面力・応力 

  

①強軸方向加振 ②弱軸方向加振 備考

My (y軸まわりの曲げモーメント) △ ×

Mx (x軸まわりの曲げモーメント) × ○

Nz (鉛直方向軸力) ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

Nzx (zx平面面内せん断) ○ ×

Qz (z方向面外せん断) × ○

主筋 ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

配力筋 ○ ×

せん断補強筋 × ○

（○：発生する可能性あり，△：発生する可能性があるが極めて軽微，×：発生しない）

断面力

応力

z 

y 
z 

x 

y 

①強軸方向加振 ②弱軸方向加振 
（左図赤線断面） 

主筋 
配力筋 
せん断補強筋 

地震力の向き 地震力の向き 
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第 3.3.6－2図 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価フロー 
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(2)円筒状構造物 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，従来

の設計手法である水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる局部評価

の荷重又は応力の評価結果等を用い，水平２方向及び鉛直方向地震力の組み

合わせる方法として，最大応答の非同時性を考慮したＳＲＳＳ法又は米国

Regulatory Guide 1.92※ の「2. Combining Effects Caused by Three Spatial 

Components of an Earthquake」を参考とした組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）

に基づいて地震力を設定する。 

評価対象として抽出した耐震評価上の部位について，構造部材の発生応力

等を適切に組み合わせることで，各部位の設計上の許容値に対する評価を実

施し，各部位が有する耐震性への影響を評価する。 

※ Regulatory Guide（RG）1.92 “Combining modal responses and special  

components in seismic response analysis” 
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(3)直接基礎 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価について，対象構

造物であるガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，第 3.3.6－3 図に示す

通り，幅 18m×奥行き 18m，厚さ約 1.4mの鉄筋コンクリート造の構造物であ

り，ＭＭＲ（マンメイドロック）を介して岩盤に支持されている。 

直接基礎（ガスタービン発電機用軽油タンク基礎）は，平面形状が正方形

であり，水平２方向による応力集中が想定される構造的特徴を有している。 

以上のことから，直接基礎の影響評価は円筒状構造物と同様の方法で行い，

最大応答の非同時性を考慮したＳＲＳＳ又は組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）

に基づいて地震力を設定し，構造部材が有する耐震性への影響を確認する。 

 

 

 

①直接基礎における応答特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

②平面図            ③断面図 

 

第 3.3.6－3 図 島根２号炉のガスタービン発電機用軽油タンク基礎 

平面図及び断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：mm
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 (4)管路構造物 

対象構造物である取水管は，第 3.3.6－4，5図に示す通り，延長が長い構

造であることから，従来設計において管軸方向と管軸直角方向の応力を合成

した応力評価を行っており，水平２方向及び鉛直方向地震力を同時に作用さ

せて評価を行っている。 

以上のことから，取水管の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響

は，従来設計手法における評価対象断面での耐震評価で担保される。 

 

 

第 3.3.6－4図 取水管 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.6－5図 取水管縦断図（①－①断面図） 
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  3.3.7 機器・配管系への影響評価 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が確認された構造物が，耐震

重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置さ

れる重大事故等対処施設の機器・配管系の間接支持構造物である場合，水平２

方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認され

た場合，機器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，屋外重要土木構造物等の影響の観点から抽出されなかった部位であっ

ても，地震応答解析結果から機器・配管系への影響の可能性が想定される部位

については検討対象として抽出する。 
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3.4 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

  3.4.1 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備における評価対象構造物

の抽出 

   (1) 評価対象となる設備の整理 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価を実施する対象設備

は，津波防護施設である防波壁，１号炉取水槽流路縮小工及び除じん機エ

リア防水壁，浸水防止設備である取水槽床ドレン逆止弁，貫通部止水処置，

防波壁通路防波扉，屋外排水路逆止弁，１号放水連絡通路防波扉，取水管

立入ピット閉止板，除じん機エリア水密扉，海水ポンプエリア水密扉，原

子炉建物境界水密扉，津波監視設備である取水槽水位計及び津波監視カメ

ラとする。各構造物の位置図を第 3.4.1－1図に示す。 
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第 3.4.1－1図 津波防護施設，浸水防止設備及び 

津波監視設備位置図（1/3） 
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（取水槽平面図） 

第 3.4.1－1図 津波防護施設，浸水防止設備及び 

津波監視設備位置図（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取水槽断面図） 

第 3.4.1－1図 津波防護施設，浸水防止設備及び 

津波監視設備位置図（3/3） 
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   (2) 評価対象物の抽出 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の分類を第 3.4.1－1表に

示す。評価対象構造物は，第 3.4.1－1表に示す通り，「3.1 建物・構築物」，

「3.2 機器・配管系」，「3.3 屋外重要土木構造物」に準じて設計されて

いることから，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に

ついては，その方針に基づいて実施する。 

なお，評価対象構造物の構造的な特徴を踏まえ，津波防護施設のうち，

防波壁について，3.4.5項以降に水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ影

響を整理する。 

 

第 3.4.1－1表 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の分類 

施設，設備分類 施設，設備名称 区分 

津波防護施設 

防波壁 
「3.3 屋外重要土木構造

物等」の設計方針に基づく。

影響評価については 3.4.5

項以降に整理する。 
１号炉取水槽流路縮小工 

除じん機エリア防水壁 

「3.2 機器・配管系」の設

計方針に基づく。なお，間

接支持構造物の影響評価

は，「3.3 屋外重要土木構

造物等」又は津波防護施設

の設計方針に基づく。 

浸水防止設備 

取水槽床ドレン逆止弁 

「3.2 機器・配管系」の設

計方針に基づく。なお，間

接支持構造物の影響評価

は，「3.1 建物・構築物」，

「3.3 屋外重要土木構造

物等」又は津波防護施設の

設計方針に基づく。 

貫通部止水処置 

防波壁通路防波扉 

屋外排水路逆止弁 

１号放水連絡通路防波扉 

取水管立入ピット閉止板 

除じん機エリア水密扉 

海水ポンプエリア水密扉 

原子炉建物境界水密扉 

津波監視設備 

取水槽水位計 「3.2 機器・配管系」の設

計方針に基づく。なお，間

接支持構造物の影響評価

は，「3.1 建物・構築物」，

「3.3 屋外重要土木構造

物等」又は津波防護施設の

設計方針に基づく。 

津波監視カメラ 

※ 本表は，今後の審査進捗（詳細設計）に応じて見直しを行います。  
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  3.4.2 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計の考え方 

津波防護施設における従来設計手法の考え方について，防波壁を例に第

3.4.2－1表に示す。津波防護施設は，地中構造物と地上構造物に分けられ

る。地上構造物は，躯体の慣性力や基礎部分に係る動土圧等の外力が主た

る荷重となる。地中構造物については，動土圧や動水圧等の外力が主たる

荷重となる。地中構造物，地上構造物のうち，屋外重要土木構造物等同様，

比較的単純な構造部材の配置で構成され，ほぼ同一の断面が奥行き方向に

連続する構造的特徴を有する線状構造物は，３次元的な応答の影響が小さ

いため，２次元断面での耐震評価を行っている。 

線状構造物は，ほぼ同一の断面が長手方向に連続する構造的特徴を有し

ていることから，構造上の特徴として，明確な弱軸，強軸を有する。 

強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさないこ

とから，従来設計手法では，弱軸方向を評価対象断面として耐震設計上求

められる水平１方向及び鉛直方向地震力による耐震評価を実施している。 

第 3.4.2－1 表に示す通り，線状構造物に関する従来設計手法では，津

波防護施設の構造上の特徴から，弱軸方向の地震荷重に対して，垂直に配

置された構造部材のみで受け持つよう設計している。 
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第 3.4.2－1表 従来設計手法における評価対象断面の考え方 

（防波壁の例） 
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3.4.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

評価対象構造物において，水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮した場

合に影響を受ける可能性がある構造物の評価を行う。 

評価対象構造物を構造形式ごとに分類し，構造形式ごとに作用すると考

えられる荷重を整理し，荷重が作用する構造部材の配置等から水平２方向

及び鉛直方向地震力による影響を受ける可能性のある構造形式を抽出す

る。 

抽出された構造形式については，従来設計手法での評価対象断面（弱軸

方向）の地震応答解析に基づく構造部材の照査において，評価対象断面（弱

軸方向）に直交する断面（強軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の

発生応力等を評価し適切に組み合わせることで，水平２方向及び鉛直方向

地震力による構造部材の発生応力を算出し，構造物が有する耐震性への影

響を確認する。 

構造物が有する耐震性への影響が確認された場合は詳細な手法を用い

た検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 

 

3.4.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

評価対象構造物において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影

響を受ける可能性があり，水平１方向及び鉛直方向の従来評価に加え，更

なる設計上の配慮が必要な構造物について，構造形式及び作用荷重の観点

から影響評価の対象とする構造物を抽出し，構造物が有する耐震性への影

響を評価する。影響評価のフローを第 3.4.4－１図に示す。 

 

(1) 影響評価対象構造物の抽出 

    ① 構造形式の分類 

評価対象構造物について，各構造物の構造上の特徴や従来設計手法の考

え方を踏まえ，構造形式ごとに大別する。 

 

    ② 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を抽出する。 

 

    ③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出 

②で整理した荷重に対して，構造形式ごとにどのように作用するかを整

理し，耐震性に与える影響程度を検討した上で，水平２方向及び鉛直方向

地震力の組合せの影響が想定される構造形式を抽出する。     
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    ④ 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答特性が想定さ

れる箇所の抽出 

③で抽出されなかった構造形式について，従来設計手法における評価対

象断面以外の箇所で，水平２方向及び鉛直方向地震力の影響により３次元

的な応答が想定される箇所を抽出する。 

 

    ⑤ 従来設計手法の妥当性の確認 

④で抽出された箇所が，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し

て，従来設計手法における評価対象断面の耐震評価で満足できるか検討を

行う。 

 

   (2) 影響評価手法 

⑥ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

評価対象として抽出された構造物について，従来設計手法での評価対象

断面（弱軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の照査において，評価

対象断面（弱軸方向）に直交する断面（強軸方向）の地震応答解析に基づ

く構造部材の発生応力等を適切に組み合わせることで，水平２方向及び鉛

直方向地震力による構造部材の発生応力を算出するとともに構造部材の設

計上の許容値に対する評価を実施し，構造部材が有する耐震性への影響を

確認する。 

評価手法については，評価対象構造物の構造形式を考慮し選定する。 

 

    ⑦ 機器・配管系への影響検討 

評価対象として抽出された構造物が，耐震重要施設，常設耐震重要重大

事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設

の機器・配管系の間接支持構造物である場合は，水平２方向及び鉛直方向

地震力の組合せによる応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認さ

れた場合，機器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，④及び⑤の精査にて，津波防護施設の影響の観点から抽出されな

かった部位であっても，地震応答解析結果から機器・配管系への影響の可

能性が想定される部位については検討対象として抽出する。 
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第 3.4.4－1図 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる 

影響評価のフロー 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

間接支持構造物の場合 

ＮＯ 

②従来設計手法における評価対象断面 
に対して直交する荷重の整理 

④従来設計手法における評価対象断面 
以外の３次元的な応答特性が 

想定される箇所の抽出 

 

①構造形式の分類 

（構造上の特徴や従来設計手法の考え方を 

踏まえた類型化） 

従来の設計手法で水平２方 
向及び鉛直方向の地震力は 

対応可能 

従来の設計手法に加えて 
更なる設計上の配慮が 

必要な構造物 

⑦機器・ 
配管系への 
影響検討 

 

評価対象部位 

 

⑤従来設計手法の妥当性の確認 
（従来設計手法における耐震評価で 

包絡できない箇所か） 

③荷重の組合せによる応答特性が 
想定される構造形式か 

⑥水平２方向及び鉛直方向地震力の影
響評価（水平２方向及び鉛直方向地震
力に対し，耐震性を有していることへ

の影響があるか） 
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  3.4.5 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出 

   (1) 構造形式の分類 

    評価対象構造物のうち防波壁については，その構造形式により①防波壁

（波返重力擁壁，鋼管杭式逆Ｔ擁壁，多重鋼管杭式擁壁）の上部工，防波

壁（波返重力擁壁）の下部工のような同一断面が連続する線状構造物，②

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の下部工，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下

部工のような鋼管杭基礎，③１号炉取水槽流路縮小工のような箱型構造物

の３つの構造形式に大別される。 

 

   (2) 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

    第 3.4.5－1表に，従来設計手法における評価対象断面に対して直交する

荷重を示す。 

    従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重として，動土

圧及び動水圧，摩擦力，慣性力が挙げられる。 
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第 3.4.5－1表 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重 

（注）作用荷重のイメージ図は平面図を示す 

 

  

作用荷重 作用荷重のイメージ 

①動土圧及

び動水圧 

従来設計手法における評価対

象断面に対して，平行に配置さ

れる構造部材に作用する動土

圧及び動水圧 

 

 

 

②摩擦力 

周辺の埋戻土と躯体間で生じ

る相対変位に伴い発生する摩

擦力 

 

 

 

③慣性力 躯体に作用する慣性力 
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   (3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出 

3.4.5(1)で整理した構造形式ごとに 3.4.5(2)で整理した荷重作用による

影響程度を，各構造物の概略図と特徴を踏まえて以下に示す。 

 

① 線状構造物 

  ・防波壁（波返重力擁壁）の上部工 

    第 3.4.5－2表に防波壁（波返重力擁壁）の上部工の水平２方向及び鉛直

方向地震力の組合せの影響程度を示す。 

    防波壁（波返重力擁壁）の上部工は擁壁タイプの線状構造物であり，明

確な弱軸・強軸を示し，強軸方向の慣性力により発生する応力の影響は小

さいことから，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－2表 防波壁（波返重力擁壁）上部工の 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 
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  ・防波壁（波返重力擁壁）の下部工 

    第 3.4.5－3表に防波壁（波返重力擁壁）の下部工の水平２方向及び鉛直

方向地震力の組合せの影響程度を示す。 

    防波壁（波返重力擁壁）の下部工は擁壁タイプの線状構造物であり，明

確な弱軸・強軸を示し，強軸方向の慣性力により発生する応力の影響は小

さい。また，水平２方向入力による面内荷重及び面外荷重の作用が考えか

られるが，強軸方向の慣性力により発生する応力の影響は小さいことから，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－3表 防波壁（波返重力擁壁）下部工の 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4条－別紙10－88

293



 

  ・防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の上部工 

    第 3.4.5－4表に防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の上部工の水平２方向及び

鉛直方向地震力の組合せの影響程度を示す。 

    防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の上部工は擁壁タイプの線状構造物であり，

明確な弱軸・強軸を示し，強軸方向の慣性力により発生する応力の影響は

小さいことから，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－4表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）上部工の 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 
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  ・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工 

    第 3.4.5－5表に防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の水平２方向及び

鉛直方向地震力の組合せの影響程度を示す。 

    防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工は擁壁タイプの線状構造物であり，

明確な弱軸・強軸を示し，強軸方向の慣性力により発生する応力の影響は

小さいことから，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－5表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）上部工の 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 
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② 鋼管杭基礎 

  ・防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の下部工 

    第 3.4.5－6表に，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の下部工の水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せの影響程度を示す。 

    鋼管杭基礎（防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁））は，水平２方向入力による

応力の集中が考えられる。 

    下部工は改良地盤内に設置されており，動土圧の影響は小さく，応答に

ついては上部工の影響が支配的である。上部工については，明確な強軸・

弱軸を示し，強軸方向の慣性力により発生する応力は小さいことから，水

平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－6表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）下部工の 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 
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  ・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工 

    第 3.4.5－7表に，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工の水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せの影響程度を示す。 

    鋼管杭基礎（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工）は，水平２方向入

力による応力の集中が考えられる。 

    下部工では，上部工法線方向の水平地震力による動土圧及び動水圧と上

部工からの荷重による発生応力，並びに上部工法線直角方向の水平地震力

による動土圧及び動水圧による発生応力が足し合わされるため，水平２方

向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される。 

 

第 3.4.5－7表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）下部工の 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 
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③ 箱型構造物 

  ・１号炉取水槽流路縮小工 

    １号炉取水槽流路縮小工は，「3.3 屋外重要土木構造物」の「3.3.4 水

平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出」の箱型構

造物（取水槽等）と同様に，従来評価手法における評価対象断面に対して

直交する①動土圧及び動水圧が作用することから，評価対象構造物として

抽出する。 

 

以上のことから，荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式として，

鋼管杭基礎（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工）及び箱型構造物（１号炉

取水槽流路縮小工）を抽出する。 

 

  

4条－別紙10－93

298



 

   (4) 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答特性が想定さ

れる箇所の抽出 

(3)で抽出しなかった線状構造物として大別した防波壁（波返重力擁壁，

鋼管杭式逆Ｔ擁壁，多重鋼管杭式擁壁）の上部工及び防波壁（波返重力擁壁）

の下部工は，構造物の配置上，屈曲部や隅角部を有する。 

 

① 防波壁（波返重力擁壁）の上部工及び下部工 

    第 3.4.5－1 図に，防波壁（波返重力擁壁）の構造目地の平面図を示す。 

    防波壁（波返重力擁壁）の上部工の屈曲部では，妻壁に相当する部位の

面積が小さく，慣性力の影響も小さいことから，水平２方向及び鉛直方向

地震力の組合せの影響は小さい。 

    隅角部については，隅角部に構造目地を設けるため，独立した線状構造

物が接しているのみであり，３次元的な応答特性は想定されず，水平２方

向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

    また，防波壁（波返重力擁壁）の下部工の屈曲部や隅角部では，独立し

た線状構造物が接しているのみであり，３次元的な応答特性は想定されず，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－1図 防波壁（波返重力擁壁）の構造目地（平面図）  

Ｎ

防波壁（波返重力擁壁）上部工 構造目地 平面図

屈曲部 隅角部

A-A 断面

：構造目地

隅角部

Ｎ

A

A

岩盤

ＭＭＲ

EL+ 15.0m

EL+ 8.5m
上部工

下部工
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② 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の上部工 

    第 3.4.5－2図に，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の構造目地の平面図を示

す。 

    防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の上部工の屈曲部では，妻壁に相当する部

位の面積が小さく，慣性力の影響も小さいことから，水平２方向及び鉛直

方向地震力の組合せの影響は小さい。 

    隅角部については，隅角部に施工時目地を設けるため，独立した線状構

造物が接しているのみであり，３次元的な応答特性は想定されず，水平２

方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－2図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の構造目地（平面図）  

Ｎ

：構造目地

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）上部工 構造目地 平面図

Ｎ

隅角部

屈曲部

EL+ 8.5m

EL+ 15.0m

鋼管杭

改良地盤

下部工

上部工

A-A 断面

防波扉部

A

A
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③ 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工 

    第 3.4.5－3図に，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造目地の平面図を示

す。 

    防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の屈曲部及び隅角部では，妻壁に

相当する部位を有することから，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ

の影響として，弱軸方向のせん断変形や強軸方向の曲げ変形への影響が懸

念される。 

 

第 3.4.5－3図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造目地（平面図） 

 

 

    以上のことから，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の屈曲部及び隅

角部について，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響を検討する。 

 

  

：構造目地

Ｎ

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）上部工 構造目地 平面図

Ｎ
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   (5) 従来設計手法の妥当性の確認 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の従来設計において，第 3.4.5－8

表に示す通り，一般部では，上部工が下部工と一体構造であることから，こ

れを適切にモデル化し，上部工を鉛直方向の梁として設計する。屈曲部や隅

角部では，妻壁側は一般部と同様に設計するが，妻壁と交差する壁は妻壁側

を固定端とし，上部工が下部工と一体構造であることを適切にモデル化し，

上部工を水平方向の梁として設計する。 

したがって，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工は，水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せを考慮した設計を行っていることから，本資料の水平

２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価においては対象外で

ある。 

 

第 3.4.5－8表 防波壁上部工の一般部及び屈曲部・隅角部 

（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）） 
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  3.4.6 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出結果 

3.4.5の検討を踏まえ，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響

評価を検討すべき構造物として，構造及び作用荷重の観点から，鋼管杭基礎の

うち防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工，及び箱型構造物（１号炉取水槽流

路縮小工）を抽出する。 

 

第 3.4.6－1表 評価対象施設（構造物）の抽出結果 

構造形式 施設（構造物名称） フロー注 1中の対応番号 

鋼管杭基礎 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工 ③ 

箱型構造物 １号炉取水槽流路縮小工 ③ 

注 1 第 3.4.4－1図に示す影響評価フロー 

※ 本表は，今後の審査進捗（詳細設計）に応じて見直しを行います。 
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  3.4.7 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価 

   (1) 鋼管杭基礎（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工） 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，従来

の設計手法での評価対象断面（弱軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材

の照査において，評価対象断面に直交する断面（強軸方向）の地震応答解析

に基づく同時刻の地震時荷重等を適切に組み合わせることで，構造部材の設

計上の許容値に対する評価を実施し，構造部材が有する耐震性への影響を確

認する。 

 

 
 

第 3.4.7－1図 鋼管杭基礎の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ 

による影響評価（曲げ軸力照査の算定式の例（東海第二）） 
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   (2) 箱型構造物（１号炉取水槽流路縮小工） 

箱型構造物（１号炉取水槽流路縮小工）の水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる影響評価については，「3.3 屋外重要土木構造物」の「3.3.6

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価 (1)箱型構造物」と同一の手法

とする。 

 

  3.4.8 機器・配管系への影響評価 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が確認された構造物が，耐震

重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置さ

れる重大事故等対処施設の機器・配管系の間接支持構造物である場合，水平２

方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認された

場合，機器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，津波防護施設の影響の観点から抽出されなかった部位であっても，地

震応答解析結果から機器・配管系への影響の可能性が想定される部位について

は検討対象として抽出する。 
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別紙 10－１ 機器・配管系に関する説明資料 

 

・第１表 構造強度評価 

・第２表 動的/電気的機能維持評価 

・補足説明資料 
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の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

×× ×
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
△

Ｂ
同

上

軸
圧

縮
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
△

Ｂ
同

上

軸
圧

縮
応

力
△

Ｂ
同

上

ス
タ

ブ
チ

ュ
ー

ブ

炉 心 支 持

構 造 物

原 子 炉 圧 力 容 器

制
御

棒
案

内
管

円
筒

胴
下

鏡
及

び
ス

カ
ー

ト

ハ
ウ

ジ
ン

グ

下
部

溶
接

部
長

手
中

央
部

制
御

棒
貫

通
孔

××
－ －

円
筒

胴
下

鏡
下

鏡
と

円
筒

胴
の

接
合

部
ス

カ
ー

ト
と

円
筒

胴
の

接
合

部

ス
カ

ー
ト

－
×

4条－別紙10－103

308



振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

一
次

一
般

膜
応

力
○

－

評
価

に
お

い
て

は
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
接

続
配

管
の

応
答

を
使

用
し

て
お

り
，

接
続

配
管

に
お

い
て

地
震

入
力

方
向

に
対

す
る

直
角

方
向

の
応

答
が

生
じ

る
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

毎
に

そ
の

地
震

荷
重

は
分

担
さ

れ
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
１

】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｄ
水

平
２

方
向

入
力

時
の

地
震

力
を

４
つ

の
ブ

ラ
ケ

ッ
ト

の
う

ち
２

つ
で

分
担

し
た

荷
重

を
方

向
毎

に
考

慮
し

た
評

価
を

行
っ

て
い

る
。

【
補

足
説

明
資

料
２

】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｄ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－

評
価

に
お

い
て

は
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
炉

内
配

管
の

応
答

を
使

用
し

て
お

り
，

炉
内

配
管

に
お

い
て

地
震

入
力

方
向

に
対

す
る

直
角

方
向

の
応

答
が

生
じ

る
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－

評
価

に
お

い
て

は
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
炉

内
配

管
の

応
答

を
使

用
し

て
お

り
，

炉
内

配
管

に
お

い
て

地
震

入
力

方
向

に
対

す
る

直
角

方
向

の
応

答
が

生
じ

る
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

純
せ

ん
断

応
力

○
－

同
上

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

円
周

状
に

配
置

さ
れ

，
水

平
地

震
の

方
向

毎
に

最
大

応
力

の
発

生
点

が
異

な
る

。
水

平
２

方
向

の
入

力
を

想
定

し
た

場
合

に
も

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

ノ
ズ

ル

基
礎

ボ
ル

ト

ブ
ラ

ケ
ッ

ト
類

ド
ラ

イ
ヤ

支
持

ブ
ラ

ケ
ッ

ト

原 子 炉 圧 力 容 器

圧 力 容 器

支 持 構 造 物

炉
心

ス
プ

レ
イ

ブ
ラ

ケ
ッ

ト

原
子

炉
圧

力
容

器
基

礎
ボ

ル
ト

ス
タ

ビ
ラ

イ
ザ

ブ
ラ

ケ
ッ

ト

各
部

位

給
水

ス
パ

ー
ジ

ャ
ブ

ラ
ケ

ッ
ト

×

－ －
×

－

×

－ －

× ××
－
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

せ
ん

断
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

組
合

せ
応

力
△

Ｂ
支

配
的

な
応

力
は

水
平

地
震

に
よ

る
曲

げ
応

力
で

あ
り

，
曲

げ
応

力
の

最
大

点
は

地
震

方
向

で
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

組
合

せ
応

力
△

Ｂ
支

配
的

な
応

力
は

水
平

地
震

に
よ

る
曲

げ
応

力
で

あ
り

，
曲

げ
応

力
の

最
大

点
は

地
震

方
向

で
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

基
部

ア
ン

カ
部

（
基

礎
ボ

ル
ト

）
引

張
応

力
△

Ｃ

ボ
ル

ト
は

円
周

状
に

配
置

さ
れ

，
水

平
地

震
の

方
向

毎
に

最
大

応
力

の
発

生
点

が
異

な
る

。
水

平
２

方
向

の
入

力
を

想
定

し
た

場
合

に
も

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

基
部

ア
ン

カ
部

（
ベ

ー
ス

プ
レ

ー
ト

）
曲

げ
応

力
△

Ｃ

ボ
ル

ト
は

円
周

状
に

配
置

さ
れ

，
水

平
地

震
の

方
向

毎
に

最
大

応
力

の
発

生
点

が
異

な
る

。
水

平
２

方
向

の
入

力
を

想
定

し
た

場
合

に
も

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

原
子

炉
本

体
の

基
礎

Ｃ
Ｒ

Ｄ
開

口
ま

わ
り

（
Ｃ

Ｒ
Ｄ

開
口

は
り

）

圧 力 容 器 支 持 構 造 物

円
筒

部
（

内
筒

）
円

筒
胴

（
外

筒
）

円
筒

部
（

た
て

リ
ブ

）

×
－
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

ロ
ッ

ド
引

張
応

力
△

Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

毎
に

そ
の

地
震

荷
重

は
分

担
さ

れ
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
１

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ
同

上

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

引
張

応
力

△
Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

毎
に

そ
の

地
震

荷
重

は
分

担
さ

れ
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
１

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ
同

上

圧
縮

応
力

△
Ｃ

同
上

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
同

上

フ
ラ

ン
ジ

ボ
ル

ト
引

張
応

力
△

Ｃ
同

上

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ
同

上

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
同

上

原
子

炉
圧

力
容

器
ス

タ
ビ

ラ
イ

ザ

原 子 炉 圧 力 容 器 付 属 構 造 物

ブ
ラ

ケ
ッ

ト

ガ
セ

ッ
ト

プ
レ

ー
ト

パ
イ

プ

原
子

炉
格

納
容

器
ス

タ
ビ

ラ
イ

ザ

× ×
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

レ
ス

ト
レ

ン
ト

ビ
ー

ム
一

般
部

レ
ス

ト
レ

ン
ト

ビ
ー

ム
端

部
曲

げ
応

力
△

Ｂ

水
平

方
向

地
震

が
作

用
す

る
際

に
，

加
振

軸
上

に
最

大
応

力
が

発
生

す
る

。
水

平
２

方
向

の
地

震
力

が
同

時
に

作
用

し
た

場
合

に
お

い
て

も
，

そ
れ

ぞ
れ

の
方

向
の

加
振

軸
上

に
最

大
応

力
が

発
生

す
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

引
張

応
力

△
Ｂ

水
平

方
向

地
震

が
作

用
す

る
際

に
，

加
振

軸
上

に
最

大
応

力
が

発
生

す
る

。
水

平
２

方
向

の
地

震
力

が
同

時
に

作
用

し
た

場
合

に
お

い
て

も
，

そ
れ

ぞ
れ

の
方

向
の

加
振

軸
上

に
最

大
応

力
が

発
生

す
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ｂ
同

上

組
合

せ
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－

評
価

に
お

い
て

は
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
接

続
配

管
の

応
答

を
使

用
し

て
お

り
，

接
続

配
管

に
お

い
て

地
震

入
力

方
向

に
対

す
る

直
角

方
向

の
応

答
が

生
じ

る
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
た

め
，

水
平

そ
れ

ぞ
れ

の
方

向
の

地
震

力
に

対
し

，
各

方
向

で
応

力
が

発
生

す
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｃ

従
来

評
価

で
評

価
が

厳
し

く
な

る
方

向
に

地
震

荷
重

を
与

え
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

を
考

慮
し

て
も

水
平

１
方

向
の

地
震

荷
重

と
同

等
と

な
る

。
し

た
が

っ
て

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

耐
震

用
ブ

ロ
ッ

ク
純

せ
ん

断
応

力
△

Ｄ
水

平
２

方
向

入
力

時
の

地
震

力
を

４
つ

の
耐

震
用

ブ
ロ

ッ
ク

の
う

ち
２

つ
で

分
担

し
た

荷
重

を
方

向
毎

に
考

慮
し

た
評

価
を

行
っ

て
い

る
。

【
補

足
説

明
資

料
２

】

原 子 炉 圧 力 容 器 付 属 構 造 物

差
圧

検
出

・
ほ

う
酸

水
注

入
系

配
管

（
テ

ィ
ー

よ
り

N
1
1
ノ

ズ
ル

ま
で

の
外

管
）

制
御

棒
駆

動
機

構
ハ

ウ
ジ

ン
グ

支
持

金
具

原 子 炉 圧 力 容 器 内 部 構

造 物

貫
通

部
シ

ー
ル

蒸
気

乾
燥

器

差
圧

検
出

管

蒸
気

乾
燥

器
ユ

ニ
ッ

ト

ジ
ェ

ッ
ト

ポ
ン

プ
計

測
配

管
貫

通
部

シ
ー

ル

レ
ス

ト
レ

ン
ト

ビ
ー

ム
ボ

ル
ト

○

－ －

×

従
来

よ
り

，
３

次
元

は
り

モ
デ

ル
の

応
答

解
析

結
果

を
用

い
，

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
お

り
，

ね
じ

れ
る

状
態

に
つ

い
て

も
耐

震
評

価
に

用
い

る
同

種
の

荷
重

と
し

て
算

出
さ

れ
る

。－
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
た

め
，

水
平

そ
れ

ぞ
れ

の
方

向
の

地
震

力
に

対
し

，
各

方
向

で
応

力
が

発
生

す
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
非

対
象

構
造

で
あ

る
た

め
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

引
張

応
力

○
－

水
平

そ
れ

ぞ
れ

の
方

向
に

お
け

る
評

価
に

お
い

て
，

最
大

応
力

発
生

箇
所

は
異

な
る

も
の

の
，

円
形

状
の

一
様

断
面

で
な

い
た

め
，

発
生

応
力

は
積

算
さ

れ
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

ジ
ェ

ッ
ト

ポ
ン

プ
ラ

イ
ザ

デ
ィ

フ
ュ

ー
ザ

ラ
イ

ザ
ブ

レ
ー

ス

原 子 炉 圧 力 容 器 内 部 構 造 物

気
水

分
離

器
及

び
ス

タ
ン

ド
パ

イ
プ

シ
ュ

ラ
ウ

ド
ヘ

ッ
ド

原
子

炉
中

性
子

計
装

案
内

管

各
部

位

ス
パ

ー
ジ

ャ
炉

内
配

管

ラ
ッ

ク
部

材
シ

ー
ト

プ
レ

ー
ト

及
び

ベ
ー

ス

各
部

位

使
用

済
燃

料
貯

蔵
ラ

ッ
ク

－ －

３
次

元
Ｆ

Ｅ
Ｍ

モ
デ

ル
を

作
成

し
，

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

×

従
来

よ
り

，
３

次
元

は
り

モ
デ

ル
の

応
答

解
析

結
果

を
用

い
，

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
お

り
，

ね
じ

れ
る

状
態

に
つ

い
て

も
耐

震
評

価
に

用
い

る
同

種
の

荷
重

と
し

て
算

出
さ

れ
る

。

×○ 〇○

従
来

よ
り

，
３

次
元

は
り

モ
デ

ル
の

応
答

解
析

結
果

を
用

い
，

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
お

り
，

ね
じ

れ
る

状
態

に
つ

い
て

も
耐

震
評

価
に

用
い

る
同

種
の

荷
重

と
し

て
算

出
さ

れ
る

。

ラ
ッ

ク
取

付
ボ

ル
ト

基
礎

ボ
ル

ト

4条－別紙10－108

313



振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

引
張

応
力

○
－

水
平

そ
れ

ぞ
れ

の
方

向
に

お
け

る
評

価
に

お
い

て
，

最
大

応
力

発
生

箇
所

は
異

な
る

も
の

の
，

円
形

状
の

一
様

断
面

で
な

い
た

め
，

発
生

応
力

は
積

算
さ

れ
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

△
Ｃ

水
平

１
方

向
の

地
震

力
の

応
答

が
支

配
的

で
あ

り
，

他
の

水
平

方
向

の
地

震
力

に
よ

る
応

答
は

小
さ

い
た

め
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
が

作
用

し
た

場
合

に
お

い
て

も
水

平
１

方
向

の
応

答
が

支
配

的
と

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
３

】

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
構

造
と

な
っ

て
い

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
な

い
。

【
補

足
説

明
資

料
３

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ

水
平

１
方

向
の

地
震

力
の

応
答

が
支

配
的

で
あ

り
，

他
の

水
平

方
向

の
地

震
力

に
よ

る
応

答
は

小
さ

い
た

め
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
が

作
用

し
た

場
合

に
お

い
て

も
水

平
１

方
向

の
応

答
が

支
配

的
と

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
３

】

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｃ

水
平

１
方

向
の

地
震

力
の

応
答

が
支

配
的

で
あ

り
，

他
の

水
平

方
向

の
地

震
力

に
よ

る
応

答
は

小
さ

い
た

め
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
が

作
用

し
た

場
合

に
お

い
て

も
水

平
１

方
向

の
応

答
が

支
配

的
と

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
３

】

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

脚
組

合
せ

応
力

○
－

同
上

×

底
部

基
礎

ボ
ル

ト

サ
ポ

ー
ト

部
材

胴
板

ラ
ッ

ク
部

材

制
御

棒
・

破
損

燃
料

貯
蔵

ラ
ッ

ク

ア
キ

ュ
ム

レ
ー

タ
－－

×

サ
ポ

ー
ト

部
基

礎
ボ

ル
ト
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

ラ
グ

組
合

せ
応

力
△

Ｂ
水

平
２

方
向

が
同

時
に

作
用

し
た

場
合

に
お

い
て

も
，

応
力

評
価

点
が

区
別

さ
れ

る
た

め
，

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｂ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
応

力
評

価
点

が
区

別
さ

れ
る

た
め

，
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ｂ
ラ

グ
構

造
は

径
方

向
に

ス
ラ

イ
ド

可
能

で
あ

り
，

荷
重

を
分

担
す

る
部

材
が

地
震

方
向

に
よ

り
異

な
る

た
め

，
荷

重
の

重
ね

合
わ

せ
は

発
生

せ
ず

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

組
合

せ
応

力
△

Ｂ
上

記
引

張
応

力
及

び
せ

ん
断

応
力

は
，

水
平

２
方

向
の

影
響

が
軽

微
の

た
め

，
組

み
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

コ
ラ

ム
パ

イ
プ

バ
レ

ル
ケ

ー
シ

ン
グ

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

円
周

状
に

配
置

さ
れ

，
水

平
地

震
の

方
向

毎
に

最
大

応
力

の
発

生
点

が
異

な
る

。
水

平
２

方
向

の
入

力
を

想
定

し
た

場
合

に
も

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

全
デ

ィ
ス

ク
セ

ッ
ト

の
多

孔
プ

レ
ー

ト
デ

ィ
ス

ク
セ

ッ
ト

間
の

円
筒

形
多

孔
プ

レ
ー

ト
リ

ブ
コ

ン
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
プ

レ
ー

ト
フ

ィ
ン

ガ
ス

ト
ラ

ッ
プ

フ
ラ

ン
ジ

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｄ

水
平

２
方

向
の

組
合

せ
を

考
慮

し
た

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

×
－

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

×

基
礎

ボ
ル

ト
取

付
ボ

ル
ト

横
形

ポ
ン

プ
ポ

ン
プ

駆
動

用
タ

ー
ビ

ン
補

機
海

水
ス

ト
レ

ー
ナ

空
調

フ
ァ

ン
空

調
ユ

ニ
ッ

ト

た
て

置
円

筒
形

容
器

（
ラ

グ
支

持
）

立
形

ポ
ン

プ

基
礎

ボ
ル

ト
取

付
ボ

ル
ト

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

ス
ト

レ
ー

ナ

－
×

現
在

考
慮

し
て

い
る

Ｘ
,
Ｙ

方
向

振
動

モ
ー

ド
で

は
ね

じ
れ

振
動

は
現

れ
な

い
。

よ
っ

て
，

ね
じ

れ
振

動
モ

ー
ド

が
高

次
に

て
現

れ
る

可
能

性
が

あ
る

が
，

有
意

な
応

答
で

は
な

い
た

め
，

影
響

が
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

○

基
礎

ボ
ル

ト

胴
板

－
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
支

持
構

造
物

の
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ａ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ａ
同

上

脚
組

合
せ

応
力

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
支

持
構

造
物

の
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

引
張

応
力

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
支

持
構

造
物

の
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

組
合

せ
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

座
屈

△
Ｂ

同
上

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

円
周

状
に

配
置

さ
れ

，
水

平
地

震
の

方
向

毎
に

最
大

応
力

の
発

生
点

が
異

な
る

。
水

平
２

方
向

の
入

力
を

想
定

し
た

場
合

に
も

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

基
礎

ボ
ル

ト

胴
板

ス
カ

ー
ト

胴
板

基
礎

ボ
ル

ト

横
置

円
筒

形
容

器

×
た

て
置

円
筒

形
容

器
（

ス
カ

ー
ト

支
持

）
－－

×
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

引
張

応
力

○
－

非
対

称
構

造
で

あ
る

た
め

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
毎

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

圧
縮

応
力

○
－

同
上

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

○
－

評
価

に
お

い
て

フ
レ

ー
ム

の
応

答
を

使
用

し
て

お
り

，
フ

レ
ー

ム
に

お
い

て
地

震
入

力
方

向
に

対
す

る
直

角
方

向
の

応
答

が
生

じ
る

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

一
次

＋
二

次
△

Ｂ
同

上

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

円
周

状
に

配
置

さ
れ

，
水

平
地

震
の

方
向

毎
に

最
大

応
力

の
発

生
点

が
異

な
る

。
水

平
２

方
向

の
入

力
を

想
定

し
た

場
合

に
も

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

水
圧

制
御

ユ
ニ

ッ
ト

取
付

ボ
ル

ト

胴
板

フ
レ

ー
ム

核
計

測
装

置

平
底

た
て

置
円

筒
形

容
器

基
礎

ボ
ル

ト
取

付
ボ

ル
ト

各
部

位
－

○ ×

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。 －

×

－
×
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

組
合

せ
応

力
○

－
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

組
合

せ
応

力
○

－
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

伝
送

器
（

矩
形

壁
掛

）

伝
送

器
（

矩
形

床
置

）
取

付
ボ

ル
ト

取
付

ボ
ル

ト

制
御

盤
，

電
気

盤
（

矩
形

床
置

）
取

付
ボ

ル
ト

制
御

盤
，

電
気

盤
（

矩
形

壁
掛

）

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設
備

（
矩

形
床

置
）

取
付

ボ
ル

ト

取
付

ボ
ル

ト

×
－ －

××

－ －

×

－
×
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

引
張

応
力

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

組
合

せ
応

力
○

－
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

座
屈

△
Ｂ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

原 子 炉 格 納 容 器

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
チ

ェ
ン

バ

基
部

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

×
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
設

備
（

矩
形

壁
掛

）

ヘ
ッ

ダ
接

続
部

ベ
ン

ト
管

円
筒

部
ベ

ン
ト

管
と

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

と
の

接
合

部

球
形

部
の

板
厚

変
化

部

取
付

ボ
ル

ト

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

上
ふ

た
球

形
部

と
ナ

ッ
ク

ル
部

の
接

合
部

円
筒

部
と

ナ
ッ

ク
ル

部
の

接
合

部
ナ

ッ
ク

ル
部

と
球

形
部

の
接

合
部

球
形

部
と

円
筒

部
の

接
合

部
円

筒
部

と
球

形
部

の
接

合
部

円
筒

部

○

－
各

部
位

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

×

－

ベ
ン

ト
管

－
×
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

引
張

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
毎

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

圧
縮

応
力

○
－

同
上

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

支
圧

圧
力

○
－

同
上

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

コ
ン

ク
リ

ー
ト

部
圧

縮
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

ボ
ル

ト
基

礎
ボ

ル
ト

引
張

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
毎

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

－
×

シ
ア

キ
ー

サ
ポ

ー
ト

ベ
ー

ス
と

ベ
ー

ス
プ

レ
ー

ト
の

接
合

部

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
チ

ェ
ン

バ
サ

ポ
ー

ト

ベ
ー

ス
プ

レ
ー

ト
シ

ア
プ

レ
ー

ト
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

毎
に

そ
の

地
震

荷
重

は
分

担
さ

れ
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
１

】

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
同

上

内
側

メ
イ

ル
シ

ヤ
ラ

グ
接

触
部

外
側

メ
イ

ル
シ

ヤ
ラ

グ
接

触
部

内
側

フ
ィ

メ
イ

ル
シ

ヤ
ラ

グ
接

触
部

外
側

フ
ィ

メ
イ

ル
シ

ヤ
ラ

グ
接

触
部

コ
ン

ク
リ

ー
ト

（
ベ

ー
ス

プ
レ

ー
ト

部
，

シ
ヤ

プ
レ

ー
ト

部
）

支
圧

圧
力

△
Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

毎
に

そ
の

地
震

荷
重

は
分

担
さ

れ
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
１

】

基
礎

ボ
ル

ト
引

張
応

力
△

Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

毎
に

そ
の

地
震

荷
重

は
分

担
さ

れ
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
１

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

毎
に

そ
の

地
震

荷
重

は
分

担
さ

れ
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
１

】

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
同

上

引
張

応
力

△
Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

毎
に

そ
の

地
震

荷
重

は
分

担
さ

れ
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
１

】

圧
縮

応
力

△
Ｃ

同
上

一
次

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

毎
に

そ
の

地
震

荷
重

は
分

担
さ

れ
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
１

】

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｃ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
評

価
部

位
は

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

評
価

部
位

は
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
毎

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

シ
ヤ

ラ
グ

内
側

メ
イ

ル
シ

ヤ
ラ

グ
外

側
メ

イ
ル

シ
ヤ

ラ
グ

内
側

フ
ィ

メ
イ

ル
シ

ヤ
ラ

グ
内

側
フ

ィ
メ

イ
ル

シ
ヤ

ラ
グ

リ
ブ

付
根

部
外

側
フ

ィ
メ

イ
ル

シ
ヤ

ラ
グ

ベ
ー

ス
プ

レ
ー

ト
シ

ヤ
プ

レ
ー

ト

内
側

シ
ヤ

ラ
グ

サ
ポ

ー
ト

シ
ヤ

ラ
グ

取
付

部

ハ
ッ

チ
本

体
と

補
強

板
と

の
結

合
部

ハ
ッ

チ
円

筒
胴

原 子 炉 格 納 容 器

ハ
ッ

チ
類

－
×

－
×
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

一
次

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

評
価

に
お

い
て

は
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
接

続
配

管
の

応
答

を
使

用
し

て
お

り
，

接
続

配
管

に
お

い
て

地
震

入
力

方
向

に
対

す
る

直
角

方
向

の
応

答
が

生
じ

る
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

評
価

部
位

は
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
毎

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

応
力

（
曲

げ
応

力
を

含
む

）
○

－
同

上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

応
力

（
曲

げ
応

力
を

含
む

）
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
毎

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
毎

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

圧
縮

応
力

○
－

同
上

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

原
子

炉
格

納
容

器
胴

と
ス

リ
ー

ブ
と

の
取

付
部

－
××

原
子

炉
格

納
容

器
胴

と
ス

リ
ー

ブ
と

の
取

付
部

原
子

炉
格

納
容

器
配

管
貫

通
部

ベ
ン

ト
ヘ

ッ
ダ

ベ
ン

ト
ヘ

ッ
ダ

サ
ポ

ー
ト

ベ
ン

ト
ヘ

ッ
ダ

強
め

輪
取

付
部

ベ
ン

ト
ヘ

ッ
ダ

原 子 炉 格 納 容 器

ダ
ウ

ン
カ

マ

原
子

炉
格

納
容

器
電

気
配

線
貫

通
部

ダ
ウ

ン
カ

マ

ベ
ン

ト
ヘ

ッ
ダ

と
ダ

ウ
ン

カ
マ

の
結

合
部

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

○ ○

－
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

引
張

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
毎

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

圧
縮

応
力

○
－

同
上

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

曲
げ

応
力

○
－

同
上

支
圧

圧
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

評
価

部
位

は
，

非
対

象
構

造
で

あ
る

た
め

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

ブ
レ

ー
ス

圧
縮

応
力

△
Ａ

ブ
レ

ー
ス

は
ブ

ロ
ワ

の
重

心
と

サ
ポ

ー
ト

プ
レ

ー
ト

設
置

位
置

の
ず

れ
に

よ
る

軸
方

向
転

倒
防

止
の

た
め

設
置

し
て

い
る

。
そ

の
た

め
ブ

レ
ー

ス
が

受
け

持
つ

荷
重

は
現

在
評

価
対

象
と

し
て

い
る

軸
方

向
の

転
倒

モ
ー

メ
ン

ト
分

の
み

と
考

え
ら

れ
，

軸
直

方
向

の
水

平
地

震
荷

重
は

ベ
ー

ス
溶

接
部

の
せ

ん
断

で
受

け
持

つ
と

考
え

ら
れ

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
受

け
な

い
。

ベ
ー

ス
取

付
溶

接
部

せ
ん

断
応

力
○

－
ベ

ー
ス

溶
接

部
で

水
平

方
向

の
そ

れ
ぞ

れ
の

水
平

荷
重

を
負

担
す

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
制

御
系

再
結

合
装

置
ブ

ロ
ワ

基
礎

ボ
ル

ト
取

付
ボ

ル
ト

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
制

御
系

再
結

合
装

置

－

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。 －

×

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

ス
プ

レ
イ

管
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

チ
ェ

ン
バ

ス
プ

レ
イ

管

ベ
ン

ト
ヘ

ッ
ダ

ピ
ン

基
礎

ボ
ル

ト

強
め

輪

ス
プ

レ
イ

管
ス

プ
レ

イ
管

と
ス

プ
レ

イ
管

案
内

管
ス

プ
レ

イ
管

案
内

管
○ ×○

－

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

×
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

一
次

応
力

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

各
部

位
各

応
力

分
類

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

×
－

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

組
合

せ
応

力
○

－
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

各
部

位
各

応
力

分
類

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

×
－

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機

基
礎

ボ
ル

ト

×

配
管

，
サ

ポ
ー

ト

通
信

連
絡

設
備

（
ア

ン
テ

ナ
類

）
（

矩
形

壁
掛

）

通
信

連
絡

設
備

（
ア

ン
テ

ナ
類

）
（

矩
形

床
置

）
基

礎
ボ

ル
ト

－
基

礎
ボ

ル
ト

取
付

ボ
ル

ト

そ
の

他
電

源
設

備

矩
形

構
造

の
架

構
設

備
（

静
的

触
媒

式
水

素
処

理
装

置
，

架
台

を
含

む
）

－

×

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

○

基
礎

ボ
ル

ト
取

付
ボ

ル
ト

×
－

×

－

除
じ

ん
機

エ
リ

ア
防

水
壁

防
波

扉
水

密
扉

配
管

本
体

，
サ

ポ
ー

ト
（

多
質

点
は

り
モ

デ
ル

解
析

）
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

引
張

応
力

△
Ｃ

鉛
直

荷
重

の
み

作
用

し
，

水
平

荷
重

が
作

用
し

な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

な
い

。

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

せ
ん

断
荷

重
△

Ｃ

対
象

と
な

る
貫

通
部

は
建

物
軸

に
沿

っ
た

配
置

と
な

っ
て

い
る

こ
と

か
ら

，
せ

ん
断

荷
重

及
び

圧
縮

荷
重

は
，

水
平

１
方

向
の

地
震

力
に

よ
る

荷
重

が
支

配
的

で
あ

り
，

他
の

水
平

方
向

の
地

震
力

に
よ

る
荷

重
は

小
さ

い
た

め
，

水
平

2
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

圧
縮

荷
重

△
Ｃ

同
上

引
張

応
力

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

組
合

せ
応

力
○

－
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

曲
げ

応
力

△
Ｃ

鉛
直

方
向

加
速

度
の

み
を

用
い

た
評

価
で

あ
る

た
め

，
水

平
２

方
向

を
考

慮
し

て
も

影
響

は
な

い
。

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ
同

上

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
同

上

固
定

ボ
ル

ト
せ

ん
断

応
力

△
Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

－

×
－－

基
礎

ボ
ル

ト
取

水
槽

床
ド

レ
ン

逆
止

弁
×

－

貫
通

部
止

水
処

置
モ

ル
タ

ル
×

－

屋
外

排
水

路
逆

止
弁

基
礎

ボ
ル

ト

取
水

槽
水

位
計

取
付

ボ
ル

ト

津
波

監
視

カ
メ

ラ
据

付
ボ

ル
ト

取
水

管
立

入
ピ

ッ
ト

閉
止

板

蓋

×

－
× ×
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

せ
ん

断
応

力
△

Ａ

す
べ

り
方

向
と

す
べ

り
直

交
方

向
で

は
，

そ
れ

ぞ
れ

の
水

平
方

向
地

震
を

受
け

た
場

合
の

挙
動

が
異

な
る

た
め

，
方

向
毎

に
発

生
応

力
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

５
】

曲
げ

応
力

△
Ａ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ａ
同

上

ブ
リ

ッ
ジ

脱
線

防
止

ラ
グ

（
取

付
ボ

ル
ト

）
ト

ロ
リ

脱
線

防
止

ラ
グ

（
取

付
ボ

ル
ト

）
せ

ん
断

応
力

△
Ａ

す
べ

り
方

向
と

す
べ

り
直

交
方

向
で

は
，

そ
れ

ぞ
れ

の
水

平
方

向
地

震
を

受
け

た
場

合
の

挙
動

が
異

な
る

た
め

，
方

向
毎

に
発

生
応

力
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

５
】

吊
具

吊
荷

荷
重

△
Ｃ

鉛
直

荷
重

の
み

作
用

し
，

水
平

荷
重

が
作

用
し

な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

な
い

。
×

－

せ
ん

断
応

力
△

Ｄ
水

平
２

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
評

価
を

実
施

し
て

い
る

。

曲
げ

応
力

△
Ｄ

同
上

浮
上

り
量

△
Ｄ

同
上

落
下

防
止

ラ
グ

圧
縮

応
力

△
Ａ

す
べ

り
方

向
と

す
べ

り
直

交
方

向
で

は
，

そ
れ

ぞ
れ

の
水

平
方

向
地

震
を

受
け

た
場

合
の

挙
動

が
異

な
る

た
め

，
方

向
毎

に
発

生
応

力
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

せ
ん

断
応

力
△

Ａ

す
べ

り
方

向
と

す
べ

り
直

交
方

向
で

は
，

そ
れ

ぞ
れ

の
水

平
方

向
地

震
を

受
け

た
場

合
の

挙
動

が
異

な
る

た
め

，
方

向
毎

に
発

生
応

力
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

曲
げ

応
力

△
Ｄ

水
平

２
方

向
及

び
鉛

直
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

組
合

せ
応

力
△

Ｄ
同

上

ト
ロ

リ
浮

上
り

量
△

Ｄ
水

平
２

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
評

価
を

実
施

し
て

い
る

。

吊
具

吊
荷

荷
重

△
Ｃ

鉛
直

荷
重

の
み

作
用

し
，

水
平

荷
重

が
作

用
し

な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

な
い

。

せ
ん

断
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

圧
縮

応
力

△
Ｃ

鉛
直

方
向

荷
重

の
み

作
用

し
，

水
平

方
向

荷
重

が
作

用
し

な
い

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

曲
げ

応
力

△
Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
毎

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
４

】

組
合

せ
応

力
△

Ｂ
同

上

○

ガ
ン

マ
線

遮
蔽

壁
胴

基
部

開
口

集
中

部

ク
レ

ー
ン

本
体

ガ
ー

ダ

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

○

燃
料

取
替

機

ト
ロ

リ
ス

ト
ッ

パ

原
子

炉
建

物
天

井
ク

レ
ー

ン

－
×

－
×

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

燃
料

取
替

機
構

造
物

フ
レ

ー
ム

ブ
リ

ッ
ジ

脱
線

防
止

ラ
グ

（
本

体
）

ト
ロ

リ
脱

線
防

止
ラ

グ
（

本
体

）
走

行
レ

ー
ル

横
行

レ
ー

ル

○

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

引
張

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
毎

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
毎

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

ロ
ー

ラ
チ

ェ
ー

ン
吊

荷
荷

重
△

Ｃ
鉛

直
荷

重
の

み
作

用
し

，
水

平
荷

重
が

作
用

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
な

い
。

×
－

各
部

位
各

応
力

分
類

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

×
－

中
央

制
御

室
天

井
照

明

サ
ポ

ー
ト

振
止

め
部

基
礎

ボ
ル

ト

制
御

棒
貯

蔵
ハ

ン
ガ

ガ
イ

ド
レ

ー
ル

カ
ー

ト

固
定

ボ
ル

ト

チ
ャ

ン
ネ

ル
着

脱
装

置

×
－

×
－

○

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

○
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

曲
げ

応
力

○
－

同
上

浮
上

り
量

○
－

同
上

せ
ん

断
応

力
△

Ａ

す
べ

り
方

向
と

す
べ

り
直

交
方

向
で

は
，

そ
れ

ぞ
れ

の
水

平
方

向
地

震
を

受
け

た
場

合
の

挙
動

が
異

な
る

た
め

，
方

向
毎

に
発

生
応

力
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

５
】

曲
げ

応
力

△
Ａ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ａ
同

上

せ
ん

断
応

力
△

Ａ

す
べ

り
方

向
と

す
べ

り
直

交
方

向
で

は
，

そ
れ

ぞ
れ

の
水

平
方

向
地

震
を

受
け

た
場

合
の

挙
動

が
異

な
る

た
め

，
方

向
毎

に
発

生
応

力
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

５
】

曲
げ

応
力

△
Ａ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ａ
同

上

ト
ロ

リ
浮

上
り

量
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
応

答
が

入
力

方
向

毎
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

吊
具

吊
荷

荷
重

△
Ｃ

鉛
直

荷
重

の
み

作
用

し
，

水
平

荷
重

が
作

用
し

な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

な
い

。

曲
げ

モ
ー

メ
ン

ト
△

Ｃ
鉛

直
方

向
荷

重
が

支
配

的
で

あ
る

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

×
－

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ
同

上
×

－

支
持

部
圧

縮
力

△
Ｃ

同
上

×
－

原
子

炉
ウ

ェ
ル

シ
ー

ル
ド

プ
ラ

グ

本
体

○

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

脚ガ
ー

ダ

走
行

レ
ー

ル
横

行
レ

ー
ル

転
倒

防
止

装
置

取
水

槽
ガ

ン
ト

リ
ク

レ
ー

ン
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

曲
げ

応
力

△
Ｃ

鉛
直

方
向

加
速

度
の

み
を

用
い

た
評

価
で

あ
る

た
め

，
水

平
２

方
向

を
考

慮
し

て
も

影
響

は
な

い
。

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ
同

上

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
同

上

固
定

ボ
ル

ト
せ

ん
断

応
力

△
Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

各
部

位
各

応
力

分
類

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

×
－

各
部

位
各

応
力

分
類

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

×
－

各
部

位
各

応
力

分
類

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

×
－

※
１

：
本

表
は

，
詳

細
設

計
等

の
進

捗
に

応
じ

て
見

直
し

を
行

う
。

建
物

開
口

部
竜

巻
防

護
対

策
設

備

循
環

水
ポ

ン
プ

エ
リ

ア
竜

巻
防

護
対

策
設

備

蓋

×
－

海
水

ポ
ン

プ
エ

リ
ア

竜
巻

防
護

対
策

設
備

耐
火

障
壁

海
水

ポ
ン

プ
エ

リ
ア

防
水

壁
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 第

２
表
　
動
的
／
電
気
的
機
能
維
持
評
価

振
動
モ
ー
ド
及
び
新
た

な
応
力
成
分
の
発
生
有

無 ×
：
発
生
し
な
い

○
：
発
生
す
る

左
記
の
振
動
モ
ー
ド
の
影
響
が
無
い
こ
と

の
理
由

新
た
な
応
力
成
分
が
発
生
し
な
い
こ
と
の

理
由

立
形

ポ
ン

プ
○

－
軸

受
は

円
周

に
均

等
に

地
震

力
を

受
け

持
つ

た
め

，
水

平
２

方
向
入
力
の
影
響
を
受
け
る
。

×
－

横
形

ポ
ン

プ
△

Ａ
現

行
の

機
能

確
認

済
加

速
度

に
お

け
る

詳
細

評
価

※
で

最
弱

部
で
あ
る
軸
系
に
対
し
て
，
曲
げ
に
対
し

て
軸

直
角

方
向

の
水

平
１

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水
平
方
向
の
地
震
力
は
負
担
し
な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

×
－

ポ
ン

プ
駆

動
用

タ
ー

ビ
ン

△
Ｂ

現
行

の
機

能
確

認
済

加
速

度
に

お
け

る
詳

細
評

価
※
で

最
弱

部
で
あ
る
弁
箱
（
主
蒸
気
止
め
弁
ヨ
ー
ク

部
（

立
置

き
）

）
に

対
し

て
，

水
平

２
方

向
に

よ
る

最
大

応
力

の
発
生
箇
所
が
異
な
る
た
め
影
響
は
軽

微
で

あ
る

。
×

－

立
形

機
器

用
電

動
機

△
Ｄ

最
弱

部
で

あ
る

フ
レ

ー
ム

に
対

し
て

，
現

行
の

機
能

維
持

確
認

済
加
速
度
に
お
け
る
詳
細
評
価

※
に
お

い
て

十
分

な
裕

度
が

確
認

さ
れ

て
お

り
，

水
平

２
方

向
入

力
に

よ
る
応
答
増
加
の
影
響
は
軽
微
で
あ

る
。

×
－

横
形

機
器

用
電

動
機

△
Ｄ

最
弱

部
で

あ
る

軸
受

に
対

し
て

，
現

行
の

機
能

維
持

確
認

済
加

速
度
に
お
け
る
詳
細
評
価

※
に
お
い
て

十
分

な
裕

度
が

確
認

さ
れ

て
お

り
，

水
平

２
方

向
入

力
に

よ
る

応
答
増
加
の
影
響
は
軽
微
で
あ
る
。

×
－

空
調

フ
ァ

ン
△

Ａ
現

行
の

機
能

確
認

済
加

速
度

に
お

け
る

詳
細

評
価

※
で

最
弱

部
で
あ
る
軸
系
に
対
し
て
，
曲
げ
に
対
し

て
軸

直
角

方
向

の
水

平
１

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水
平
方
向
の
地
震
力
は
負
担
し
な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

×
－

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
（
機

関
本

体
）

△
Ａ

現
行

の
機

能
確

認
済

加
速

度
に

お
け

る
詳

細
評

価
※
で

最
弱

部
で
あ
る
軸
系
に
対
し
て
，
曲
げ
に
対
し

て
軸

直
角

方
向

の
水

平
１

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水
平
方
向
の
地
震
力
は
負
担
し
な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

×
－

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
（
ガ

バ
ナ

）
○

－
ガ

バ
ナ

に
つ

い
て

は
水

平
２

方
向

合
成

に
よ

る
応

答
増

加
の

影
響
が
あ
る
。
た
だ
し
，
JE
AG
46
01
に
記

載
の

機
能

維
持

確
認

済
加

速
度

は
1.
8G
で

あ
る

が
，

旧
JN
ES
試

験
よ
り
4G
ま
で
機
能
維
持
を
確
認
し
て

い
る

た
め

，
2方

向
合

成
加

速
度

が
4G
未

満
で

あ
れ

ば
問

題
な

い
。

×
－

弁
○

－
弁

に
つ

い
て

は
水

平
２

方
向

合
成

に
よ

る
応

答
増

加
の

影
響

が
あ
る
が
，
2方

向
合
成
加
速
度
が
試
験

に
て

確
認

し
た

機
能

維
持

確
認

済
加

速
度

未
満

で
あ

れ
ば

問
題

な
い
。

×
－

制
御

棒
挿

入
性

〇
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

×
－

制
御

盤
，

電
気

盤
△

Ａ

電
気

盤
，

制
御

盤
等

に
取

付
け

ら
れ

て
い

る
リ

レ
ー

，
遮

断
器

等
の
電
気
品
は
，
基
本
的
に
１
次
元
的

な
接

点
の

Ｏ
Ｎ

－
Ｏ

Ｆ
Ｆ

に
関

わ
る

比
較

的
単

純
な

構
造

を
し

て
い
る
。
加
え
て
，
基
本
的
に
は
全
て

梁
，

扉
等

の
強

度
部

材
に

強
固

に
固

定
さ

れ
て

い
る

た
め

，
器

具
の
非
線
形
応
答
は
な
い
と
考
え
ら
れ

る
。

し
た

が
っ

て
，

電
気

品
は

水
平

１
方

向
の

地
震

力
の

み
を

負
担
し
，
他
の
水
平
方
向
の
地
震
力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【
補
足
説
明
資
料
９
】

×
－

伝
送

器
・

指
示

計
△

Ａ

伝
送

器
・

指
示

計
の

掃
引

試
験

結
果

に
お

い
て

，
Ｘ

，
Ｙ

各
成

分
に
共
振
点
は
な
く
，
出
力
変
動
を
生

じ
な

い
こ

と
を

確
認

し
て

い
る

こ
と

か
ら

，
Ｘ

，
Ｙ

２
方

向
成

分
に
も
共
振
点
は
な
い
も
の
と
考
え
ら

れ
る

。
よ

っ
て

，
Ｘ

，
Ｙ

２
方

向
入

力
に

対
し

て
も

応
答

増
加

は
生
じ
な
い
も
の
と
考
え
ら
れ
る
こ
と

か
ら

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

×
－

取
水

槽
水

位
計

△
Ａ

掃
引

試
験

結
果

に
お

い
て

，
Ｘ

，
Ｙ

各
成

分
に

共
振

点
は

な
く

，
出
力
変
動
を
生
じ
な
い
こ
と
を
確
認

し
て

い
る

こ
と

か
ら

，
Ｘ

，
Ｙ

２
方

向
成

分
に

も
共

振
点

は
な

い
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
よ
っ
て
，

Ｘ
，

Ｙ
２

方
向

入
力

に
対

し
て

も
応

答
増

加
は

生
じ

な
い

も
の

と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
，
水
平
２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

×
－

津
波

監
視

カ
メ

ラ
△

Ａ

掃
引

試
験

結
果

に
お

い
て

，
Ｘ

，
Ｙ

各
成

分
に

共
振

点
は

な
く

，
出
力
変
動
を
生
じ
な
い
こ
と
を
確
認

し
て

い
る

こ
と

か
ら

，
Ｘ

，
Ｙ

２
方

向
成

分
に

も
共

振
点

は
な

い
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
よ
っ
て
，

Ｘ
，

Ｙ
２

方
向

入
力

に
対

し
て

も
応

答
増

加
は

生
じ

な
い

も
の

と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
，
水
平
２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

×
－

機
種

①
-1

　
水
平
２
方
向

の
地
震
力
の
重
畳
に

よ
る
影
響
の
有
無

(3
.
2.

4
項
(1

)に
対

応
)

○
：
影
響
あ
り

△
：
影
響
軽
微

影
響
軽
微
と
し
た

分
類

Ａ
：
水
平
２
方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　
で
も
，
構
造

に
よ

り
水

平
１

方
向

の
地

　
　
震
力
し
か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：
水
平
２
方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

，
　
　
構
造
に
よ
り

最
大

応
力

の
発

生
箇

所
が

　
　
異
な
る
も
の

Ｃ
：
水
平
２
方
向

の
地

震
を

組
み

合
わ

せ
て

　
　
も
１
方
向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　
と
い
え
る
も

の
Ｄ
：
従
来
評
価
に

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

　
　
力
を
考
慮
し

て
い

る
も

の

①
-1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-2
 水

平
２
方
向
と
そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
(ね

じ
れ
振
動
等
)が

生
じ
る
観
点

(3
.2
.4
項
(2
)に

対
応
)
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振
動
モ
ー
ド
及
び
新
た

な
応
力
成
分
の
発
生
有

無 ×
：
発
生
し
な
い

○
：
発
生
す
る

左
記
の
振
動
モ
ー
ド
の
影
響
が
無
い
こ
と

の
理
由

新
た
な
応
力
成
分
が
発
生
し
な
い
こ
と
の

理
由

機
種

①
-1

　
水
平
２
方
向

の
地
震
力
の
重
畳
に

よ
る
影
響
の
有
無

(3
.
2.

4
項
(1

)に
対

応
)

○
：
影
響
あ
り

△
：
影
響
軽
微

影
響
軽
微
と
し
た

分
類

Ａ
：
水
平
２
方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　
で
も
，
構
造

に
よ

り
水

平
１

方
向

の
地

　
　
震
力
し
か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：
水
平
２
方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

，
　
　
構
造
に
よ
り

最
大

応
力

の
発

生
箇

所
が

　
　
異
な
る
も
の

Ｃ
：
水
平
２
方
向

の
地

震
を

組
み

合
わ

せ
て

　
　
も
１
方
向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　
と
い
え
る
も

の
Ｄ
：
従
来
評
価
に

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

　
　
力
を
考
慮
し

て
い

る
も

の

①
-1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-2
 水

平
２
方
向
と
そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
(ね

じ
れ
振
動
等
)が

生
じ
る
観
点

(3
.2
.4
項
(2
)に

対
応
)

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
（
機

関
本

体
，

減
速

機
）

△
Ａ

詳
細

評
価

で
最

弱
部

で
あ

る
軸

系
に

対
し

て
，

曲
げ

に
対

し
て

軸
直
角
方
向
の
水
平
１
方
向
の
地
震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，
水
平
２
方
向
入
力
の
影
響
は
軽
微

で
あ

る
。

×
－

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
（
燃

料
制

御
ユ

ニ
ッ

ト
)

○
－

燃
料

制
御

ユ
ニ

ッ
ト

に
つ

い
て

は
，

水
平

２
方

向
合

成
に

よ
る

応
答
増
加
の
影
響
が
あ
る
。

×
－

通
信

連
絡

設
備

（
ア

ン
テ

ナ
類
）

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

×
－

※
：

Ｊ
Ｅ

Ａ
Ｇ

４
６

０
１

で
定
め
ら
れ
た
評
価
部
位
の
裕
度
評
価
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別紙 10－１  補足説明資料  
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1. 水平２方向同時加振の影響評価について（原子炉圧力容器スタ

ビライザ，原子炉格納容器スタビライザ及びシヤラグ）  

2. 水平２方向同時加振の影響評価について（ドライヤ支持ブラケ

ット）  

3. 水平２方向同時加振の影響評価について（制御棒・破損燃料貯

蔵ラック）  

4. 水平２方向同時加振の影響評価について（円筒形容器）  

5. 水平２方向同時加振の影響評価について（燃料取替機）  

6. 水平２方向同時加振の影響評価について（応答軸が明確である

設備）  

7. 水平２方向同時加振の影響評価について（矩形配置されたボル

ト）  

8. 水平２方向同時加振の影響評価について（円周配置されたボル

ト）  

9. 水平２方向同時加振の影響評価について（電気盤）  
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1. 水平２方向同時加振の影響評価について（原子炉圧力容器スタビライザ，原

子炉格納容器スタビライザ及びシヤラグ） 

1.1 はじめに 

本項は，原子炉圧力容器スタビライザ（以下「ＲＰＶスタビライザ」という。）

（第 1－1図），原子炉格納容器スタビライザ（以下「ＰＣＶスタビライザ」と

いう。）（第 1－2図）及びシヤラグ（第 1－3図）に対する水平２方向同時加振

の影響についてまとめたものである。 

ＲＰＶスタビライザ，ＰＣＶスタビライザ及びシヤラグは，地震時の水平方

向荷重を周方向 45°間隔の８体の構造部材にて支持する同様の設計であるた

め，以下水平２方向同時加振の影響については，ＲＰＶスタビライザを代表に

記載する。 

 

 1.2 現行評価の手法 

ＲＰＶスタビライザは，周方向 45°間隔で８体設置されており，第 1－4図

に地震荷重と各ＲＰＶスタビライザが分担する荷重の関係を示す。 

水平方向の地震荷重に関して現行評価では，ＲＰＶスタビライザ６体に各水

平方向地震力（Ｘ方向，Ｙ方向）の最大地震力が付加されるものとしている。 










4

Ｆ
 ，

4

Ｆ
ｆ＝ＭＡＸ

ｙｘ
 

ここで， 

ｆ ：ＲＰＶスタビライザ１個が受け持つ最大地震荷重 

Ｆｘ ：Ｘ方向地震によりスタビライザ全体に発生する荷重 

Ｆｙ ：Ｙ方向地震によりスタビライザ全体に発生する荷重 

 

 

第 1－1 図 原子炉圧力容器スタビライザ 
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第 1－2 図 原子炉格納容器スタビライザ 

 

 

第 1－3 図 シヤラグ 
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第 1－4 図 原子炉圧力容器スタビライザの水平地震荷重の 

分担（水平１方向） 

 

 1.3 水平２方向同時加振の影響 

ＲＰＶスタビライザは，水平２方向の地震力を受けた場合においても，第 1

－5 図及び第 1－1 表に示すように，方向別地震荷重Ｆ（Ｆｘ又はＦｙ）に対す

る最大反力を受け持つ部位が異なる。 

 

Fx/4 or Fy/4=f 

×Fx/8 

or 

×Fy/8 

Fx/4 or Fy/4=f 

×Fx/8 
or 
×Fy/8 

×Fx/8 
or 
×Fy/8 

×Fx/8 
or 
×Fy/8 

地震方向 
（XorY方向） 

原子炉圧力容器 

ガンマ線遮蔽壁 

原子炉圧力容器 
スタビライザ 
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 ＜Ｘ方向加振時＞ ＜Ｙ方向加振時＞ 

第 1－5 図 原子炉圧力容器スタビライザの水平地震荷重の分担 

 

第 1－1 表 原子炉圧力容器スタビライザ各点での分担荷重 

位置 
方向別地震力Ｆに対する反力 

Ｘ方向 Ｙ方向 

① 0° Ｆｘ／4 0 

② 45° 2 ×Ｆｘ／8 2 ×Ｆｙ／8 

③ 90° 0 Ｆｙ／4 

④ 135° 2 ×Ｆｘ／8 2 ×Ｆｙ／8 

⑤ 180° Ｆｘ／4 0 

⑥ 225° 2 ×Ｆｘ／8 2 ×Ｆｙ／8 

⑦ 270° 0 Ｆｙ／4 

⑧ 315° 2 ×Ｆｘ／8 2 ×Ｆｙ／8 

最大 Ｆｘ／4 ＝ｆ Ｆｙ／4 ＝ｆ 

 

 

  

原子炉圧力容器 

ガンマ線遮蔽壁 

原子炉圧力容器スタビライザ 

Fx/4=f 

×Fx/8 

Fx/4=f 

×Fx/8 

×Fx/8 

地震方向 
(Ｘ方向) 

0 0 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

  Fy/4=f 

×Fy/8 

Fy/4=f 

×Fy/8 

×Fy/8 

地震方向 
(Ｙ方向) 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

0 

0 

×Fy/8 ×Fx/8 
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水平２方向地震力の組合せの考慮については，第 1－1 表に示した水平１方

向反力を用いて，Ｘ方向，Ｙ方向同時には最大の地震力が発生しないと仮定し，

以下の２つの方法にて検討を行った。 

① 組合せ係数法：Ｆｙ＝0.4Ｆｘと仮定し，Ｘ方向，Ｙ方向のそれぞれの水

平１方向応答結果を算術和する。 

② 最大応答の非同時性を考慮したＳＲＳＳ法：Ｆｙ＝Ｆｘと仮定し，Ｘ方

向，Ｙ方向のそれぞれの水平１方向応答結果を二乗和平方根にて合成

する。 

 

上記検討の結果を第 1－2 表に示す。いずれの検討方法を用いても，水平２

方向反力の組合せ結果の最大値はｆとなり，これは水平１方向反力の最大値と

同値である。 

したがって，ＲＰＶスタビライザに対して水平２方向の影響はない。 

 

第 1－2 表 原子炉圧力容器スタビライザ各点における水平２方向の考慮 

位置 

①組合せ係数法を用いた 

水平２方向反力の組合せ 

（Ｆｙ＝0.4Ｆｘ） 

②ＳＲＳＳ法を用いた 

水平２方向反力の組合せ 

（Ｆｙ＝Ｆｘ） 

① 0° Ｆｘ／4 ＝ｆ Ｆｘ／4 ＝ｆ 

② 45° 

2×Ｆｘ／8 ＋ 2×Ｆｙ／8 

＝ 2×1.4×Ｆｘ／8 

＝0.990×Ｆｘ／4 ＜ｆ 

22
ｘ Ｆｙ／8）2＋（／8）Ｆ2（   

＝Ｆｘ／4 ＝ｆ 

③ 90° Ｆｙ／4 ＝0.4×Ｆｘ／4 ＜ｆ Ｆｙ／4 ＝Ｆｘ／4 ＝ｆ 

④ 135° 

2×Ｆｘ／8 ＋ 2×Ｆｙ／8 

＝ 2×1.4×Ｆｘ／8 

＝0.990×Ｆｘ／4 ＜ｆ 

22
ｘ Ｆｙ／8）2＋（／8）Ｆ2（   

＝Ｆｘ／4 ＝ｆ 

⑤ 180° Ｆｘ／4 ＝ｆ Ｆｘ／4 ＝ｆ 

⑥ 225° 

2×Ｆｘ／8 ＋ 2×Ｆｙ／8 

＝ 2×1.4×Ｆｘ／8 

＝0.990×Ｆｘ／4 ＜ｆ 

22
ｘ Ｆｙ／8）2＋（／8）Ｆ2（   

＝Ｆｘ／4 ＝ｆ 

⑦ 270° Ｆｙ／4 ＝0.4×Ｆｘ／4 ＜ｆ Ｆｙ／4 ＝Ｆｘ／4 ＝ｆ 

⑧ 315° 

2×Ｆｘ／8 ＋ 2×Ｆｙ／8 

＝ 2×1.4×Ｆｘ／8 

＝0.990×Ｆｘ／4 ＜ｆ 

22
ｘ Ｆｙ／8）2＋（／8）Ｆ2（   

＝Ｆｘ／4 ＝ｆ 

最大 ｆ ｆ 
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2. 水平２方向同時加振の影響評価について（ドライヤ支持ブラケット） 

 2.1 はじめに 

本項は，ドライヤ支持ブラケットに対する水平２方向同時加振の影響につい

てまとめたものである。 

 

 2.2 現行評価の手法 

ドライヤ支持ブラケットは，４体配置されており，位置関係は第 2－1 図の

通りである。 

 

 

第 2－1 図 ドライヤ支持ブラケット位置図 

 

 

第 2－2 図 ドライヤ支持ブラケットと耐震用ブロックの取合いイメージ 

ドライヤ支持 

ブラケット 

ドライヤ支持 
ブラケット 

蒸気乾燥器 

原子炉圧力容器 

耐震用ブロック 
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ドライヤ支持ブラケットは，第 2－2 図の通りドライヤ支持ブラケットの直

交方向のせん断荷重を負担する構造であり，４体で耐震用ブロックを介し蒸気

乾燥器を支持する設計である。しかし，耐震用ブロックとドライヤ支持ブラケ

ットの間にはクリアランスが存在し，水平地震動の入力方向によっては，４体

のうち２体のみがその荷重を負担する可能性があるため，現行評価では対角の

ブラケット２体により，水平２方向の地震荷重を支持するものとして評価して

いる。 

第 2－3 図に評価においてブラケットに負荷される水平方向の地震荷重を示

す。 

2

Ｆ
＝Ｆｙ  

Ｆ ：蒸気乾燥器から受ける地震時の水平方向荷重 

Ｆｘ：対象とする対角のブラケット２体の軸方向に発生する水平方向荷重 

Ｆｙ：対象とする対角のブラケット２体の直交方向に発生する水平方向荷重 

 

 

第 2－3 図 評価におけるブラケットの負荷荷重 

 

2.3 水平２方向同時加振の影響 

ドライヤ支持ブラケットは，現行評価において，水平２方向の地震荷重を同

時に考慮し，ブラケットと耐震用ブロックの接触状態として想定される最も厳

しい状態として４体のブラケットのうち２体でその荷重を支持すると評価し

ており，水平２方向同時加振による現行の評価結果への影響はない。  

  

Ｆｙ Ｆｙ 

Ｆｘ Ｆｘ 

地震方向（Ｘ方向） 

地震方向（Ｙ方向） 

ドライヤ支持 
ブラケット 

蒸気乾燥器 

耐震用ブロック 

原子炉圧力容器 

ドライヤ支持ブラケットは，対角のブラケット２体で直交方向のせん断荷重Ｆｙ 

を負担し，Ｆｘはドライヤ支持ブラケットに作用しない。 
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3. 水平２方向同時加振の影響評価について（制御棒・破損燃料貯蔵ラック） 

 3.1 はじめに 

本項は，制御棒・破損燃料貯蔵ラック（以下「ラック」という。）のサポー

トに対する水平２方向同時加振の影響についてまとめたものである。 

 

3.2 サポートの構造 

本サポートは，ラックの耐震上弱軸方向となる短辺方向の転倒防止を目的と

して，使用済燃料貯蔵プール壁面から腕を張り出す形で設置されており，ラッ

クの短辺方向側を支持し，長辺方向側は荷重を受けない構造となっている（第

3－1図）。 

 

3.3 水平２方向地震力による影響について 

現行評価において，サポートの応力は，地震力によりラックから入力される

荷重（反力），サポート自身の荷重（自重及び自身の慣性力）と，部材の断面

特性を用いて下記の地震条件時についてそれぞれ求めている。 

・長辺方向（水平Ｘ方向）＋鉛直方向 

・短辺方向（水平Ｙ方向）＋鉛直方向 

長辺方向（Ｘ方向）の地震の場合，サポートはラックを支持していないため，

ラックから入力される荷重（反力）は生じず，サポート自身の慣性力による応

力のみが発生する。短辺方向（Ｙ方向）の地震の場合，サポートにはラックか

らの反力と自身の慣性力による応力が発生する。サポート自身の慣性力は，い

ずれの方向の地震においても，ラックからの反力と比較して小さい。 

したがって，サポートの応力は，水平１方向（短辺方向（Ｙ方向））の地震

力の応答が支配的であり，他の水平方向の地震力による応答は小さいため，水

平２方向入力の影響は軽微である。 

 

4条－別紙10－135

340



 

 

第 3－1図 制御棒・破損燃料貯蔵ラック設置状態 
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4. 水平２方向同時加振の影響評価について（円筒形容器） 

 4.1 はじめに 

本項は，水平地震動が水平２方向に作用した場合の円筒形容器に対する影響

をＦＥＭで確認した結果をまとめたものである。 

円筒形容器については，別紙 10－１にて記載している通り，Ｘ方向地震と

Ｙ方向地震とでは最大応力点が異なるため，それぞれの地震による応力を組み

合わせても影響軽微としている。本項には，別紙 10－１にて記載しているこ

とを解析にて確認することを目的として，円筒形容器のＦＥＭモデルを用いた

解析を実施した結果を示す。ここで，本検討は軸方向応力，周方向応力及びせ

ん断応力の組合せに基づく胴の応力強さを対象としたものである。 

具体的な確認項目として，以下２点を確認した。 

① Ｘ方向地震とＹ方向地震とで最大応力点が異なることの確認 

② 最大応力点以外に，Ｘ方向地震とＹ方向地震による応力を組み合わせ

た場合に影響のあるような点があるかを確認 

 

4.2 影響評価検討 

評価検討モデル及び応力の定義について第 4－1 図に示す。なお，応力につ

いては要素ごとの局部座標系として第 4－1 図に示すように定義する。検討方

法を以下に示す。 

・検討方法   ：水平地震力１ＧをＸ方向へ入力し，周方向の 0°方向から

90°方向にかけて応力分布を確認する。また，水平１方向

地震による応力を用いて水平２方向地震による応力を評価

する。 

・検討モデル：たて置円筒形容器をシェル要素にてモデル化 

・拘束点  ：容器基部を拘束 

・荷重条件 ：モデル座標のＸ方向に水平地震力１Ｇを負荷 

・解析手法 ：静的解析 

・対象部位及び応力：容器基部における応力強さ 

・水平２方向同時加振時の考慮方法 

組合せ係数法（最大応答の非同時性を考慮） 

ＳＲＳＳ法（最大応答の非同時性を考慮） 
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第 4－1 図 評価検討モデル及び各応力の定義 

 

4.3 検討結果 

4.3.1 軸方向応力 

容器基部における水平地震時の軸方向応力コンター図を第 4－2 図に示

す。この結果より，最大応力点は 0°／180°位置に発生していることが分

かる。円筒形容器のため評価部位が円形の一様断面であることから，Ｙ方

向入力時の最大応力点は 90°／270°位置に発生することは明白であるた

め，水平方向地震動の入力方向により最大応力点は異なる。 

また，第 4－1 表にＸ方向，Ｙ方向，２方向入力時の軸方向応力分布を

示す。 

中間部（0°／90°方向以外）において２方向入力時の影響が確認でき

る。なお，組合せ係数法及びＳＲＳＳ法のそれぞれを用いた水平２方向入

力時の応力σｚ,ｃ(θ)及び σｚ,ｓ(θ)は，水平１方向入力時の軸方向応力

解析結果（Ｘ方向入力時応力 σｚ,Ｘ(θ)，Ｙ方向入力時応力 σｚ,Ｙ(θ)）

により，以下の通り算出する。 

＜組合せ係数法＞ 

(θ))(θ)，σ(θ)＝ＭＡＸ(σσ ｃ(Ｙ)ｚ,ｃ(Ｘ)ｚ,ｃｚ,  

ただし，σｚ,ｃ(Ｘ)(θ)は σｚ,Ｘ(θ)に１，σｚ,Ｙ(θ)に 0.4 の係数を乗

じてＸ・Ｙ方向入力時それぞれの軸方向応力を組み合わせた応力，σｚ,ｃ

(Ｙ)(θ)はσｚ,Ｙ(θ)に１，σｚ,Ｘ(θ)に 0.4の係数を乗じてＸ・Ｙ方向入

力時それぞれの軸方向応力を組み合わせた応力であり，以下のように表さ

れる。 

(θ)σ(θ)＋0.4(θ)＝σσ Ｙｚ,Ｘｚ,ｃ(Ｘ)ｚ,   

(θ)(θ)＋σσ(θ)＝0.4σ Ｙｚ,Ｘｚ,ｃ(Ｙ)ｚ,   

＜ＳＲＳＳ法＞ 

2
Ｙｚ,

2
Ｘｚ,ｓｚ, (θ)＋σ(θ)σ(θ)＝σ   

 

軸方向応力 

 

周方向応力 

  

せん断応力 

σｚ σφ τ 

各要素の局所座標系として応力方向を定義 
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第 4－2 図 水平地震時軸方向応力コンター図（Ｘ方向入力） 

 

第 4－1 表 水平地震時の軸方向応力分布 

角度 

Ｘ方向入力時 

応力（MPa） 

σｚ,Ｘ(θ) 

Ｙ方向入力時 

応力（MPa） 

σｚ,Ｙ(θ) 

２方向入力時応力（MPa） 

組合せ係数法 

σｚ,ｃ(θ) 

ＳＲＳＳ法 

σｚ,ｓ(θ) 

0°方向 12.28 0.00 

12.28 

σｚ,ｃ(Ｘ)(0°)＝12.28 

σｚ,ｃ(Ｙ)(0°)＝4.91 

12.28 

22.5°方向 11.34 4.70 

13.22 

σｚ,ｃ(Ｘ)(22.5°)＝13.22 

σｚ,ｃ(Ｙ)(22.5°)＝9.24 

12.28 

45°方向 8.68 8.68 

12.15 

σｚ,ｃ(Ｘ)(45°)＝12.15 

σｚ,ｃ(Ｙ)(45°)＝12.15 

12.28 

67.5°方向 4.70 11.34 

13.22 

σｚ,ｃ(Ｘ)(67.5°)＝9.24 

σｚ,ｃ(Ｙ)(67.5°)＝13.22 

12.28 

90°方向 0.00 12.28 

12.28 

σｚ,ｃ(Ｘ)(90°)＝4.91 

σｚ,ｃ(Ｙ)(90°)＝12.28 

12.28 

 

4.3.2 周方向応力 

容器基部における水平地震時の周方向応力コンター図を第 4－3 図に，

周方向応力分布を第 4－2表に示す。軸方向応力と同様に最大応力点は 0°

90° 45° 

0° 
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／180°位置に発生しており，最大応力点が異なることが確認できる。 

また，軸方向応力と同様に中間部（0°／90°方向以外）において２方

向入力時の影響が確認できる。なお，組合せ係数法及びＳＲＳＳ法のそれ

ぞれを用いた水平２方向入力時の応力σφ,ｃ(θ)及び σφ,ｓ(θ)は，水平

１方向入力時の周方向応力解析結果（Ｘ方向入力時応力 σφ,Ｘ(θ)，Ｙ方

向入力時応力 σφ,Ｙ(θ)）により，以下の通り算出する。 

＜組合せ係数法＞ 

(θ))(θ)，σ(θ)＝ＭＡＸ(σσ ｃ(Ｙ)φ,ｃ(Ｘ)φ,ｃφ,  

ただし，σφ,ｃ(Ｘ)(θ)は σφ,Ｘ(θ)に１，σφ,Ｙ(θ)に 0.4 の係数を乗

じてＸ・Ｙ方向入力時それぞれの周方向応力を組み合わせた応力，σφ,ｃ

(Ｙ)(θ)はσφ,Ｙ(θ)に１，σφ,Ｘ(θ)に 0.4の係数を乗じてＸ・Ｙ方向入

力時それぞれの周方向応力を組み合わせた応力であり，以下のように表さ

れる。 

(θ)σ(θ)＋0.4(θ)＝σσ Ｙ,φＸ,φｃ(Ｘ),φ   

(θ)(θ)＋σσ(θ)＝0.4σ Ｙ,φＸ,φ)Ｙｃ(,φ   
＜ＳＲＳＳ法＞ 

2
Ｙφ,

2
Ｘφ,ｓφ, (θ)＋σ(θ)σ(θ)＝σ  

 

 

第 4－3 図 水平地震時周方向応力コンター図（Ｘ方向入力） 

 

 

 

 

 

90° 45° 

0° 
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第 4－2 表 水平地震時の周方向応力分布 

角度 

Ｘ方向入力時 

応力（MPa） 

σφ,Ｘ(θ) 

Ｙ方向入力時 

応力（MPa） 

σφ,Ｙ(θ) 

２方向入力時応力（MPa） 

組合せ係数法 

σφ,ｃ(θ) 

ＳＲＳＳ法 

σφ,ｓ(θ) 

0°方向 3.54 0.00 

3.54 

σφ,ｃ(Ｘ)(0°)＝3.54 

σφ,ｃ(Ｙ)(0°)＝1.42 

3.54 

22.5°方向 3.27 1.35 

3.81 

σφ,ｃ(Ｘ)(22.5°)＝3.81 

σφ,ｃ(Ｙ)(22.5°)＝2.66 

3.54 

45°方向 2.50 2.50 

3.50 

σφ,ｃ(Ｘ)(45°)＝3.50 

σφ,ｃ(Ｙ)(45°)＝3.50 

3.54 

67.5°方向 1.35 3.27 

3.81 

σφ,ｃ(Ｘ)(67.5°)＝2.66 

σφ,ｃ(Ｙ)(67.5°)＝3.81 

3.54 

90°方向 0.00 3.54 

3.54 

σφ,ｃ(Ｘ)(90°)＝1.42 

σφ,ｃ(Ｙ)(90°)＝3.54 

3.54 

 

  4.3.3 せん断応力 

容器基部における水平地震時のせん断応力コンター図を第 4－4 図に示

し，せん断応力分布を第 4－3 表に示す。せん断応力は軸方向及び周方向

応力とは異なり，最大応力は 90°／270°位置に生じているが，最大応力

と最小応力の生じる点が回転しているのみで応力の傾向として最大応力

点が異なることが確認できる。 

また，軸方向応力，周方向応力と同様に中間部（0°／90°方向以外）

において２方向入力時の影響が確認できる。なお，組合せ係数法及びＳＲ

ＳＳ法のそれぞれを用いた水平２方向入力時の応力τｃ(θ)及び τｓ(θ)

は，水平１方向入力時のせん断応力解析結果（Ｘ方向入力時応力τＸ(θ)，

Ｙ方向入力時応力 τＹ(θ)）により，以下の通り算出する。 

＜組合せ係数法＞ 

(θ))(θ)，τ(θ)＝ＭＡＸ(ττ ｃ(Ｙ)ｃ(Ｘ)ｃ  

ただし，τｃ(Ｘ)(θ)はτＸ(θ)に１，τＹ(θ)に 0.4の係数を乗じてＸ・

Ｙ方向入力時それぞれのせん断応力を組み合わせた応力，τｃ(Ｙ)(θ)はτ

Ｙ(θ)に１，τＸ(θ)に 0.4の係数を乗じてＸ・Ｙ方向入力時それぞれのせ

ん断応力を組み合わせた応力であり，以下のように表される。 

(θ)τ(θ)＋0.4τ(θ)＝τ ＹＸｃ(Ｘ)   

(θ)τ(θ)＋τ(θ)＝0.4τ ＹＸ)Ｙｃ(   
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＜ＳＲＳＳ法＞ 

2
Ｙ

2
Ｘｓ (θ)＋τ(θ)τ(θ)＝τ  

 

 

第 4－4 図 水平地震時せん断応力コンター図（Ｘ方向入力） 

 

第 4－3 表 水平地震時のせん断応力分布 

角度 

Ｘ方向入力時 

応力（MPa） 

τＸ(θ) 

Ｙ方向入力時 

応力（MPa） 

τＹ(θ) 

２方向入力時応力（MPa） 

組合せ係数法 

τｃ(θ) 

ＳＲＳＳ法 

τｓ(θ) 

0°方向 0.00 2.70 

2.70 

τｃ(Ｘ)(0°)＝1.08 

τｃ(Ｙ)(0°)＝2.70 

2.70 

22.5°方向 1.03 2.49 

2.91 

τｃ(Ｘ)(22.5°)＝2.03 

τｃ(Ｙ)(22.5°)＝2.91 

2.70 

45°方向 1.91 1.91 

2.67 

τｃ(Ｘ)(45°)＝2.67 

τｃ(Ｙ)(45°)＝2.67 

2.70 

67.5°方向 2.49 1.03 

2.91 

τｃ(Ｘ)(67.5°)＝2.91 

τｃ(Ｙ)(67.5°)＝2.03 

2.70 

90°方向 2.70 0.00 

2.70 

τｃ(Ｘ)(90°)＝2.70 

τｃ(Ｙ)(90°)＝1.08 

2.70 

90° 45° 

0° 
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  4.3.4 応力強さ 

胴の応力強さσは，第 4－1表～第 4－3表に示したＸ方向，Ｙ方向，２

方向入力時それぞれの軸方向応力σｚ，周方向応力σφ及びせん断応力τを

組み合わせ，耐震評価結果として用いている。 

 

＜水平１方向のうち，Ｘ方向入力時の組合せ応力強さσＸ(θ)＞ 

主応力σ１,Ｘ(θ)，σ２,Ｘ(θ)，σ３,Ｘ(θ)は以下の通りに表される。 



2
Ｘ

2
Ｘφ,Ｘｚ,

Ｘφ,Ｘｚ,Ｘ１,

(θ)＋4τ(θ))(θ)－σ(σ＋             

(θ)(θ)＋σσ
2

1
(θ)＝σ

 



2
Ｘ

2
Ｘφ,Ｘｚ,

Ｘφ,Ｘｚ,Ｘ２,

(θ)＋4τ(θ))(θ)－σ(σ－             

(θ)(θ)＋σσ
2

1
(θ)＝σ

 

(θ)＝0σ Ｘ３,  

各主応力により，応力強さσＸ(θ)は以下の通りとなる。 

) |(θ)(θ)－σσ|                

，　|(θ)(θ)－σσ|，　|(θ)(θ)－σσ| (θ)＝ＭＡＸ(σ

Ｘ１,Ｘ３,

Ｘ３,Ｘ２,Ｘ２,Ｘ１,Ｘ
 

なお，Ｙ方向入力時の組合せ応力強さσＹ(θ)は，上記の式におけるＸをＹ

に置き換えた式により算出する。 

ここで，θ＝0°の場合，第 4－1 表よりσｚ,Ｘ(0°)＝12.28，第 4－2 表よ

りσφ,Ｘ(0°)＝3.54，第 4－3表よりτＸ(0°)＝0であるため， 

 ＝12.28 (0.00)＋44)(12.28－3.5＋12.28＋3.54
2

1
)＝(0σ 22

Ｘ１,   

 ＝3.54 (0.00)＋44)(12.28－3.5－12.28＋3.54
2

1
)＝(0σ 22

Ｘ２,   

)＝0(0σ Ｘ３,   

となる。したがって， 

)＝12.28 |8|0.00－12.2，3.54－0.00||，|12.28－3.54| )＝ＭＡＸ((0σＸ   

＜組合せ係数法による水平 2方向同時加振を考慮した応力強さσｃ(θ)＞ 

σc(θ)の算出フローを第 4－5図に示す。 
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第 4－5 図 組合せ係数法による応力強さ算出フロー 

  

以下３種の応力について， 

Ｘ方向入力時の応力に１， 

Ｙ方向入力時の応力に 0.4を 

乗じて，水平２方向同時加振 

を考慮した応力を算出する。 

・軸方向応力σｚ,ｃ(Ｘ)(θ) 

 ・周方向応力σφ,ｃ(Ｘ)(θ) 

 ・せん断応力τｃ(Ｘ)(θ) 

以下３種の応力について， 

Ｘ方向入力時の応力に 0.4， 

Ｙ方向入力時の応力に１を 

乗じて，水平２方向同時加振 

を考慮した応力を算出する。 

・軸方向応力σｚ,ｃ(Ｙ)(θ) 

・周方向応力σφ,ｃ(Ｙ)(θ) 

・せん断応力τｃ(Ｙ)(θ) 

水平２方向同時加振を考慮 

した３種の応力により主応力 

σ１,ｃ(Ｘ)(θ)，σ２,ｃ(Ｘ)(θ)， 

σ３,ｃ(Ｘ)(θ)を算出する。 

主応力により応力強さ 

σｃ(Ｘ)(θ)を算出する。 

主応力により応力強さ 
σｃ(Ｙ)(θ)を算出する。 

応力強さσｃ(Ｘ)(θ)とσｃ(Ｙ)(θ)を 

比較する。 

水平２方向同時加振を考慮 
した３種の応力により主応力 
σ１,ｃ(Ｙ)(θ)，σ２,ｃ(Ｙ)(θ)， 
σ３,ｃ(Ｙ)(θ)を算出する。 

応力強さσｃ(θ) 

（σｃ(Ｘ)(θ)とσｃ(Ｙ)(θ)比較時の 

大きい値） 
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   Ｘ方向入力時の応力に１，Ｙ方向入力時の応力に 0.4 を乗じて組み合わせ

た水平２方向同時加振を考慮した応力は以下の通りとなる。 

(θ)σ(θ)＋0.4(θ)＝σσ Ｙｚ,Ｘｚ,ｃ(Ｘ)ｚ,   

(θ)σ(θ)＋0.4(θ)＝σσ Ｙφ,Ｘφ,ｃ(Ｘ)φ,   

(θ)τ(θ)＋0.4τ(θ)＝τ ＹＸｃ(Ｘ)   

水平２方向同時加振を考慮した各応力により，主応力σ１,ｃ(Ｘ)(θ)，σ２,ｃ

(Ｘ)(θ)，σ３,ｃ(Ｘ)(θ)は以下の通りに表される。 



2
ｃ(Ｘ)

2
ｃ(Ｘ)φ,ｃ(Ｘ)ｚ,

ｃ(Ｘ)φ,ｃ(Ｘ)ｚ,ｃ(Ｘ)１,

(θ)＋4τ(θ))(θ)－σ(σ＋               

(θ)(θ)＋σσ
2

1
(θ)＝σ

 



2
ｃ(Ｘ)

2
ｃ(Ｘ)φ,ｃ(Ｘ)ｚ,

ｃ(Ｘ)φ,ｃ(Ｘ)ｚ,ｃ(Ｘ)２,

(θ)＋4τ(θ))(θ)－σ(σ－               

(θ)(θ)＋σσ
2

1
(θ)＝σ

 

(θ)＝０σ ｃ(Ｘ)３,  

各主応力により，応力強さσｃ(Ｘ)(θ)は以下の通りとなる。 

) |(θ)(θ)－σσ|                   

，　|(θ)(θ)－σσ|                   

，|(θ)(θ)－σσ| (θ)＝ＭＡＸ(σ

ｃ(Ｘ)１,ｃ(Ｘ)３,

ｃ(Ｘ)３,ｃ(Ｘ)２,

ｃ(Ｘ)２,ｃ(Ｘ)１,ｃ(Ｘ)

 

同様に，Ｙ方向入力時の応力に１，Ｘ方向入力時の応力に 0.4を乗じて組み

合わせた水平２方向同時加振を考慮した応力により，応力強さ σｃ(Ｙ)(θ)を

算出する。 

この応力強さσｃ(Ｘ)(θ)とσｃ(Ｙ)(θ)を比較し，大きい値をσｃ(θ)とする。 

(θ))(θ)，σ(θ)＝ＭＡＸ(σσ ｃ(Ｙ)ｃ(Ｘ)ｃ  

ここでθ＝0°の場合，第 4－1 表よりσｚ,ｃ(Ｘ)(0°)＝12.28，第 4－2 表よ

りσφ,ｃ(Ｘ)(0°)＝3.54，第 4－3表よりτｃ(Ｘ)(0°)＝1.08 であるため， 

 ＝12.41 (1.08)＋43.54)－(12.28＋12.28＋3.54
2

1
)＝(0σ 22

ｃ(Ｘ)１,   

 ＝3.41 (1.08)＋43.54)－(12.28－12.28＋3.54
2

1
)＝(0σ 22

ｃ(Ｘ)２,   

)＝0(0σ ｃ(Ｘ)３,   

となる。したがって，応力強さσｃ(Ｘ)(0°)は以下のように算出される。 

)＝12.41 |12.41－|0.00，0.00|－3.41|，|3.41－12.41| )＝ＭＡＸ((0σｃ(Ｘ)   

同様に，第 4－1表よりσｚ,ｃ（Ｙ）(0°)＝4.91，第 4－2 表より 

σφ,ｃ（Ｙ）(0°)＝1.42，第 4－3表よりτｃ(Ｙ)(0°)＝2.70 であるため， 

 ＝6.38 (2.70)＋41.42)－(4.914.91＋1.42＋
2

1
)＝(0σ 22

ｃ(Ｙ)１,   

 ＝－0.05 (2.70)＋41.42)－(4.914.91＋1.42－
2

1
)＝(0σ 22

ｃ(Ｙ)２,   
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)＝0(0σ ｃ(Ｙ)３,   

となる。したがって，応力強さσｃ(Ｙ)(0°)は以下のように算出される。 

)＝6.43 |6.38－|0.00                   

，0.00|－0.05－|，|0.05)－(－|6.38 )＝ＭＡＸ((0σｃ(Ｙ) 
 

応力強さσｃ(Ｘ)(0°)と σｃ(Ｙ)(0°)の比較により，組合せ係数法による水

平２方向同時加振を考慮した応力強さ σｃ(0°)は， 

.411，6.43)＝12)＝ＭＡＸ(12.4(0σｃ   

となる。 

 

＜ＳＲＳＳ法による水平２方向同時加振を考慮した応力強さσｃ(θ)＞ 

  主応力σ１,ｓ(θ)，σ２,ｓ(θ)，σ３,ｓ(θ)は以下の通りに表される。 



22
ｓφ,ｓｚ,

ｓφ,ｓｚ,ｓ１,

＋4τｓ(θ)(θ))(θ)－σ(σ＋             

(θ)(θ)＋σσ
2

1
(θ)＝σ

 



22
ｓφ,ｓｚ,

ｓφ,ｓｚ,ｓ２,

＋4τｓ(θ)(θ))(θ)－σ(σ－             

(θ)(θ)＋σσ
2

1
(θ)＝σ

 

(θ)＝0σ ｓ３,  

各主応力により，応力強さσｓ(θ)は以下の通りとなる。 

) |(θ)(θ)－σσ|                

，　|(θ)(θ)－σσ|，　|(θ)(θ)－σσ| (θ)＝ＭＡＸ(σ

ｓ１,ｓ３,

ｓ３,ｓ２,ｓ２,ｓ１,ｓ
 

ここでθ＝0°の場合には，第 4－1 表より σｚ,ｓ(0°)＝12.28，第 4－2 表

よりσφ,ｓ(0°)＝3.54，第 4－3表より τｓ(0°)＝2.70であるため， 

 ＝13.05 (2.70)＋43.54)－(12.28＋12.28＋3.54
2

1
)＝(0σ 22

ｓ１,   

 ＝2.77 (2.70)＋43.54)－(12.28－12.28＋3.54
2

1
)＝(0σ 22

ｓ２,   

)＝0(0σ ｓ３,   

となる。したがって， 

)＝13.05 |13.05－|0.00，0.00|－|2.77，|2.77－13.05| )＝ＭＡＸ((0σｓ   

 

θ＝0°の場合にＳＲＳＳ法，組合せ係数法を用いて算出した応力強さを第

4－4表にまとめる。 
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   算出した応力強さの分布及び分布図を第 4－5表及び第 4－6図に示す。 

 

第 4－5 表 水平地震時の応力強さ分布 

角度 

Ｘ方向入力時 

応力強さ（MPa） 

σＸ(θ) 

Ｙ方向入力時 

応力強さ（MPa） 

σＹ(θ) 

２方向入力時応力強さ（MPa） 

組合せ係数法 

σｃ(θ) 

ＳＲＳＳ法 

σｓ(θ) 

0°方向 12.28 5.40 12.41 13.04 

22.5°方向 11.47 6.03 13.64 13.04 

45°方向 9.22 9.22 12.91 13.04 

67.5°方向 6.03 11.47 13.64 13.04 

90°方向 5.40 12.28 12.41 13.04 

 

 

第 4－6 図 水平地震時応力強さ分布図 

 

応力強さは，ＳＲＳＳ法では全方向において一定であるのに対し，組合せ係

数法では 24.75°／65.25°方向に２つのピークを持つ分布となった。応力強

さは 0°／45°／90°方向付近では，ＳＲＳＳ法の方が組合せ係数法に比べ大

きな値となるのに対して，組合せ係数法がピークを持つ 24.75°／65.25°方

向付近ではＳＲＳＳ法を約５％上回る結果となった。 

水平２方向入力時のＳＲＳＳ法による最大応力強さは水平１方向入力時の

最大応力強さに対して６％上回る程度であり（第 4－6 表参照），水平２方向

による影響は軽微と言える。一方，水平２方向入力時の組合せ係数法による最

大応力強さについては，水平１方向入力時の最大応力強さに対して 11％上回
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る結果となった。これは水平２方向の影響軽微と判断する基準（応力の増分が

１割）を超えているが，本検討においては水平地震力のみを考慮しており，実

際の耐震評価においては水平地震力以外に自重，内圧及び鉛直地震力等を考慮

して評価を実施することから，水平２方向を考慮した際の応力強さの増分は小

さくなる。このため，水平２方向による影響は軽微であると考えられる。 

 

第 4－6 表 水平地震時の最大応力強さ及び水平２方向による影響 

 
最大応力強さ 

（MPa） 

水平２方向／水平１方向 

最大応力強さ比 

水平１方向入力 12.28 － 

水平２方向 

入力 

ＳＲＳＳ法 13.05 1.06 

組合せ係数法 13.67 1.11 
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5. 水平２方向同時加振の影響評価について（燃料取替機） 

 5.1 はじめに 

本項は，燃料取替機（以下「ＦＨＭ」という。）に対する水平２方向同時加

振の影響についてまとめたものである。 

 

5.2 現行評価の手法 

ＦＨＭはレール上を車輪で移動する構造であるため，基本的には建物との固

定はないが，地震時に横行方向（走行レールに対し直角方向）にすべりが生じ

た場合は，レールに沿って取り付けられている脱線防止ラグがレールの側面と

接触し，ＦＨＭのすべりを制限する構造となっている。つまり，ラグとレール

が接触し，ＦＨＭが横行方向に建物と固定された体系では，地震入力がＦＨＭ

本体へそのまま伝達されることが想定される。 

一方，走行方向（走行レールの長手方向）については，ＦＨＭの車輪とレー

ルの接触面（踏面）を介してＦＨＭ本体へと荷重が伝達される構造であり，そ

の荷重は摩擦力により制限されるため，地震入力により生じる荷重は軽微（Ｆ

ＨＭ本体への影響は軽微）と考えられる。 

上記より，ＦＨＭ本体の耐震評価では，横行方向に対する地震応答が支配的

であり，走行方向に対しては比較的軽微であると考えられるため，水平２方向

同時加振の考慮として，耐震性評価で走行方向の地震応答を追加で組み合わせ

たとしても，従来評価の応答結果への影響は小さいと考えられる。 
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第 5－1 図 燃料取替機の負担する水平地震荷重 

 

  

走行レール 

 

 
ＦＨＭ本体 摩擦力 

地震方向 

すべり方向 

  

 

ＦＨＭ本体 

地震方向 

  

すべり方向 

走行方向 

横行方向 

    

  

ＦＨＭ本体 

地震方向 

  

すべり方向 

  
レール近傍構造（Ａ部） 

Ａ部 

地震 

反力 
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6. 水平２方向同時加振の影響評価について（応答軸が明確である設備） 

6.1 はじめに 

本項は，応答軸が明確である設備について，水平２方向の地震力を考慮した

場合においても設備の有する耐震性に対して影響軽微であることを説明する

ものである。 

 

6.2 設備の有する耐震性に対して影響軽微であることの説明 

設備の応答軸（弱軸・強軸）の方向，あるいは厳しい応力が発生する向きが

明確な設備（以下，「応答軸が明確な設備」という。）があり，このような設備

については従来設計手法として，解析時にＮＳ・ＥＷ方向を包絡した地震力（床

応答曲線など）を設備のＸ方向及びＹ方向から入力し，最大応答で評価する等，

保守的な評価を実施している。このような応答軸が明確な設備については，水

平２方向の地震力による従来設計手法への影響が懸念されるようなことはな

いと考える。その理由を以下に示す。 

応答軸が明確な設備については，従来設計手法においても建物・構築物のＮ

Ｓ・ＥＷ方向の応答を包絡した地震力を設備の各応答軸（第 6－1 図 Ｘ，Ｙ

方向）へ入力しているため，設備にとって厳しい方向となる弱軸方向への入力

を用いた評価を実施している。 

水平２方向の地震力を想定した場合，２方向の地震力が合成されるとすると，

最大値が同時に発生する場合，最大で√2倍の大きさの入力となることが考え

られるが，応答軸が明確な設備は対角方向へ転倒し難く，設備の応答軸方向へ

応答し易いため，応答はそれぞれの応答軸方向（弱軸／強軸）に分解され，強

軸側の応答は十分に小さくなる。また，強軸方向に比べて転倒し易い弱軸方向

が，最も厳しい条件となるため，実質的には弱軸方向に１方向を入力した場合

の応答レベルと同等となる。各方向における最大値の生起時刻の非同時性を考

慮すると，さらにその影響は小さくなり，弱軸１方向入力による評価と大きく

変わらない結果となる。 

設計手法としてＮＳ・ＥＷ方向を包絡した地震力（床応答曲線など）を入力

して保守的な評価を実施していることも考えると，応答軸が明確な設備につい

ては，水平２方向の地震力を考慮した場合においても影響軽微であるといえる。 
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第 6－1 図 水平２方向同時加振時の応答イメージ 

 

上述の考え方は，設備の応答軸の方向と入力の方向の関係によるものである

ことから，部位・応力分類によらず，各設備の耐震評価における入力方法によ

って影響軽微か否かを判断できると考える。第 6－1 表に応答軸が明確な設備

の例を示す。 

  

ＥＷ 

ＮＳ 建物内 

ポンプ 
容器 

建物への入力地震動方向＝建物の応答軸 

 

 

 

  

建
物
へ
の
入
力
地
震
動
方
向
＝
建
物
の
応
答
軸 

－Ｙ 

＋Ｙ 

＋Ｘ －Ｘ 

α 

α 

Ｘ 

Ｙ 

Ｘ 

Ｙ 

応答の分力イメージ 

－Ｙ 

 

＋Ｙ 

＋Ｘ －Ｘ 

θ 

α 

α 

cosθ 

最大で 2αが入

力として想定さ

れる。 

sinθ 

水平 2 方向加振考慮時のイメージ 

左図で合成されたα

が強軸・弱軸方向に

分力される。それぞ

れの方向で荷重を負

担する部位や断面が

異なることを考慮す

ると，従来の水平 1

方向による評価と同

等以下となる。 
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第 6－1表 応答軸が明確な設備について 

設備 構造図 説明 備考 

横置円筒形容器 

 

横置円筒形容器は

矩形形状の支持脚

により支持されて

おり強軸と弱軸の

関係が明確である。

この応答軸の方向

に地震力を入力し

た評価を実施して

いる。 

ＮＳ・ＥＷ

包絡地震

力を用い

ている。 

空調ファン，空

調ユニット，横

形ポンプ，電気

盤（ボルト），

ディーゼル発電

機（ボルト） 

等 

 

空調ファン等は矩

形に配置されたボ

ルトにて支持され

ている。対角方向の

剛性が高く，水平地

震力に対して斜め

方向へ転倒するこ

となく，弱軸／強軸

方向にしか応答せ

ず，その方向に地震

を入力した評価を

実施している。 

ＮＳ・ＥＷ

包絡地震

力を用い

ている。 

 

  

 

 

   

   

  

 
  

 
  

応答軸 

転倒方向 

応答軸 
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7. 水平２方向同時加振の影響評価について（矩形配置されたボルト） 

7.1 はじめに 

本項は，水平２方向に地震力が作用した場合の矩形配置されたボルトに対す

る影響検討結果をまとめたものである。強軸・弱軸が明確なものについては，

弱軸方向に応答し水平２方向地震力による影響が軽微であるため，機器の形状

を正方形として検討を行った。 

 

7.2 引張応力への影響 

水平１方向に地震力が作用する場合と水平２方向に地震力が作用する場合

のボルトへの引張力の違いを考察する。なお，簡単のため，機器の振動による

影響は考えないこととする。 

   (1) 水平１方向に地震力が作用する場合 

第 7－1図のようにＸ方向に震度ＣＨが与えられる場合を考慮する。 

 

 

第 7－1 図 水平１方向の地震力による応答（概要） 

 

この場合，対象としている系の重心に作用する水平方向の力ＦＨは， 

ＨＨ＝ｍｇＣＦ  

と表せ，ＦＨによりボルトＢ，Ｄの中心を結んだ軸を中心に転倒モーメン

トが生じる。この転倒モーメントはボルトＡ，Ｃにより負担される。 

このとき，系の重心に生じる力は，第 7－2図に示す通りである。 

第 7－2図より，水平方向地震動による引張力は， 

ｈ)(ｍｇＣ
Ｌ

１
＝Ｆ Ｈｂ  

である。 

ボルトに発生する引張応力σｂは全引張力を断面積Ａｂのボルトｎｆ本で

受けると考え， 

 

    

  

Ａ Ｂ 

Ｃ Ｄ 

Ｙ 

Ｘ 

ＣＨ 

転倒軸 

ｍ：機器重量 

ｇ：重力加速度 
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ｂｆ

ｂ
ｂ

Ａｎ

Ｆ
＝σ  

である。水平１方向地震力を考慮する場合，ボルトＡ，Ｃで全引張力を

負担することから，ｎｆ＝2であるため，ボルトに発生する引張応力σｂは， 

Ｌ2Ａ

ｈｍｇＣ
＝

2Ａ

Ｆ
＝σ

ｂ

Ｈ

ｂ

ｂ
ｂ  

となる。 

 

第 7－2 図 水平１方向の地震力による力 

 

(2) 水平２方向に地震力が作用する場合 

第 7－3 図のようにＸ方向とＹ方向にそれぞれ震度ＣＸ，ＣＹが作用する

場合を考慮する。なお，本検討においては，Ｘ方向とＹ方向に同時に最大

震度が作用する可能性は低いと考え，Ｘ方向の震度とＹ方向の震度を１：

0.4（0.4ＣＸ＝ＣＹ）と仮定する。 

 

 

第 7－3 図 水平２方向の地震力による応答（概要） 

    

ＦＨ 

Ｌ／２ Ｌ／２ 

Ｌ 
Ａ，Ｃ Ｂ，Ｄ 

 

転倒支点 

ｈ 

Ｌ：ボルト間距離 

ｈ：重心高さ 

 

    

  

Ａ Ｂ 

Ｃ Ｄ 

Ｙ 

Ｘ 

ＣＸ 

転倒軸 

ＣＹ ＣＸＹ 

φ 

θ 

ｍ：機器重量 

ｇ：重力加速度 
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このとき， (4／10)θ＝tan 1 であることから，水平方向の震度ＣＸＹは， 

Ｘ

ＸＸ

ＹＸＸＹ

Ｃ
29

5.8
＝   　　　

Ｃ
29

2
＋0.4Ｃ

29

5
＝   　　　

cosφcosθ＋Ｃ＝ＣＣ

  

と表せる。このとき，対象としている系の重心に作用する水平方向の力

ＦＨは， 

ＸＸＹＨ Ｃ
29

5.8
＝ｍｇ＝ｍｇＣＦ  

となる。このＦＨにより，転倒軸を中心に転倒モーメントが生じ，ボルト

Ａ，Ｂ，Ｃにより負担される。 

水平２方向の地震力を受け対角方向に応答する場合，各ボルトにかかる

引張力をＦＡ，ＦＢ，ＦＣとし，第 7－4図に示すようにボルトＤの中心を通

り水平方向の震度ＣＸＹと直交する直線を転倒軸とすると，ボルトＡ，Ｂ，

Ｃに発生する引張力は転倒軸からの距離に比例するため， 

ＦＡ：ＦＢ：ＦＣ＝７：２：５ 

であり，転倒軸周りのボルトの軸力により発生するモーメントＭは， 

Ａ

ＡＡＡ

ＣＢＡ

ＬＦ
297

78
＝  　

Ｆ
7

5
Ｌ

29

5
Ｆ

7

2
Ｌ

29

2
ＦＬ

29

7
＝  　

ＬＦ
29

5
＋ＬＦ

29

2
＋ＬＦ

29

7
Ｍ＝

  

である。 

転倒しない場合，ボルトの軸力により発生する転倒軸周りのモーメント

Ｍと，水平方向地震力によるモーメントが釣り合っているので， 

ＡＸＹ ＬＦ
297

78
ｈ＝ｍｇＣ  

であり，引張力ＦＡは以下の通りとなる。 

ｈ)(ｍｇＣ
78Ｌ

297
＝Ｆ ＸＹＡ  

以上より，最も発生応力の大きいボルトＡに発生する応力σｂ’は， 

ｈ)(ｍｇＣ
Ｌ78Ａ

297
＝

Ａ

Ｆ
＝'σ ＸＹ

ｂｂ

Ａ
ｂ  

であり，水平１方向地震動を考慮した場合のボルトにかかる応力σｂ 

ｈ)(ｍｇＣ
Ｌ2Ａ

1
＝

2Ａ

Ｆ
＝σ Ｈ

ｂｂ

Ａ
ｂ  
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に対して，震度 ＸＸＹ Ｃ
29

5.8
＝Ｃ であることから， 

ｂ

Ｘ
ｂ

ＸＹ
ｂ

ｂ

＝1.04σ   

ｈ)(ｍｇＣ
29

5.8

Ｌ2Ａ39

297
＝   

ｈ)(ｍｇＣ
Ｌ2Ａ39

297
＝'σ






 

となる。したがって，水平２方向地震を考慮した場合，ボルトに発生す

る引張応力は増加するが，その影響は軽微である。 

 

第 7－4 図 対角方向に応答する場合の転倒軸からの距離 

 

7.3 せん断応力への影響 

せん断力は全基礎ボルト断面で負担するが，全ボルトに対するせん断力

Ｑｂは， 

Ｈｂ＝ＦＱ  

であり，せん断応力τｂは断面積Ａｂのボルト全本数ｎでせん断力Ｑｂを

受けるため， 

ｂ

ｂ
ｂ

ｎＡ

Ｑ
＝τ  

となる。 

水平１方向の地震力を考慮した場合のせん断力Ｑｂ及び水平２方向の地

震力を考慮した場合のせん断力Ｑｂ’は ＸＸＹ Ｃ
29

5.8
＝Ｃ であるため， 

Ｘｂ＝ｍｇＣＱ  

    

  

Ａ 
Ｂ 

Ｃ Ｄ 
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転倒軸 
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Ｌ 
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ＸＸＸＹｂ ＝1.08ｍｇＣＣ
29

5.8
＝ｍｇ＝ｍｇＣ’Ｑ  

となる。水平１方向及び水平２方向地震時に断面積Ａｂ及びボルト全本数ｎは変わ

らないため，水平２方向地震を考慮した場合，ボルトに発生するせん断応力は増

加するが，その影響は軽微である。
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8. 水平２方向同時加振の影響評価について（円周配置されたボルト） 

8.1 はじめに 

本項は，水平２方向に地震力が作用した場合の円周配置されたボルトに対す

る影響検討結果をまとめたものである。 

 

8.2 引張応力への影響 

水平１方向に地震力が作用する場合と水平２方向に地震力が作用する場合

のボルトへの引張力の違いを考察する。なお，簡単のため，機器の振動による

影響は考えないこととする。 

   (1) 水平１方向に地震力が作用する場合 

第 8－1 図のように水平１方向の震度 ），ＣＣＭＡＸ（＝Ｃ ＹＸＨ が与えられ

る場合を考慮する。ここで機器の質量をｍ，重力加速度をｇとする。 

   ＹＸ ＣＣ  の場合，対象としている系の重心に作用する水平方向の力ＦＨは， 

ＸＨ＝ｍｇＣＦ  

   と表せ，ＦＨにより最外列のボルトを通る転倒軸を中心に転倒モーメントが

生じる。このとき，系の重心に生じる力は，第 8－2図に示す通りである。 

   ＦＨにより生じる転倒モーメントＭは 

ｈｍｇＣｈ＝ＦＭ＝ ＸＨ  

となり，各ボルトに加わる引張力の分布を第 8－3図の通りとしたとき，引張

力が最大となる転倒軸から最も遠いボルトに加わる引張力は， 
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Ｌ

Ｌ
＝Ｆ

ⅰ

１
１




n

i 1

2

ｈｍｇＣ

Ｌ

Ｌ
Ｘ

ⅰ

１




n

i 1

2

 

である。 

ボルトに発生する引張応力σｂは引張力を断面積Ａｂのボルト１本で受ける

ため， 

ｂ

Ｘ

ⅰ

１

ｂ

1
ｂ

Ａ

ｈｍｇＣ

Ｌ

Ｌ
＝

Ａ

Ｆ
＝σ




n

i 1

2

 

  となる。 

 

 (2) 水平２方向に地震力が作用する場合 

第 8－1 図における水平方向震度ＣＨについて，水平２方向（Ｘ方向及び

Ｙ方向）の震度ＣＸ，ＣＹを組み合わせる場合を考慮する。なお，本検討に

おいては，Ｘ方向とＹ方向に同時に最大震度が作用する可能性は低いと考

え，Ｘ方向の震度とＹ方向の震度を１：0.4（0.4ＣＸ＝ＣＹ）と仮定する。

このとき，水平方向の震度は， ＸＨ Ｃ
29

5.8
＝Ｃ となり，対象としている系の

重心に作用する水平方向の力ＦＨは， 
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ＸＨＨ Ｃ
29

5.8
＝ｍｇ＝ｍｇＣＦ  

と表せ，ＦＨにより最外列のボルトを通る転倒軸を中心に転倒モーメントが

生じる。このとき，系の重心に生じる力は，第 8－2図に示す通りである。 

ＦＨにより生じる転倒モーメントＭは 

ｈＣ
29

5.8
ｍｇｈ＝ＦＭ＝ ＸＨ  

となり，各ボルトに加わる引張力の分布を第 8－3図の通りとしたとき，引

張力が最大となる転倒軸から最も遠いボルトに加わる引張力は， 
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１
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である。 

ボルトに発生する引張応力σｂ’は引張力を断面積Ａｂのボルト１本で受け

るため， 

ｂ
ｂ

Ｘ

ⅰ

１

ｂ

1
ｂ 1.08σ＝

Ａ

ｈＣ

Ｌ

Ｌ

29
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となる。したがって，水平２方向地震を考慮した場合，ボルトに発生する引  

張応力は増加するが，その影響は軽微である。 

 

8.3 せん断応力への影響 

せん断力は全基礎ボルト断面で負担するが，全ボルトに対するせん断力

Ｑｂは， 

Ｈｂ＝ＦＱ  

であり，せん断応力τｂは断面積Ａｂのボルト全本数ｎでせん断力Ｑｂを

受けるため， 

ｂ

ｂ
ｂ

ｎＡ

Ｑ
＝τ  

となる。 

水平１方向の地震力を考慮した場合のせん断力Ｑｂ及び水平２方向の地

震力を考慮した場合のせん断力Ｑｂ’は，水平２方向を組み合わせた水平方

向震度 ＸH Ｃ
29

5.8
＝Ｃ であるため， 

Ｘｂ＝ｍｇＣＱ  

ＸＸｂ ＝1.08ｍｇＣＣ
29

5.8
＝ｍｇ’Ｑ  

となる。水平１方向及び水平２方向地震時に断面積Ａｂ及びボルト全本数

ｎは変わらないため，水平２方向地震を考慮した場合，ボルトに発生する
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せん断応力は増加するが，その影響は軽微である。 

 

 

第 8－1図 水平方向の地震力による応答（概要） 

 

 

 

第 8－2図 水平方向の地震力による力 

 

 

    

  ＣＨ 

転倒軸 
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転倒軸 

Ｌ：基礎ボルトピッチ円直径 

ｈ：重心高さ 
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第 8－3図 ボルトに働く引張力 

 

  

Ｆｉ：転倒軸からＬｉの距離にある 

基礎ボルトに働く引張力 

Ｌ 

Ｌｉ 

Ｆ１ 
Ｆｉ 

転倒軸 
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9. 水平２方向同時加振の影響評価について（電気盤） 

9.1 はじめに 

本項は，電気盤に取付けられている器具に対する水平２方向入力の影響をま

とめたものである。 

 

9.2 水平２方向加振の影響について 

電気盤に取付けられている器具については，１次元的な接点のＯＮ－ＯＦＦ

に関わる比較的単純な構造をしている。加えて，基本的にはすべて梁，扉等の

強度部材に固定されているため，器具の非線形応答もなく，水平２方向の加振

に対しては独立に扱うことで問題ないと考える。さらに器具の誤動作モードは，

水平１方向を起因としたモードであるため，水平２方向加振による影響は軽微

であると考える。 

次項より，代表としてメタクラ取付器具を考慮し，器具の構造から検討した

結果をまとめる。 

なお，これら以外の器具については，今後の詳細検討において構造・型式等

の観点から網羅的に整理し，影響が軽微であることを確認することとする。 
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9.2.1 補助リレー 

(1) 構造及び作動機構の概要 

第 9－1図に補助リレーの構造及び作動機構を示す。補助リレーはコイル

に通電されることにより生じる電磁力でアマチュア部を動作させ，接点の

開閉を行うものである。補助リレーのうち，固定鉄心，固定接点（Ａ，Ｂ

接点）はいずれも強固に固定されており，可動接点は１方向（上下方向又

は左右方向）にのみ動くことができる構造になっている。 

 

 

第 9－1 図 補助リレー構造図 

 

(2) 水平２方向地震力に対する影響検討 

第 9－1図より，器具の誤動作モードとして以下が考えられる。 

・地震力による可動鉄心（可動接点）の振動に伴う接点の誤接触又は誤

開放（上下方向又は左右方向） 

ただし，補助リレーは取付部をボルト固定していること，また器具可動

部の振動方向が１方向（上下方向又は左右方向）のみであることより，誤

動作に至る事象に多次元的な影響はないと考えられる。 
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(3) 機能確認済加速度

参考として，発生加速度と補助リレーの既往試験での機能確認済加速度

を第 9－1表に示す。 

第 9－1 表 補助リレーの発生加速度及び機能確認済加速度 

方向 
水平※１ 

（前後・左右） 
上下 

発生加速後（G）※２ 1.02 1.28 

機能確認済加速度（G） 

※１：発生加速度は前後及び左右方向の最大値，機能確認済加速度は前後及び左

右方向の最小値を記載 

※２：原子炉建物 EL．23800 基準地震動Ｓｓ（暫定値）
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

9.2.2 ノーヒューズブレーカ（ＭＣＣＢ） 

(1) 構造及び作動機構の概要

第 9－2図にＭＣＣＢの構造及び作動機構を示す。配線用遮断器には熱動

電磁式及び完全電磁式がある。下記に代表して熱動電磁式の作動原理及び

内部構造を示す。 

熱動電磁式は，過電流が流れるとバイメタルが湾曲し，トリップ桿によ

りラッチの掛合いが外れ，キャッチがばねにより回転することによりリン

クに連結された可動接点が作動し回路を遮断する。また，短絡電流等の大

電流が流れた場合は，固定鉄心の電磁力で可動鉄心が吸引され，トリップ

桿が作動し，以降は上述と同じ動作により回路を遮断する。 

第 9－2 図 ＭＣＣＢ（熱動電磁式）構造図 

固定鉄心

固定接点

電源側

負荷側

可動接点

トリップ桿

可動鉄心 ラッチ
バネ

キャッチ

ハンドル

左右

前後

上下

バイメタル
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(2) 水平２方向地震力に対する影響検討

第 9－2図より，器具の誤動作モードとして以下が考えられる。

・ハンドルの逆方向への動作（上下方向）

・接点の乖離（前後方向，左右方向）

・ラッチ外れによるトリップ（前後方向，上下方向）

上記より，ＭＣＣＢの誤動作として２方向の振動の影響が考えられる。

ただし，ハンドルは１方向にしか振動できないこと，前後－左右の接点乖

離は各々独立であること（前後方向は接触・非接触による乖離，左右はず

れによる乖離）から，誤動作に至る事象は多次元的な影響はないと考えら

れる。 

ラッチ外れについては，２軸（前後方向，上下方向）の影響は無視でき

ないと考えられるが，左右方向はラッチ外れに影響を与える誤動作モード

ではないため，水平２方向の影響はないと考えられる。 

なお，既往試験では，ハンドルの移動に起因する誤動作事象は発生して

いない。 

(3) 機能確認済加速度

参考として，発生加速度とＭＣＣＢの既往試験での機能確認済加速度を

第 9－2表に示す。 

第 9－2表 ＭＣＣＢの発生加速度及び機能確認済加速度 

方向 
水平※１ 

（前後・左右） 
上下 

発生加速後（G）※２ 1.02 1.28 

機能確認済加速度（G） 

※１：発生加速度は前後及び左右方向の最大値，機能確認済加速度は前後及び左

右方向の最小値を記載 

※２：原子炉建物 EL．23800 基準地震動Ｓｓ（暫定値）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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9.2.3 過電流リレー（保護リレー） 

(1) 構造及び作動機構の概要 

第 9－3図に過電流リレー（保護リレー）の構造を示す。過電流リレーは，

電流コイル 1 つを持つ電磁石が動作トルクを発生し，永久磁石の制動によ

り限時特性を得る円板型リレーであり，タップ値以上の過電流が流れると

接点が動作し，警報や遮断器引き外しを行う。なお，過電流リレーはボル

トにて，盤の扉面に強固に取付けられている。 

 

 

 

第 9－3 図 過電流リレー構造図 
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(2) 水平２方向地震力に対する影響検討

第 9－3図より，器具の誤動作モードとして以下が考えられる。

・誘導円板の接触による固渋（上下方向）

・可動接点の振動による接点の誤接触（前後方向，左右方向）

誘導円板の固渋については，上下方向に生じるものであるため，水平２

方向の影響はない。 

接点の誤接触については，昭和 56年日本機械学会論文集「誘導円板型リ

レーの地震時誤動作に関する研究」において，円板が水平２方向入力によ

り回転し，接点接触により誤動作が生じることが報告されている。しかし

ながら，平成 13年度に行われた電力共通研究「鉛直地震動を受ける設備の

耐震評価手法に関する研究」において，水平２方向加振時に鉛直方向加振

を加えた試験を実施しており，正弦波加振試験では円板の回転挙動が発生

したが，地震波加振試験では円板の回転挙動が発生しないことが確認され

ており，水平２方向地震力の影響はないと考えられる。 

(3) 機能確認済加速度

参考として，発生加速度と過電流リレーの既往試験での機能確認済加速

度を第 9－3 表に示す。 

第 9－3表 過電流リレーの発生加速度及び機能確認済加速度 

方向 
水平※１ 

（前後・左右） 
上下 

発生加速後（G）※２ 1.02 1.28 

機能確認済加速度（G） 

※１：発生加速度は前後及び左右方向の最大値，機能確認済加速度は前後及び左

右方向の最小値を記載 

※２：原子炉建物 EL．23800 基準地震動Ｓｓ（暫定値）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考資料－１ 

 

荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出に関する補足説明 

 

1. はじめに 

本資料は，水平２方向及び鉛直方向地震力の適切な組合せに関する検討にお

いて，荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出について，部材の特

性から影響を考慮しないとした部位について，抽出根拠が明確になるよう，代表

的な建物について，対象部位の図面を示すものである。 

対象部位の図面を示す建物として，原子炉建物を代表として示す。 

 

2. 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出に関する補足説明 

2.１ 原子炉建物  

原子炉建物の断面図を第2.1－1図に，伏図を第2.1－2図及び第2.1－3図に

示す。 

なお，平面図については基準階として２階（ＥＬ23.8ｍ）並びに上部構造

のクレーン階伏図（ＥＬ51.7ｍ）を代表として示す。 

a. 柱 

独立した隅柱は直交する地震荷重が同時に作用するが，第2.1－2図及び第

2.1－3図に示すとおり，原子炉建物の隅柱は耐震壁付きの隅柱であり直交する

水平２方向の荷重による影響は小さい。 

b. 梁 

梁については，１方向のみ荷重を負担することが基本であり，また第2.1－2

図及び第2.1－3図に示すとおり原子炉建物の梁は床及び壁に拘束されている

ため，面外荷重負担による影響は小さい。 

c. 壁 

壁については，１方向のみ荷重を負担することが基本であり，また，第2.1

－2図及び第2.1－3図に示すとおり原子炉建物の耐震壁は直交方向に釣り合い

よく配置されているため，直交する水平２方向の荷重による影響は小さい。 

d. 床及び屋根 

床及び屋根については，第2.1－2図及び第2.1－3図に示すとおり四辺を壁及

び梁で拘束されているため，水平方向に変形しにくい構造となっており，水平

地震力の影響は小さい。 
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第 2.1－1図 原子炉建物 断面図（単位：ｍ） 
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第 2.1－2図 原子炉建物 ２階階伏図（ＥＬ 23.8）（単位：ｍ） 

：耐震壁 

：柱 

：梁（外周部除く） 
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第 2.1－3図 原子炉建物 クレーン階伏図（ＥＬ 51.7）（単位：ｍ） 

：耐震壁 

：柱 

：梁 
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参考資料－2 

水平２方向及び鉛直方向の適切な組合せに対する梁の力学的特性 

1. はじめに

本資料は，水平２方向及び鉛直方向の適切な組合せに対する評価対象部位とし

て梁（一般部・鉄骨トラス）を抽出しない理由について，梁の力学的特性を補足

説明するものである。 

2. 梁の力学的特性

(1) 梁（一般部）

鉛直方向の地震荷重に対して設計されており、直交する水平方向の地震荷重

に対しては床スラブで拘束されているため、梁には大きな応力は生じない。地

震荷重に対する梁の力学的特性を第2－1図に示す。 

(2) 鉄骨トラス

鉛直方向の地震荷重に対して設計されており、直交する水平方向の地震荷重

に対しては床スラブやつなぎばりで拘束されているため、鉄骨トラスには大き

な応力は生じない。 

第2－1図 地震荷重に対する梁の力学的特性 

3. まとめ

梁は直交方向の地震力に対しては有効となる直交部材が存在することから、

「荷重の組合せによる応答特性が想定される部位」として抽出しない。 

地震荷重 

（鉛直） 地震荷重 

（水平） 

地震荷重 

（水平） 

床スラブ 

梁 

床スラブ 
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参考資料－3 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価に用いる 

模擬地震波の作成方針 

1. はじめに

応答スペクトルに基づく地震動として策定された基準地震動Ｓｓ－Ｄ及び「震

源を特定せず策定する地震動」として策定された基準地震動Ｓｓ－Ｎ１について

は，水平方向の地震動に方向性がないことから，水平２方向及び鉛直方向地震力

の同時入力による影響検討を行う場合，水平２方向のうち１方向について模擬地

震波を作成し入力する等の方法が考えられる。本資料は，模擬地震波の作成方針

を示すものである。 

2. 模擬地震波の作成方針

応答スペクトルに基づく地震動として策定された基準地震動Ｓｓ－Ｄ及び「震

源を特定せず策定する地震動」として策定された基準地震動Ｓｓ－Ｎ１の水平方

向の模擬地震波の作成方針を下記に示す。 

(1) 応答スペクトルに基づく地震動として策定された基準地震動に対する模擬

地震波 

基準地震動Ｓｓ－Ｄの模擬地震波について，全く同じ地震動が同時に水平2

方向に入力されることは現実的に考えにくいことから，基準地震動を作成した

方法と同一の方法で，位相角を一様乱数とした正弦波を重ね合わせ，目標とす

る応答スペクトルに適合する位相の異なる模擬地震波を作成する。応答スペク

トルのコントロールポイントを第2－1表に，振幅包絡線の経時的変化を第2－2

表に示す。 

なお，念のために2000年鳥取県西部地震の２号地盤の鉛直アレイ観測点(Ｔ．

Ｐ．－5.0ｍ)における観測記録から，当該サイトにおいて，水平２方向の地震

波で位相差が生じる傾向を確認した。確認の方法として，基準地震動Ｓｓ－Ｄ

を同時に水平２方向に入力した場合のオービット（第2－1図）と，観測記録の

水平２方向のオービット（第2－2図）との比較を行った。 

第2－1図から，全く同じ地震動を同時に水平２方向に入力した場合，オービ

ットは現実的に考えにくい45°方向に直線的な軌跡を示す。一方，第2－2図よ

り観測記録ではオービットは位相差によって生じるランダムな軌跡を示すこ

とを確認した。 

(2) 「震源を特定せず策定する地震動」として策定された基準地震動に対する

模擬地震波

基準地震動Ｓｓ－Ｎ１は「震源を特定せず策定する地震動」として，2004年
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北海道留萌支庁南部地震の観測記録より策定された地震動である。基準地震動

Ｓｓ－Ｎ１における水平方向の地震動は，観測記録から推定される解放基盤表

面相当位置の地震動に基づき作成されている。模擬地震波については，基準地

震動Ｓｓ－Ｎ１の作成方法と同一の方法で，基準地震動Ｓｓ－Ｎ１で用いた観

測記録と水平方向に直交する観測記録から作成する。 

3. 位相特性の異なる模擬地震波の作成例

基準地震動Ｓｓ－Ｄ及び基準地震動Ｓｓ－Ｄと位相特性の異なる模擬地震波

の加速度時刻歴波形と，それぞれの地震波を２方向入力した場合のオービットを

第3－1図に示す。 

第3－1図に示すように，基準地震動Ｓｓ－Ｄと新たに作成した基準地震動Ｓｓ

－Ｄと位相特性の異なる模擬地震波のオービットはランダムな軌跡を示してい

る。 

また，基準地震動Ｓｓ－Ｄ及び基準地震動Ｓｓ－Ｄと位相特性の異なる模擬地

震波の応答スペクトルを第3－2図に示す。なお，目標とする応答スペクトル値に

対する，基準地震動Ｓｓ－Ｄと位相特性の異なる模擬地震波のＳＩ比は1.0以上，

応答スペクトル比は0.85以上である。応答スペクトル比を第3－3図に示す。 

第3－2図に示すように，基準地震動Ｓｓ－Ｄと新たに作成した基準地震動Ｓｓ

－Ｄと位相特性の異なる模擬地震波の応答スペクトルは，ほぼ同じである。 
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第 2－1表 応答スペクトルのコントロールポイント 

Ｓｓ－Ｄ 

コントロー

ルポイント 

周期 

（s） 

Ａ 

0.020 

Ｂ 

0.050 

Ｃ 

0.087 

Ｄ 

0.14 

Ｅ 

0.20 

Ｆ 

0.29 

Ｇ 

0.60 

Ｈ 

1.75 

Ｉ 

5.00 

速度 

（cm/s） 
2.611 10.35 25.62 41.22 45.63 61.16 108.5 170.0 170.0 

 

 

第 2－2表 振幅包絡線の経時的変化 

模擬 

地震波 

最大加速度 

（cm/s2） 

マグニチュード 

Ｍ 

等価震源距離 

Ｘeq（km） 

振幅包絡線の経時的変化（s） 

Ｔｂ Ｔｃ Ｔｄ（継続時間） 

Ｓｓ－Ｄ 820 7.7 17.3 8.3 28.7 60.0 

 

 

  

0 Tb＝8.3(s) Tc＝28.7(s) Td＝60.0(s)

0.1

1.0

Ｔｃ－Ｔｂ＝10 
0.5M-2.93

 

Ｔｃ－Ｔｂ＝10 
0.3M-1.0

 

Ｔｄ－Ｔｃ＝10 
0.17M+0.54logXeq-0.6

 

(Ｔ/Ｔｂ)
2
 

1.0 

ｅ 
ln(0.1) 
T
d
-T

c
 (T-T

c
) 

0≦Ｔ≦Ｔｂ 

Ｔｂ≦Ｔ≦Ｔｃ 

Ｔｃ≦Ｔ≦Ｔｄ 

  

振幅包絡線：Ｅ(Ｔ)＝ 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 
(b) 水平２方向の加速度成分のオービット 

 

第2－1図 基準地震動Ｓｓ－Ｄ 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 水平２方向の加速度成分のオービット 

 

第2－2図 2000年鳥取県西部地震観測記録 

（２号地盤の鉛直アレイ観測点 Ｔ．Ｐ．－5.0m） 
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 (a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 水平２方向の加速度成分のオービット 

 

第3－1図 基準地震動Ｓｓ－Ｄおよび位相特性の異なる模擬地震波 
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(a) 基準地震動Ｓｓ－Ｄ (b) 基準地震動Ｓｓ－Ｄと位相特性の異なる

模擬地震波

第3－2図 応答スペクトル 

第3－3図 基準地震動Ｓｓ－Ｄと位相特性の異なる模擬地震波の 

応答スペクトル比 
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別紙－16

島根原子力発電所２号炉

建物・構築物の地震応答解析における

入力地震動の評価について

（耐震）
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4条－別紙 16－1 

1. はじめに

島根原子力発電所の建設時の工事計画認可申請書（以下「既工認」という。）で

は，原子炉建物等の地震応答解析における入力地震動は１次元波動論，２次元Ｆ

ＥＭ解析又は直接入力（以下「１次元波動論又は２次元ＦＥＭ解析等」という。）

により評価を実施している。 

今回の工事計画認可申請（以下「今回工認」という。）では，既工認において採

用実績のある１次元波動論又は２次元ＦＥＭ解析等を採用する方針であり，解放

基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄを基に，対象建

物・構築物の地盤条件を適切に考慮したうえで，２次元ＦＥＭ解析又は１次元波

動論により，地震応答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を設定する。 

本資料は原子炉建物について，既工認と今回工認の入力地震動の評価手法及び

解析モデルを示す。原子炉建物以外の建物・構築物及び土木構造物については評

価手法を示し，解析モデルについては詳細設計段階で示す。 
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4条－別紙 16－2 

2. 入力地震動評価における既工認からの変更点とその設定根拠及び影響について 

2.1 原子炉建物の入力地震動の評価について 

原子炉建物の地震応答解析に用いる入力地震動の評価手法は，既工認と同様

に１次元波動論及び２次元ＦＥＭ解析を採用する。また，解析モデルについて

は，建設時以降の敷地内の追加地質調査結果の反映等により，最新のデータを

基に，より詳細にモデル化したものである。 

既工認と今回工認の評価手法及び解析モデルの比較を第 2－1 表及び第 2－2

表に示す。 

 

2.2 原子炉建物以外の建物・構築物及び土木構造物の評価について 

原子炉建物以外の建物・構築物及び土木構造物についても，評価手法は既工

認において採用実績のある１次元波動論又は２次元ＦＥＭ解析等を採用する方

針とし，解析モデルは建設時以降の敷地内の追加地質調査結果等に基づき設定

する。 

 

建物・構築物及び土木構造物の既工認と今回工認の入力地震動の評価手法の比

較について参考資料－１に示す。 
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4条－別紙 16－3 

第 2－1 表 原子炉建物の地震応答解析に用いる入力地震動の評価手法 

及び解析モデルの比較（主な解析条件） 

既工認 今回工認 

入力地震動の

評価（概要） 

（ＮＳ方向） （ＮＳ方向） 

※解放基盤表面から T.P.-215mまでの

１次元モデルは既工認と同じ。

評価手法 

解析方法 周波数応答解析 同左 

入力地震動の

算定方法 

[計算機コード] 

・引下げ：１次元波動論[SHAKE]

・引上げ：２次元ＦＥＭ解析

[VESL-DYN] 

・引下げ：１次元波動論[SHAKE]

・引上げ：２次元ＦＥＭ解析

[SuperFLUSH] 

入力地震動の解析モデル 

モデル化範囲 ・引下げ：解放基盤表面(T.P.-10m)から

T.P.-215mまでをモデル化

・引上げ：幅は約 600mの範囲とし，高さ

は T.P.-215m以浅をモデル化 

・引下げ：同左

・引上げ：同左

速度層区分 建設時の地質調査結果に基づき設定 建設時の地質調査結果に加えて，建設時

以降の敷地内の追加地質調査結果（ボー

リング，ＰＳ検層）に基づき設定

地盤物性値注１ 建設時の地質調査結果に基づき設定 

※表層地盤については文献(1)に基づく標

準的な砂質土のひずみ依存性を考慮し

た等価物性値を設定

同左 

※表層地盤については，地震動レベル及

び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依

存性を考慮した等価物性値を設定 

境界条件注２ 

(２次元ＦＥＭ) 

・底面：粘性境界

・側面：粘性境界

・底面：粘性境界

・側面：エネルギー伝達境界※

※側方地盤への波動の逸散をより詳細に

評価する境界条件に変更

入力地震動 

出力位置 

EL -4.7m 同左 

備考 建設工認 第１回 添付書類Ⅳ-2-4-1 

「原子炉建物の地震応答計算書」による 

地震応答解析モデル 

相互作用 

モデル

水平：地盤ばねモデル（SRモデル） 

鉛直：― 

水平：地盤ばねモデル（SRモデル） 

鉛直：地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばねモデル） 

建物設置 

レベル

EL -4.7m 同左 

  箇所：主な相違点

注１：入力地震動評価用解析モデルの地盤物性値を参考資料－２に示す。

注２：２次元ＦＥＭ解析モデル側面の境界条件を参考資料－３に示す。
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第 2－2 表 原子炉建物の地震応答解析に用いる入力地震動の評価手法 

   及び解析モデルの比較（２次元ＦＥＭ解析モデル） 
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3. 建物・構築物の入力地震動の算定に用いる解析モデルの詳細設計における適用

方針について 

今回工認における S クラス施設を含む 2 号炉の主要な建物・構築物である原子

炉建物及び制御室建物の入力地震動は，以下の通り算定することとする。 

水平方向は，原子炉建物の既工認と同様に，速度層の傾斜及び建物周辺の地形

等の影響を考慮するため，２次元ＦＥＭモデルを採用する。鉛直方向は，入力地

震動に対する建物直下地盤による影響が大きく，速度層の傾斜等の影響は小さい

と考えられることから，１次元波動論モデルを採用する。 

原子炉建物及び制御室建物の入力地震動の算定方法について，今回工認の評価

手法及び解析モデルを第 3－1表に示す。 

 

第 3－1 表 今回工認の原子炉建物及び制御室建物の 

入力地震動の算定方法 

 水平方向 鉛直方向 

入力地震動の

評価（概念図） 

 

 

評価手法 

入力地震動の

算定方法 

[計算機コード] 

・引下げ：１次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：２次元ＦＥＭ解析 

[SuperFLUSH] 

・引下げ：１次元波動論[SHAKE] 

・引上げ：１次元波動論[SHAKE] 

解析モデル 

モデル化範囲 ・引下げ：解放基盤表面(T.P.-10m)から

T.P.-215mまでをモデル化 

・引上げ：幅は約 600mの範囲とし，高さ

は T.P.-215m以浅をモデル化 

・引下げ：解放基盤表面(T.P.-10m)から

T.P.-215mまでをモデル化 

・引上げ：T.P.-215m 以浅の地盤を水平

成層にモデル化 

速度層区分 建設時の地質調査結果に加えて，建設時

以降の敷地内の追加地質調査結果（ボー

リング，ＰＳ検層）に基づき設定 

同左 

地盤物性値 建設時の地質調査結果に基づき設定 

※表層地盤については，地震動レベル及

び試験結果に基づく埋戻土のひずみ依

存性を考慮した等価物性値を設定 

同左 

注１ 原子炉建物及び制御室建物について，水平方向・鉛直方向それぞれの１次元波動論及び２次元ＦＥＭによる入力地震動

の比較を，参考資料－６に示す。 

  

入射波（Ｅ1）反射波（Ｆ1）

岩盤③

岩盤④

岩盤⑤

岩盤⑥

１次元波動論による
応答計算

解放基盤表面
T.P.-10m

T.P.-215m T.P.-215m

基準地震動
弾性設計用地震動

反射波（Ｆ2）入射波（Ｅ1）

岩盤③

岩盤④

岩盤⑤

岩盤⑥

１次元波動論による
応答計算

表層①-1

入力地震動
（Ｅ＋Ｆ＋Ｐ）

建物基礎
下端

地表面
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4. まとめ 

原子炉建物等の地震応答解析における入力地震動について，今回工認では，既

工認において採用実績のある１次元波動論又は２次元ＦＥＭ解析等を採用する方

針としている。 

原子炉建物の地震応答解析に用いる入力地震動の評価手法及び解析モデルにつ

いて，既工認と今回工認を比較し，その差異について整理した。 

なお，原子炉建物以外の建物・構築物及び土木構造物についても，評価手法は

既工認において採用実績のある１次元波動論又は２次元ＦＥＭ解析等を採用する

方針とし，解析モデルは建設時以降の敷地内の追加地質調査結果に基づき設定す

る。 

 

 

5. 参考文献 

(1) 大崎他，地盤振動解析のための土の動力学モデルの提案と解析例，第 5回 日

本地震工学シンポジウム，1978 
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4条－別紙 16－参 1－1 

参考資料－１ 

 

既工認と今回工認の入力地震動の評価手法の比較 

 

1. 入力地震動の評価手法の概念図 

入力地震動の評価手法（直接入力，１次元波動論，２次元ＦＥＭ解析）の概念

図を，第 1－1表に示す。 

 

2. 入力地震動の評価手法の比較 

建物・構築物及び土木構造物における，既工認と今回工認の入力地震動の評価

手法の比較を第 2－1表及び第 2－2表に示す。 

建物・構築物の入力地震動は建物基礎底面位置で評価する。なお，今回工認の

建物・構築物の地震応答解析モデルは，既工認と同様に質点系モデルを採用する。 

土木構造物の入力地震動は構造物の基礎底面又はＦＥＭモデルの下端位置で評

価する。なお，今回工認の取水槽及び屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

の地震応答解析モデルは，既工認から変更し，地盤－構造物連成系の２次元ＦＥ

Ｍモデルを採用する。 

 
3. １次元波動論モデルの速度層の設定例 

建物・構築物の１次元波動論モデルは，建物中央の速度層の層厚及び物性値に

基づきモデル化する。１次元波動論モデルの速度層の設定例として，タービン建

物及び廃棄物処理建物の速度層の設定方法を第 3－1表に示す。これらの建物の１

次元波動論モデルの速度層は，原子炉建物の２次元ＦＥＭモデルにおけるＮＳ方

向又はＥＷ方向の速度層に基づき，建物中央でモデル化している。 
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4条－別紙 16－参 1－2 

第 1－1 表 入力地震動の評価手法の概念図 

（直接入力，１次元波動論，２次元ＦＥＭ解析） 
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入
力

地
震

動
（
Ｅ
＋

Ｆ
＋

Ｐ
）

建
物

基
礎

下
端

地
表

面

T.
P-

21
5m

反
射

波
（
Ｆ

1’）
入

射
波

（
Ｅ

1）

今
回
工
認
で
適
用
す
る

建
物
・構
築
物

EL
 8

.5
m
盤
に
設
置
され
た

埋
込
み
を
有
しな
い

建
物
に
適
用

ター
ビン
建
物
等
に
適
用

（
ター
ビン
建
物
等
の
水
平
方

向
及
び
鉛
直
方
向
，
原
子
炉

建
物
及
び
制
御
室
建
物
の
鉛
直

方
向
）

速
度
層
の
傾
斜
や
地
形
の
影
響
を
考
慮
し

よ
り詳

細
に
入
力
地
震
動
を
評
価
す
る
建
物
に
適
用

（
原
子
炉
建
物
及
び
制
御
室
建
物
の
水
平
方
向
）

取
水
槽
等
に
適
用

入
射
波

(E
1)

反
射
波

(F
1)

土
木
構
造
物
位
置
に
お
け
る
１
次
元
地
盤
モ
デ
ル
に

解
放
地
盤
モ
デ
ル
の
入
射
波
（

E 1
）
を
入
力

［
入
力
地
震
動
］

地
盤
ー
構
造
物
連
成
モ
デ
ル
の

下
端
レ
ベ
ル
に
地
震
動
※
を
入
力

※
入
射
波
（

E 2
）
を
２
倍

地
盤
－
構
造
物
連
成
モ
デ
ル

地
表
面

▼

岩
盤

，
埋

戻
土

岩
盤

１
次

元
波

動
論

に
よ
る

応
答

計
算

地
表
面

T.
P-

21
5m

構
造
物

粘
性
境
界

粘 性 境 界

粘 性 境 界

解
析
モ
デ
ル
下
端
レ
ベ
ル

▼

地
盤
ー
構
造
物

連
成
モ
デ
ル
の

下
端
レ
ベ
ル 地
盤
ー
構
造
物
連
成
モ
デ
ル
の

下
端
レ
ベ
ル
の
地
震
動
を
算
定

入
射
波

(E
2)
反
射
波

(F
2)

［
モ
デ
ル
化
の
考
え
方
］

建
物
中
央
の
速
度
層
に

基
づ
き
モ
デ
ル
化
（
設
定

例
を
第

3－
1表

に
示
す
）

［
モ
デ
ル
化
の
考
え
方
］

建
物
中
央
の

N
S方

向
及
び

EW
方
向
の
速
度
層
に
基
づ
き

モ
デ
ル
化

［
モ
デ
ル
化
の
考
え
方
］

土
木
構
造
物
中
央
の
速
度
層
に

基
づ
き
モ
デ
ル
化

［
モ
デ
ル
化
の
考
え
方
］

土
木
構
造
物
中
央
の

N
S方

向
及
び

EW
方
向
の
速
度
層
に

基
づ
き
モ
デ
ル
化

［
解
放
地
盤
モ
デ
ル
］

※
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第 2－1 表 入力地震動の評価手法（建物・構築物） 

建物・構築物 

入力地震動の評価手法 建物・構築物の地震応答解析モデル 

既工認 今回工認 変更理由 
入力地震動 

出力位置 

相互作用モデル 
建物・構築物の 

設置レベル※５ 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 水平※４ 鉛直 

Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
の
間
接
支
持
構
造
物 

Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
及
び 

原子炉建物 

（引下げ） 

1次元波動論 

（引上げ） 

2次元 FEM解析 

2E 

― 

（引下げ） 

1次元波動論 

（引上げ） 

2次元 FEM解析 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

E+F+P 

― ― EL -4.7m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL -4.7m 

制御室建物 直接入力 ― 

（引下げ） 

1次元波動論 

（引上げ） 

2次元 FEM解析 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

E+F+P 

Sクラス施設を含

む建物・構築物で

あるため，原子炉

建物の評価手法と

合わせる 

― EL 0.1m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL 0.1m 

タービン建物 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

E+F 

― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

E+F+P 

埋込みによる影響

を詳細に評価する

ため，ＪＥＡＧ４

６０１－1991追補

版に基づき，切欠

き力を考慮する 

― EL 0.0m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL 0.0m 

廃棄物処理建物 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

E+F 

― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

E+F+P 

埋込みによる影響

を詳細に評価する

ため，ＪＥＡＧ４

６０１－1991追補

版に基づき，切欠

き力を考慮する 

― EL 0.0m 
ジョイント要素を用いた 

３次元ＦＥＭモデル 
EL 0.0m 

排気筒 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論※１ 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論※１ 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

E+F+P 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

E+F+P 

― ― EL 2.0m 
地盤ばねモデル 

（立体架構モデル） 
EL 2.0m 

重
要
Ｓ
Ａ
施
設 

ガスタービン 

発電機建物 
― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E※２ 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E※２ 

― ― EL 44.0m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL 44.0m 

緊急時 

対策所建物 
― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E※３ 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E※３ 

― ― EL 48.25m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

（底面鉛直ばね 

モデル） 

EL 48.25m 

波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
施
設 

1号炉 

原子炉建物 
直接入力 ― 

（引下げ） 

1次元波動論 

（引上げ） 

2次元 FEM解析 

2E 

― 

２号炉原子炉 

建物の評価手法と

合わせる 

― EL 0.1m 

ジョイント要素を

用いた 

３次元ＦＥＭ 

モデル 

― EL 0.1m 

1号炉 

タービン建物 
― ― 

(引下げ，引上げ) 

1次元波動論 

E+F+P 

― ― ― EL -0.3m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 
― EL -0.3m 

1号炉 

廃棄物 

処理建物 

― ― 

(引下げ，引上げ) 

1次元波動論 

E+F+P 

― ― ― EL 5.0m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 
― EL 5.0m 

1号炉 
排気筒 

直接入力 ― 

(引下げ，引上げ) 

1次元波動論 

E+F+P 

(引下げ，引上げ) 

1次元波動論 

E+F+P 

２号炉排気筒の 

評価手法と 

合わせる 

― EL 0.0m 
地盤ばねモデル 

（立体架構モデル） EL 0.0m 

サイトバンカ建物 直接入力 ― 直接入力※６ ― ― ― ― 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 
― EL 7.3m 

サイトバンカ建物 

（増築部） 
― ― 直接入力※６ ― ― ― ― 基礎固定モデル ― EL 7.3m 

2号炉 

排気筒モニタ室 
― ― 

排気筒の基礎上の 

地震応答解析 

結果を用いる※７ 

― ― ― ― 基礎固定モデル ― 
EL 8.8m 

（排気筒基礎上） 

燃料移送ポンプ 

エリア竜巻防護 

対策設備 

― ― 

排気筒の基礎上の 

地震応答解析 

結果を用いる※７ 

― ― ― ― 基礎固定モデル ― 
EL 8.7m 

（排気筒基礎上） 

※１： 排気筒の既工認は，改造工認（平成 25年）を示す。 

※２： 高台の EL 44m盤に設置された埋込みを有しない建物であることから，「2E」とする。 

※３： 高台の EL 50m盤に設置された埋込みを有しない建物であることから，「2E」とする。 

※４： 水平方向の相互作用モデルにおいて，側面ばねは考慮しない。 

※５： 代表的な設置レベルを示す。 

※６： EL 8.5m盤に設置された埋込みを有しない建物であり，解放基盤相当（Vs=1600m/s）に支持されていることから，

既工認と同様に直接入力とする。 

※７： 排気筒の基礎上に設置されている建物・構築物であるため，排気筒の地震応答解析によって得られる基礎上の応答

を入力地震動として用いる。 

 

注１： 「E+F+P」は地盤の切欠き力の影響を考慮した建物基礎底面位置の地震動を表す。 

注２： 「2E」は地盤表面の地震動を表す。 
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第 2－2 表 入力地震動の評価手法（土木構造物） 

土木構造物 

入力地震動の評価手法 土木構造物の地震応答解析モデル 

既工認 今回工認 
入力地震動 

出力位置 

相互作用モデル 
土木構造物の 

設置レベル※１ 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 

（
Ｓ
ク
ラ
ス
施
設
の
間
接
構
造
物
を
含
む
） 

屋
外
重
要
土
木
構
造
物 

取水槽 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL -65.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 
EL -10.75m 

屋外配管ダクト 

（タービン建物 

～排気筒） 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL -30.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 
EL 5.2m 

ディーゼル燃料貯蔵 

タンク基礎 
― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL -35.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 
EL 8.85m 

燃料移送系 

配管ダクト 
― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL -35.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 
EL 10.7m 

屋外配管ダクト 

（復水貯蔵タンク 

～原子炉建物） 

― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL -20.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 
EL 11.011m 

取水管 ― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL -100.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 
EL -17.8m 

取水口 ― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL -100.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 
EL -22.0m 

津
波
防
護
施
設 

防波壁 

（多重鋼管杭式 

擁壁） 

― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL -50.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 

EL -19.1m 

（杭下端レベル） 

防波壁 

（鋼管杭式 

逆Ｔ擁壁） 

― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL -50.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 

EL -3.3m 

（杭下端レベル） 

防波壁 

（波返重力擁壁） 
― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL -50.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 

EL -13.0m 

(ケーソン下端 

レベル) 

除じん機エリア 

防水壁 
― ― 

取水槽の地震応答 
解析結果を 
用いる※２ 

取水槽の地震応答 
解析結果を 
用いる※２ 

― 基礎固定モデル 
EL 8.8m 

（取水槽上） 

重
要
Ｓ
Ａ
施
設 

第１ベントフィルタ 

格納槽 
― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL -35.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 
EL 1.7m 

低圧原子炉代替注水 

ポンプ格納槽 
― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL -35.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 
EL -0.3m 

緊急時対策所用 

燃料地下タンク 
― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL 35.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 
EL 46.8m 

ガスタービン 

発電機用 

軽油タンク基礎 

― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E※３ 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E※３ 

EL 45.8m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

(底面鉛直ばね 

モデル) 

EL 45.8m 

波
及
的
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
施
設 

輪谷貯水槽（西側） ― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E 

EL -215.0m 
地盤－構造物連成系の 

２次元 FEMモデル 
EL 45.5m 

免震重要棟遮蔽壁 ― ― 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E※４ 

（引下げ，引上げ） 

1次元波動論 

2E※４ 

EL 49.7m 
地盤ばねモデル 

（SRモデル） 

地盤ばねモデル 

(底面鉛直ばね 

モデル) 

EL 49.7m 

(壁下端レベル) 

循環水ポンプエリア 

竜巻防護対策設備 
― ― 

取水槽の地震応答 
解析結果を 
用いる※２ 

取水槽の地震応答 
解析結果を 
用いる※２ 

― 基礎固定モデル 
EL 8.8m 

（取水槽上） 

海水ポンプエリア 

竜巻防護対策設備 
― ― 

取水槽の地震応答 
解析結果を 
用いる※２ 

取水槽の地震応答 
解析結果を 
用いる※２ 

― 基礎固定モデル 
EL 8.8m 

（取水槽上） 

給気エリア防水壁 ― ― 

取水槽の地震応答 
解析結果を 
用いる※２ 

取水槽の地震応答 
解析結果を 
用いる※２ 

― 基礎固定モデル 
EL 8.8m 

（取水槽上） 

※１： 代表的な設置レベルを示す。 

※２： 取水槽に設置されている土木構造物であるため，取水槽の地震応答解析によって得られる応答を入力地震動として 

用いる。 

※３： 高台の EL 44m盤に設置された埋込みを有しない土木構造物であることから，「2E」とする。 

※４： 高台の EL 50m盤に設置された埋込みを有しない土木構造物であることから，「2E」とする。 

 

注１： 「2E」は，地盤－構造物連成モデルに入力する，地盤の入射波の２倍の地震動を示す。 
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4条－別紙 16－参 1－5 

第 3－1 表 速度層区分と１次元波動論モデルの設定例 

（例１）タービン建物 （例２）廃棄物処理建物

設定根拠

原子炉建物の２次元ＦＥＭモデルにおける

ＮＳ方向の速度層に基づき，建物中央で

モデル化

設定根拠

原子炉建物の２次元ＦＥＭモデルにおける

ＥＷ方向の速度層に基づき，建物中央で

モデル化

速度層
P波速度
(km/s)

2号R/B2号T/B

EL-15ｍ

EL-70ｍ

EL-135ｍ

EL-195ｍ

EL 8.5ｍ
EL 0.0ｍ

EL-215ｍ

EL-50ｍ

EL-115ｍ

EL-165ｍ

EL-4.7ｍ

EL 15ｍ

EL-215ｍ

S波速度
(km/s)

0.25

EL-50ｍ

EL-115ｍ

EL-165ｍ

EL-215ｍ

EL-70ｍ

EL-115ｍ

EL-165ｍ

EL 0ｍ
EL 15ｍ

EL-215ｍ

2号R/B 2号Rw/B

EL-4.7ｍ

EL 15ｍ
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参考資料－２ 

入力地震動評価用解析モデルの地盤物性値 

 

1. 入力地震動評価用解析モデルの地盤物性値 

原子炉建物の今回工認の入力地震動評価用解析モデルの地盤物性値を第 1－1

表に示す。表層地盤を除く岩盤の地盤物性値は，既工認で設定した値を用いる。 

今回工認モデルにおいては，埋戻し土を反映した表層地盤（層番号①-1）につ

いて，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄそれぞれに対して，２次元ＦＥ

Ｍモデルによる等価線形解析に基づき等価物性値（剛性，減衰定数）を詳細設計

段階で設定することとする。なお，既工認モデルにおける表層地盤（層番号①）

については，基準地震動Ｓ１及びＳ２に対する１次元モデルによる等価線形解析

に基づき，等価物性値（剛性）を設定している。 

 

第 1－1 表 入力地震動評価用解析モデルの地盤物性値 

層番号注１ Ｓ波速度 

Vs 

(m/s) 

Ｐ波速度 

Vp 

(m/s) 

単位体積 

重量注３ 

γ 

(kN/m3) 

ポアソン

比 

ν 

(－) 

ヤング係数注３ 

E 

(×105kN/m2) 

せん断 

弾性係数注３ 

G 

(×105kN/m2) 

減衰 

定数 

h 

(%) 既工認 今回工認 

① 

①-1 等価線形解析及び試験結果に基づき設定 

①-2 250 800 20.6 0.446 3.80 1.31 3 注２ 

② ② 900 2100 23.0 0.388 52.9 19.0 3 注２ 

③ ③ 1600 3600 24.5 0.377 176.5 64.0 3 

④ ④ 1950 4000 24.5 0.344 256.0 95.1 3 

⑤ ⑤ 2000 4050 26.0 0.339 283.4 105.9 3 

⑥ ⑥ 2350 4950 27.9 0.355 427.6 157.9 3 

注１：層番号は解析モデル図(4条－別紙 16－4 第 2-2表)を参照。 

注２：既工認では，慣用値として 5%と設定。 

注３：単位体積重量，ヤング係数及びせん断弾性係数については，今回工認では既工認の値（MKS単位系）を単位換算（SI単

位系）した値を示す。 

 

 

表層地盤（①-1：埋戻土）のせん断剛性及び減衰定数のひずみ依存性と等価物

性値の設定の考え方を，既工認と比較して第 1－2表に示す。 

埋戻土の剛性と減衰のひずみ依存性は，既工認では文献(1)に基づく標準的な砂

質土のひずみ依存性としていたが，今回工認では試験結果に基づくひずみ依存性

に変更する。 
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なお，島根原子力発電所の建物・構築物の支持地盤は硬質岩盤であるため，表

層地盤のみ地震動レベルに応じた非線形性を考慮することとし，表層地盤の物性

値の変動による入力地震動に対する影響は小さいと判断した上で，剛性及び減衰

定数はそれぞれの地震動レベル（Ｓｓ，Ｓｄ）に対して一定値を設定する。 

 

第 1－2表 表層地盤のせん断剛性及び減衰定数のひずみ依存性と 

等価物性値の設定の考え方 

 
既工認 今回工認 

埋戻土の 

せん断剛性 

及び 

減衰定数の 

ひずみ 

依存性 

 

 
第 762 回審査会合 資料 1-1「島根原子力発電所２号炉  

防波壁及び１号放水連絡通路防波扉の周辺斜面の安定性評価 

について」より引用 

設定根拠 
文献(1)に基づく標準的な 

砂質土のひずみ依存性 

埋戻土における動的変形試験結果により 

設定したひずみ依存性 

評価 

フロー 

 

 

等価 

物性値 

基準地震動Ｓ１，Ｓ２ 基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ 

せん断剛性（G） 減衰定数（h） せん断剛性（G） 減衰定数（h） 

0.65(t/cm2) 
（剛性低下率 G/G0 0.485） 

5%（慣用値） 
詳細設計段階でＳｓ，Ｓｄそれぞれの 

等価線形解析に基づき設定 

 

 

2. 参考文献 

(1) 大崎他，地盤振動解析のための土の動力学モデルの提案と解析例，第 5回 日本

地震工学シンポジウム，1978 

0.0
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数
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性
比

G
/
G

0

せん断ひずみ γ

G/G0～γ
（○：試験結果）

h～γ
（○：試験結果）

・２号炉原子炉建物の１次元 

波動論モデルに基づき設定 

・表層地盤の初期せん断弾性 

係数(G0)，ひずみ依存性(G/G0- 

γ,h-γ)を設定 

等価線形解析による収束計算 

・Ｓ１,Ｓ２による収束値から算

定した平均的な剛性低下率に

基づき，等価なせん断弾性係数

(G)を設定 

・各建物の表層地盤の物性値に設

定 

基準地震動Ｓ１，Ｓ２ 

G(平均)=ΣHG/ΣH 

剛性低下率=G(平均)/G0 

※剛性低下率は S1，S2共通とし， 

 表層地盤の３層の平均値に基づき設定 

G/G0 h 

γ 

EL -10m 
解放基盤表面 

地表面 

下降波 上昇波 上昇波 下降波 

EL 15m 
EL 5m 

EL -4.7m 

EL -110m 

EL -50m 

EL -160m 

EL -215m 

（表土 埋土） 

有効ひずみ γ 剛性 G 減衰 h EL 15m 

0 0.1% 0 1.0 t/cm2 0 10% 20% 

S2 

S1 

S2 

S2 
S1 

S1 

3
8
0 
3
1
0 

3
1
0 

c
m 

表層地盤の有効ひずみ，剛性及び減衰 

等価線形解析の概念図 

層
厚

H 

・2 号炉原子炉建物の NS 方向及

び EW 方向の２次元 FEM モデル

に基づき設定 

・表層地盤の拘束圧依存性を考慮

した初期せん断弾性係数(G0)，

ひずみ依存性(G/G0-γ,h-γ)

を設定 

等価線形解析による収束計算 

・Ｓｓ，Ｓｄによる各要素の収束値

から算定した平均的な剛性低下率

に基づき，Ｓｓ，Ｓｄそれぞれの

等価なせん断弾性係数(G)及び減

衰定数(h)を設定 

・各建物の表層地盤の物性値に設定 

基準地震動Ｓｓ， 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

等価線形解析の概念図 
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参考資料－３ 

 

２次元ＦＥＭ解析モデル側面の境界条件 

 

1. ２次元ＦＥＭ解析モデル側面の境界条件 

２次元ＦＥＭ解析モデルの側面の境界条件については，既工認では粘性境界を

用いていたが，今回工認ではエネルギー伝達境界に変更する。 

側面の境界条件はＦＥＭ部分から側方地盤への波動の逸散を考慮したものであ

り，粘性境界は隣接する側方地盤との変位の関係から，エネルギー伝達境界はＦ

ＥＭ部分と側方地盤全体の変位分布の関係からこの逸散を考慮している。 

粘性境界とエネルギー伝達境界の比較を第 1－1表に示す。 

粘性境界はダッシュポットを用いた速度比例型の減衰力により，側方地盤への

波動の逸散を考慮する。解の精度が良く，計算も容易である。 

一方，エネルギー伝達境界はＦＥＭ部分の境界節点と側方地盤との変位分布の

差から，側方地盤への波動の逸散を考慮する。解の精度がとても良く，より現実

に即した解析結果を得ることができる。なお，先行プラントの工認において適用

実績がある。 

 

第 1－1 表 側面の境界条件(1) 

境界処理法 概念図 説明 定式化の 
難易度 

計算上の 
特徴 解の精度 その他 

粘性境界 

 

･ 速度比例型の減衰力によ

り波動逸散波を吸収 
容易 

･ 計算は容易 

･ [K*]は対角または

バンドマトリクス 

○ 

･ 手間と制度のバランスが

良い 

･ 周波数応答/時刻歴解析の

双方に適用可能 

･ 1～3 次元で適用可能 

エネルギー 
伝達境界 

 

･ 一般化表面波の固有モー

ドを合成し，側方の水平成

層地盤と結合 
難解 

･ 計算は煩雑，かつ

固有値解析に計算

時間を要する 

･ 側方の[K*]はフル

マトリクス 

◎ ･ 2 次元および軸対称の周波

数応答のみ適用可能 

（参考文献(1)より引用） 

 

2. 参考文献 

(1) 日本建築学会：入門・建物と地盤との動的相互作用，1996 
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参考資料－４ 

 

既工認モデルと今回工認モデルによる入力地震動の比較 

 

1. 検討条件 

原子炉建物の入力地震動の評価に用いる２次元ＦＥＭモデルについて，4 条－

別紙 16－4 第 2-2 表に示す既工認モデルと今回工認モデルを用いた基準地震動

Ｓｓ－Ｄによる入力地震動を比較する。なお，既工認モデルの表層地盤の物性値

及び減衰定数については既工認の値を用い，今回工認モデルの表層地盤の物性値

及び減衰定数については，G/G0=0.2及び h=8％と設定した。 

解析プログラムは，既工認モデル及び今回工認モデルともに SuperFLUSHを用い

る。 

 

2. 検討結果 

既工認モデルと今回工認モデルによる入力地震動の加速度応答スペクトルの比

較を第 2－1図に示す。 

既工認モデルと今回工認モデルによる入力地震動を比較すると，一部の周期帯

において差異はあるものの，加速度応答スペクトルの傾向は概ね一致しており，

建物の応答値への影響は軽微である。 

以上のことから，今回工認モデルは，建設時の地質調査結果に加えて，建設時

以降の追加地質調査結果に基づき設定しており，妥当である。 

 

 

（ＮＳ方向） 

 

（ＥＷ方向） 

第 2－1 図 既工認モデルと今回工認モデルによる 

入力地震動の加速度応答スペクトルの比較 
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4条－別紙 16－参 5－1 

 

参考資料－５ 

 

２次元ＦＥＭモデルのメッシュ分割高さに関する検討 

 

1. メッシュ分割高さの設定方法 

２次元ＦＥＭモデルのメッシュ分割高さは，設備の耐震設計で考慮する振動数

を踏まえて設定することとし，今回工認は既工認と同様に最高振動数（20Hz）に

対して設定する。 

メッシュ分割高さ Hは，先行審査実績と同様にＪＥＡＧ４６０１－1991追補版

に示された以下の基準を満足するように設定している。 

𝐻𝐻 ≤
1
5

𝑉𝑉s
𝑓𝑓max 

  

ここで，𝑉𝑉s ：Ｓ波速度（m/s） 

𝑓𝑓max ：最高透過振動数（Hz） 

 

2. メッシュ分割高さの違いによる影響検討 

2.1 検討条件 

メッシュ分割高さの妥当性を確認するため，原子炉建物を代表として最高振

動数（50Hz）に対して設定した比較用モデルによる解析を実施し，入力地震動

への影響を評価する。 

第 2－1表に今回工認モデルと比較用モデルにおける２次元ＦＥＭモデル図を

示す。 
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第 2－1 表 今回工認モデル（20Hz 透過）と比較用モデル（50Hz透過）に 

おける２次元ＦＥＭ解析モデル図 
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2.2 検討結果 

基準地震動Ｓｓ－Ｄによる入力地震動の加速度応答スペクトルの比較を第 2

－1図に示す。 

今回工認モデル（20Hz透過）及び比較用モデル（50Hz透過）において，両者

の加速度応答スペクトルは概ね一致していることから，今回工認においても既

工認と同様に 20Hzを透過させるようにメッシュ分割高さを設定する。なお，先

行サイトの審査実績においても，建物・構築物の入力地震動の算定に用いる２

次元ＦＥＭモデルにおけるメッシュ分割高さは 20Hzを考慮して作成されている。 

ただし，ＥＷ方向において高振動数領域（約 30～50Hz）で比較用モデル（50Hz

透過）が今回工認モデル（20Hz 透過）を上回る周期帯があることから，高振動

数領域の応答による影響が考えられる弁の動的機能維持評価にあたっては，詳

細設計段階において影響検討を実施する。 

 

 

（ＮＳ方向） 

 

（ＥＷ方向） 

第 2－1 図 基準地震動Ｓｓ－Ｄにおける入力地震動の 

加速度応答スペクトルの比較（今回工認モデル，比較用モデル） 
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4条－別紙 16－参 6－1 

 

参考資料－６ 

 

２号炉主要建物における１次元波動論及び２次元ＦＥＭによる入力地震動の比較 

 

1. 検討条件 

原子炉建物及び制御室建物について，解析モデルの違いによる入力地震動への

影響を確認するため，基準地震動Ｓｓ－Ｄを用いて，第 1－1表に示す比較検討を

実施した。 

 

第 1－1 表 ２号炉主要建物の入力地震動の解析モデルの比較 

（引上げモデル） 

 
今回工認モデル 比較用モデル 

水平方向 ２次元ＦＥＭモデル １次元波動論モデル 

鉛直方向 １次元波動論モデル ２次元ＦＥＭモデル 

 

 

2. 検討結果 

入力地震動の加速度応答スペクトルの比較を第 2－1図に示す。 

 
2.1 水平方向 

水平方向は，２次元ＦＥＭモデル及び 1 次元波動論モデルで多少の差異が認

められ，また，地盤の傾斜をモデル化しているＮＳ方向においてその差が大き

くなっているが，２次元ＦＥＭモデルでは地盤の速度層の傾斜及び建物周辺の

地形の影響等をより詳細に評価できると考えられることから，原子炉建物の既

工認と同様に，水平方向の解析において２次元ＦＥＭモデルによって求められ

る入力地震動を用いることは適切である。 

 
2.2 鉛直方向 

鉛直方向は，建物直下地盤による影響が大きく，1次元波動論モデルと２次元

ＦＥＭモデルの加速度応答スペクトルは概ね一致している。また，それぞれの

建物の固有周期における加速度応答スペクトルの値に大きな差はない。よって，

モデルの違いによる入力地震動への影響は軽微であり，鉛直方向の解析におい

て１次元波動論モデルによって求められる入力地震動を用いることは適切であ

る。 
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（水平方向（ＮＳ方向）） 

 
（水平方向（ＥＷ方向）） 

 
（鉛直方向） 

第 2－1(1)図 １次元波動論及び２次元ＦＥＭによる入力地震動の比較 

（原子炉建物）  
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第 2－1(2)図 １次元波動論及び２次元ＦＥＭによる入力地震動の比較 
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